
平成２２年９月２２日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官

平成１８年（ワ）第８９２号 損害賠償請求事件

                          主       文

１ 被告市は，原告に対し，１０万円及びこれに対する平成１８年１２月１日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告の被告市に対するその余の請求及び被告議員らに対する請求を棄却す

る。

３ 訴訟費用は，原告に生じた費用の２００分の１９９，被告市に生じた費用

の１００分の９９及び被告議員らに生じた費用全部を原告の負担とし，その

余を被告市の負担とする。

４ この判決は，１項に限り仮に執行することができる。

                          事 実 及 び 理 由

第１ 請求                 

    被告らは，原告に対し，連帯して１０００万円及びこれに対する平成１８

年１２月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

  原告は，発声障害を負った被告市の議員であったところ，被告議員ら２８

名が，平成１５年から平成１９年までの４年間にわたり，本会議や委員会に

おいて原告の求める第三者による代読等の方法による発言を認めず，原告の

議会における表現の自由，発声障害を有する障害者の議会での発言方法を決

定する自己決定権，平等権及び市議会議員としての参政権等を侵害したとし

て，被告議員らに対して民法７０９条，７１９条１項に基づき，被告市に対

し国家賠償法１条１項に基づき，連帯して，慰謝料１０００万円及びこれに

対する平成１８年１２月１日から支払済みまで民法所定の年５分の割合によ

る遅延損害金の支払を求めた事案である。

  １ 前提事実（当事者間に争いがないか，証拠及び弁論の全趣旨により容易に



認められる。）

  (1) 当事者等

      ア 原告は，平成１１年４月から平成１９年４月２９日までの２期，８年

の間，中津川市議会議員（以下，単に「議員」という。）の職にあった者

であり，日本共産党に所属し，中津川市議会（以下，単に「市議会」と

いう。）において日本共産党中津川市議団（以下「共産党市議団」という。）

という会派に所属していた。

      イ 被告市は，議事機関として市議会を置く普通地方公共団体であり，市

議会は，地方自治法１０９条の２に基づき，条例により，議会運営委員

会を設置している。

        市議会には，共産党市議団，市議会公明党，市民クラブ，市民ネット

２１，社民クラブ，新政会等の会派がある。（甲１４，７６，１３１）

      ウ 被告議員ら

(ア) 被告議員らのうち，被告Ａ１，同Ａ２，同Ａ３，同Ａ４，同Ａ５，

同Ａ６，同Ａ７，同Ａ８，同Ａ９，同Ａ１０，同Ａ１１，同Ａ１２，

同Ａ１３，同Ａ１４，同Ａ１５及び同Ａ１６は，平成１５年から平成

１９年の間，市議会議員の職にあった者である。（各被告議員らについ

ては，「被告Ａ１議員」のようにいい，同姓の者については，「被告Ａ

７議員」のようにいう。）

(イ) 被告議員らのうち，被告Ａ１７議員，同Ａ１８議員，同Ａ１９議

員，同Ａ２０議員，同Ａ２１議員，同Ａ２２議員，同Ａ２３議員，同

Ａ２４議員，同Ａ２５議員，同Ａ２６議員，同Ａ２７議員，同Ａ２８

議員（以下，１２名併せて「被告Ａ１７ら」という。）は，旧岐阜県恵

那郡北部町村の各町村議会議員の職にあった者であり，各町村が，平

成１７年２月２８日に市町村合併により中津川市に合併されたことに

より，市議会議員の職に就き，同日から平成１９年４月までの間，市



議会議員の職にあった者である。

(ウ) 被告Ａ１０議員は，平成１７年５月１８日から平成１９年３月ま

での間，市議会の議会運営委員会委員長（以下「委員長」といい，同

委員会の委員を単に「委員」ともいう。）の職にあった者である。（各

被告議員らが，議長等の役職に就いており，同役職として言動を行っ

た場合には，「被告Ａ１０議長」，「被告Ａ１０委員長」，「被告Ａ１０委

員」のようにいう。）

        (エ) 被告Ａ１４議員は，平成１３年５月２３日から平成１４年５月２

２日まで議会運営委員会副委員長（以下「副委員長」という。），平成

１４年５月２４日から平成１５年４月２９日まで副議長，平成１５年

５月１６日から平成１７年５月１７日までの委員長，平成１８年５月

１８日から平成１９年４月２９日まで副委員長の職にあった者である。

（乙ロ１７）

        (オ) 被告Ａ２３議員は，平成１８年４月ころから平成１９年３月ころ

までの間，市議会の議長の職にあった者である。

        (カ) 被告Ａ３議員は，平成１６年５月２４日から平成１７年５月１７

日までの間，副委員長の職にあった者である。

      エ ａ（以下「ａ議長」又は「ａ議員」という。）は，平成１６年ころから

平成１８年３月ころまでの間，議長の職にあった者である。

      オ ｂ，ｃ及びｄ（以下，それぞれ「ｂ議員」，「ｂ委員」のようにいう。）

は，平成１４年から平成１９年までの間，市議会議員の職にあった者で

あり，ｂ議員及びｃ議員は，原告と同一会派である共産党市議団に所属

していた者であり，d議員は，市民ネット２１に所属していた者である。

（甲１３１）

  (2) 他の地方議会における障害を有する議員の議員活動保障の状況

      ア 鎌倉市議会（甲３３の２，甲８５，９８の１ないし４）



        鎌倉市議会議員であるｅ（以下「ｅ議員」という。）は，重度の脳性麻

痺のため，全身麻痺の重度障害者でアテトーゼを伴っており，両手と右

足が不自由で，かろうじて左足の指先は動かすことができるという状態

であり，字を書くことはできず，発声については不明瞭で理解が難しい

状態であるため，左足の指先で文字を指差すことで意思疎通を図ってい

る状態である。

        ｅ議員は，当選後の平成１３年５月１日に，議場内外を問わず，他の

健常者議員と格差なく生活し，議員としての職務を果たすことに必要で

あるとして，週４０時間以上の介助者を嘱託職員として雇用し，市費で

賄うこと，及び，言葉を理解し，意思疎通ができる者が求められるので，

介助者の人選はｅ議員にゆだねることを書面で要望した。同書面には，

「言語障害のバリアフリーはハードのバリアフリーより人的な介助がも

っとも有効である。」とも記載されていた。

        鎌倉市議会は，各派代表者会議で検討した結果，地方自治法及び鎌倉

市議会会議規則に基く発案権や表決権等の議員の公務における公的な権

利行使は，当然尊重すべきとし，議会の会議が開催される本会議場及び

委員会室内における議員としての権利行使，議員の公務出張及び市議会

主催の公的行事については，議員活動の権利行使を保障するために，介

助することとし，本会議場及び委員会室内では，一般市民による介助対

応はすべきでないとして，同市議会事務局職員が介助することと申し合

わせた。

          上記申し合わせにより，ｅ議員は，平成１３年５月１５日から少なく

とも平成１７年６月２２日まで，鎌倉市議会事務局職員が代読を行う方

法により一般質問を行っており，再質問を行う場合は，議長が会議を休

憩し，その間に，同議員が左足で音声キーボードを押して音声を発し，

事務局職員がこれを聴き取った上で書き取り，同議員が確認の上，同職



員がこれを代読するという方法によっている。

      イ 静岡市議会（甲３４の２）

        平成１５年４月１日に旧清水市と合併する前の静岡市（旧静岡市）議

会において，平成１４年６月定例会から平成１５年２月定例会まで，合

併後の静岡市議会において，平成１５年４月臨時会から平成１７年３月

末の任期終了前の同年２月定例会まで，本会議及び委員会で，パソコン

による音声変換の方法により発言をしている議員が存在した。

        上記議員は，旧静岡市議会議員の任期途中に声帯切除をしたことによ

り，同議員の所属する会派選出の議会運営委員が，議会運営委員会にお

いて，「当該議員が手術により発声しにくいことから，本会議，常任委員

会，特別委員会の会議でのパソコンのソフトを利用した代替音声システ

ムの使用をお願いしたい。」との申し入れがあり，異議なく受け入れられ

た。

      ウ 岐阜県恵那郡蛭川村（以下「蛭川村」という。）村議会（甲３６の１な

いし甲３６の４）

        蛭川村村議会のうち，平成１０年９月１６日から同月２５日まで開催

された同年第３回定例会（甲３６の１），同年１２月１５日から同月２１

日まで開催された同年第４回定例会（甲３６の２），平成１１年３月９日

から同月１９日まで開催された同年第１回定例会（甲３６の３）及び同

年１２月１５日から同月２２日まで開催された同年第４回定例会（甲３

６の４）において，同村議会議員ｆは，同村議会事務局職員による代読

の方法で，一般質問を行っていた。

      エ 岡崎市議会（甲３５）

        岡崎市議会議員ｇは，平成１２年９月定例会において，病気が原因で

発言が不自由であるため，同市議会事務局職員による代読の方法で発言

を行い，一般質問を行っていた。



２ 関連法令等

    (1) 平成１８年６月７日法律第５３号による改正前の地方自治法（以下「法」

という。）

      １０４条（議長の権限）

        普通地方公共団体の議会の議長は，議場の秩序を保持し，議事を整理し，

議会の事務を統理し，議会を代表する。

      １０５条（委員会への出席発言権）

      普通地方公共団体の議会の議長は，委員会に出席し，発言することがで

きる。

      １０９条の２（議会運営委員会）

        １項 普通地方公共団体の議会は，条例で議会運営委員会を置くことが

できる。

        ２項 議会運営委員は，会期の始めに議会において選任し，条例に特別

の定めがある場合を除くほか，議員の任期中在任する。

        ３項 議会運営委員会は，次に掲げる事項に関する調査を行い，議案，

陳情等を審査する。

            １号 議会の運営に関する事項

            ２号 議会の会議規則，委員会に関する条例等に関する事項

            ３号 議長の諮問に関する事項

        ４項 前条第４項から第６項までの規定は，議会運営委員会について準

用する。

      １０９条（常任委員会）

        １項ないし３項  略

        ４項 常任委員会は，予算その他重要な議案，陳情等について公聴会

を開き，真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等から

意見を聴くことができる。



          ５項 常任委員会は，当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は

審査のため必要があると認めるときは，参考人の出頭を求め，そ

の意見を聴くことができる。

          ６項 常任委員会は，議会の議決により付議された特定の事件につい

ては，閉会中も，なお，これを審査することができる。

    (2) 中津川市議会委員会条例（乙イ１）

        ４条（議会運営委員会の設置）

          １項  議会に議会運営委員会を置く。

          ２項以下 略

        １８条（傍聴の取扱）

          １項 委員会は議員のほか委員長の許可を得た者が傍聴することがで

きる。

          ２項 委員長は必要があると認めるときは，傍聴人の退場を命ずるこ

とができる。

    (3) 中津川市議会会議規則（以下「会議規則」という。）

      ４７条（発言の許可等）

          １項 発言は，すべて議長の許可を得た後，登壇してしなければなら

ない。ただし，簡易な事項については，議席で発言することがで

きる。

          ２項  略

        ４８条（発言の通告及び順序）

          １項 会議において発言しようとする者は，あらかじめ議長に発言通

告書を提出しなければならない。ただし，議事進行及び一身上の

弁明等についてはこの限りでない。

          ２項  略

          ３項  発言の順序は，議長が定める。



          ４項  略

        ５３条（質疑の回数）

          質疑は，同一議員につき，同一議題について２回を超えることがで

きない。ただし，特に議長の許可を得たときは，この限りでない。

        ５４条（発言時間の制限）

          １項 議長は，必要があると認めるときは，あらかじめ発言時間を制

限することができる。

          ２項  略

        ５９条（一般質問）

          １項 議員は，市の一般事務について議長の許可を得て質問すること

ができる。

          ２項 質問者は，議長の定めた期間内に，議長にその要旨を文書で通

告しなければならない。

        ６１条（準用規定）

          質問については，第５３条（質疑の回数）及び第５７条（質疑，討

論の省略又は終結）の規定を準用する。

        ６６条（委員の発言）

          委員は，議題について自由に質疑し及び意見を述べることができる。

ただし，委員会において別に発言の方法を決めたときは，この限りで

ない。

        ６７条（委員外議員の発言）

          １項 委員会は，審査又は調査中の事件について，必要があると認め

るときは，委員でない議員に対し，その出席を求めて説明又は意

見を聞くことができる。

          ２項 委員会は，委員でない議員から発言の申し出があったときは，

その許否を決める。



    (4) 中津川市議会議事運営要綱（乙ロ４）

       第４ 一般質問について

         (1) 一般質問の順序は，多数会派からとし，同数の場合は協議のうえ

決定し，輪番制により行うものとする。

         (2) 略

         (3) 質問時間は，当初質問（壇上）４０分以内，再質問（自席）１０

分以内の持ち時間で行うものとする。

         (4) 再質問は，答弁に対する質問とする。

         (5) 略

       第５ 討論及び質疑について

         (1) 討論の通告は，直前開催の議会運営委員会終了までに発言通告書

を提出することとする。但し，緊急やむを得ない場合は，議会運営

委員会正副委員長で協議する。

         (2) 討論及び質疑の発言時間は，１人１０分程度とする。

       第６ 委員会の運営について

         (1)ないし(3) 略

         (4) 正・副議長は，委員会へ出席するものとする。

         (5)ないし(7) 略

         (8) 委員会における発言は，委員長の許可を得て行うものとする。

         (9)ないし(11) 略

         (12) 委員会傍聴はモニターによるものとし，委員長の許可を得た者が

傍聴することができるが，許可に当たっては，以下(13)から(15)の

事項に留意するものとする。

         (13) 傍聴の申し出は，文書をもって委員会開催前日の午後５時までに

提出するものとし，委員長は締切り後，可否を決定し通知するものとす

る。但し，前日が休日の場合は，その前日までとする。



         (14)，(15) 略

       第８ 陳情の取扱いについて

         (1) 陳情は，本会議初日前の議会運営委員会で付託について協議をす

るものとする。

         (2) 付託された陳情は，委員会の審査のみ行い，陳情者に報告するも

のとする。

    (5) 議会運営委員会に関する申し合わせ（乙ロ４）

      １ 委員会の構成

        委員会は，所属議員２人以上の会派から選出する委員をもって構成す

る。

      ３ 正副議長の出席

        正副議長は，委員会に出席するものとする。

      ５ 委員に事故あるときの取扱い

        委員に事故あるときは，当該会派から委員外議員として出席できるも

のとする。

      ６ 委員会の意思決定

        委員会の意思決定に当たっては，全会は一致を基本として協議調整に

努めることとし，決定事項については，各会派においてこれを遵守する

ものとする。

    (6) 中津川市議会の運営に関する慣習

        議長は，議事進行権の行使にあたり，議会運営委員会に諮り，同委員会

の決定に従って議事を進行するという慣習が存在した。（弁論の全趣旨）

第３ 争点及び争点についての当事者の主張

  １ 争点

    (1) 本件訴えの適法性の存否（本案前の主張）

(2) 原告は，被告議員らの加害行為及び被告市の不作為により，違法に自己



決定権等を侵害されたか。

(3) 被告議員らの不法行為責任の成否

(4) 原告に生じた損害の有無，程度

２ 争点１（本件訴えの適法性の存否（本案前の主張））について

  （被告らの主張）

    (1) 地方議会は，地方公共団体の重要な案件に対する審議議決機関であり，

憲法が定める議会制民主主義の理念及び住民自治という地方自治の本旨か

ら当然に，同議会における議事運営については議会の自主性，自律性が尊

重されなければならない。

      地方自治法は，議会が自律的に行為，判断をし，議会の運営に関して議

会の自主性を尊重する目的で，１０９条の２において「条例において議会

運営委員会を設置することができる。」と規定しており，議員に対して，そ

の身分を奪うが如き処置についてはともかく，議員の発言の手段，方法は

もちろんのこと，委員会及び本会議における議事進行について広く議会の

自主性に委ねられているのであって，司法審査の対象とはならない。

    (2) 原告は，被告議員らが議案に対する反対票を投じたことも一連一体の加

害行為を構成すると主張するが，その当否について司法審査が及ぶとすれ

ば，被告議員らの内心の自由及び政治的意思表明の自由に対する侵害とな

る。

  （原告の主張）

    自律的法規範を持つ社会又は団体の内部の問題に司法審査が及ばない場合

があるとしても，それは，一般市民法秩序と直接の関係を有しない内部的な

問題にとどまる場合に限定される。

    原告は，被告議員らによる一連の加害行為により，一市民として，また市

民の代表としての表現の自由を侵害され，障害者が代替手段を自ら選ぶ権利，

すなわち自らのあり方を決める権利（自己決定権）をも侵害された。被告議



員らによるこれらの行為は，同時に，議員の自由な発言を前提とする議会制

民主主義を脅かす行為であり，また市民の知る権利を侵害する行為でもある。

    したがって，本件の被告らの行為が，一般市民法秩序と直接の関係を有し

ない内部的問題などとは到底いえず，司法審査が及ぶことが明らかである。

  ３ 争点２（原告の自己決定権等に対する違法な侵害行為の有無）について

  （原告の主張）

    原告は，被告議員らの行った，原告の求める代読という発言方法を認めず，

音声変換装置を用いた発言方法を強制するという一連の発言妨害行為及び被

告議員らで構成する市議会が原告が代読により発言する方法を講じないとい

う不作為により，平成１５年から平成１９年までの約４年間，議会において

一般質問をすることや各種委員会において発言することができなかった。被

告らの一連の発言妨害行為及び市議会の不作為は，原告の自己決定権等を侵

害するもので，憲法１３条，１４条１項，２１条，市民的及び政治的権利に

関する国際規約（以下「自由権規約」という。）１９条２項，障害者の権利に

関する条約（以下「障害者権利条約」という。）２１条，障害者基本法３条１

項，２項に違反し，国家賠償法１条１項の違法な加害行為又は民法７０９条

の不法行為を構成する。

    (1) 被侵害利益

   ア 障害者の障害補助手段についての自己決定権

        障害者は，社会生活を営むため自己の障害を補完する補助手段を自ら

選択する権利（自己決定権）を有している。これは，障害者の人格的生

存に直結する重大な利益であり，憲法１３条により保障され，同権利は，

障害者基本法３条により具体的権利として保障されている。

        (ア) 障害者にとって生きることに直結する利益であること

          障害者が，社会で生き，社会に主体的に参加していくためには，そ

の障害を補う必要があり，何らかの補助手段を利用しなければならず，



補助手段は，その時々の社会の条件により，いくつかの限られたもの

しかないため，健常者が生きる上で数多くの手段の中から意識的ある

いは無意識的に選択しているのに対し，障害者は，限られた手段の中

から意識的に選択していかざるを得ない。また，障害者は，障害を補

完するために様々な工夫を凝らしており，そうすることでようやく生

活することができるのであり，障害者の意見を無視して障害補助手段

を強要されると，障害者は生きる希望を失い，人間らしく生きること

ができなくなってしまう。

          したがって，障害者にとって，障害補助手段を選択することは生き

ることにも直結する重大事なのであり，人格的生存に不可欠であると

いえる。

        (イ) 原告にとっての代読という表現手段選択の必要性

          原告は，発声障害を有する者として２期目の選挙戦を戦う中，選挙

演説を自分の息子や娘，支援者らに代読してもらい，人の声で話して

もらうことで，あたかも自分の分身が話しているような感覚になり，

代読による発言の良さ，すばらしさを実感した。人に自分の思いを伝

えるためには，その言葉の意味内容だけではなく，言葉と言葉の間や

声の調子，話し手の感情など，非言語的な要素が不可欠であるから，

原告は，市議会においても，機械の音声ではなく人の声で発言をした

いという気持ちが強くなったのであり，原告のそのような思いも，障

害者であっても人間らしくありたいという切実な願いなのである。

        (ウ) 社会的に見ても個人の自律的決定に委ねられてきた利益であるこ

と

          ａ 障害者の権利確立の運動

            昭和３５年ころまでの障害者を巡る議論は，障害者を権利の主体

ではなく保護の客体として捉えて進められてきたが，昭和３５年こ



ろ，このような従来の障害者観に異議を唱える形で，ヨーロッパで

は，ノーマライゼーション運動が発展し，障害者であっても健常者

が通常送る生活リズムやライフサイクルが確保されるべきだと考え

られるに至った。また，アメリカでも自立支援運動が展開され，真

の自立とは経済的自立や物理的自立ではなく，障害者の自己決定と

生活の質を基礎にしたものであるべきだと考えられた。

            これら二つの運動は，いずれも障害者に自ら障害補助手段を選ぶ

自由があることを前提としており，障害者の自己決定の重要性を再

認識するものであった。このように，二つの異なる運動のいずれも

が，自己決定の許されない社会の不当性に目を向けたということは，

障害者が自ら障害補助手段を選択することは障害者が人間らしく生

きるために欠かすことのできない重大な利益であることを裏付ける

ものである。

          ｂ 障害者の自己決定権の尊重は各法規の前提であること

            上記の障害者運動の歴史の成果は，国際法上はもとより我が国の

国内法上も制度として取り入れられており，障害補助手段を選択す

る自由は，もはや国際的にはもちろん，我が国の制度上も当然のこ

ととされている。

            昭和５０年に障害者権利宣言が国連で採択され，その後我が国で

も，平成５年に障害者基本法が制定され，これこれに基づき障害者

基本計画が作成されるなど，障害者の自己決定を前提とした制度が

制定されてきた。

            これらの流れに加え，以下で詳述する国際社会や我が国の立法，

行政の動向からすると，原告が主張する自己決定権は，社会が当然

に障害者の自律的決定に委ねた利益である。

          ｃ 障害者基本法の改正



            障害者を取り巻く社会経済情勢の変化等に対応し，障害者の自立

と社会参加の一層の促進を図るため，障害者基本法は，平成１６年

６月４日に大幅に改正された。

            この改正により，改正前の障害者基本法６条は削除された。

            同条は，１項において「障害者は，その有する能力を活用するこ

とにより，進んで社会経済活動に参加するよう努めなければならな

い。」と定め，２項において「障害者の家庭にあっては，障害者の自

立の促進に努めなければならない。」と規定していたが，そもそも，

誰でも一市民として義務と権利を持っているのは当然であり，障害

者だからとして，あるいは，障害者の家族だからとして，それ以上

の義務や権利を持つものではなく，障害者やその家族の義務を法律

に規定するのは不適切であるとして削除されたものである。

            こうして，障害者が普通の市民として，普通の努力をすることに

よって社会参加できるような社会こそ我々の目指すべき社会である

という考え方が国会の承認するところとなった。

          ｄ 障害者権利条約の成立

            これまでの障害者の人権に関する運動の集大成ともいうべき障害

者権利条約が平成１８年１２月に国連で採択された。

            同条約では，「固有の尊厳，個人の自律（自ら選択する自由を含む。）

及び個人の自立を尊重すること」が原則とされ（３条(ａ)），「障害

を理由とするあらゆる差別」が禁止され（５条２項），締約国に対し

て，「障害者が，自らの選択する方法で，自らの選択する時に，かつ，

妥当な費用で個人的に移動することを容易にすること」及び「障害

者が質の高い移動補助具，装置，支援技術，生活支援及び仲介する

者を利用することを容易にすること（これらを妥当な費用で利用可

能なものとすることを含む。）」を求めており，特に，２１条では，



締約国は「表現及び意見の自由（他の者と平等に情報及び考えを求

め，受け，及び伝える自由を含む。）についての権利を行使すること

を確保するためのすべての適当な措置をとる」と規定され，締約国

がかかる措置をするために，「公的な活動において，手話，点字，補

助的及び代替的な意思疎通並びに障害者が自ら選択する他のすべて

の利用可能な意思疎通の手段，形態及び様式を用いることを受け入

れ，及び容易にすること」を行うこととされている（２１条(b)）。

            同条約の制定過程では，この条約が既存の人権条約では保障され

ていない「新しい人権」を創るものではないということが再三確認

されており，上記の規定は，障害補助手段の選択を現実に保障する

ために，特に移動手段やコミュニケーションについて締約国に措置

義務を課したものである。

              障害者が障害補助手段を選択する権利については，すでに障害者

権利宣言が採択されたときから国際社会では当然のこととされてお

り，これを現実の社会の中で保障するためにこのような規定が障害

者権利条約に盛り込まれたのである。

          ｅ 障がい者制度改革推進会議の設置

            障がい者制度改革推進本部が内閣に設置されることが平成２１年

１２月８日に閣議決定された。

            同本部は，障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めと

する我が国の障害者に係る制度の集中的な改革を行い，関係行政機

関相互間の緊密な連携を確保しつつ，障害者施策の総合的かつ効果

的な推進を図るため，当面５年を障害者の制度に係る改革の集中期

間と位置付けられ，障害者のことは障害者で決めるということを実

現するため，構成員２４人のうち１４人を障害者団体の有識者（障

害当事者とその家族）から選出しており，改革の推進に関する総合



調整，改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進並びに法令等に

おける「障害」の表記の在り方に関する検討等を行うこととされて

いる。

            本部における審議は未だ基本方針案の策定に至っていないが，障

害者議員の自己決定をより広く認めるような方向で討議がされてい

る。平成２２年３月１９日開催の推進会議は，障害者の政治参加に

関して討議しており，発声障害をもつ議員に代読により発言するの

か否か選択する自由が保障されるということは，当然のこととして

認識されていた。

          ｆ 障害者基本法による具体的保障

            障害者基本法３条の第１項は，「すべて障害者は，個人の尊厳が重

んぜられ，その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。」

と規定し，同条第２項は，「すべて障害者は，社会を構成する一員と

して社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が

与えられる。」と規定しており，障害者の有する自己決定権は，同法

により具体的権利として保障されている。

        (エ) 以上によれば，発声障害を有する障害者である原告が，市議会議

員として議会における発言方法として代読という方法を選択する権

利もまた原告の人格的生存に不可欠な利益であって，憲法１３条，

障害者基本法３条１項，２項により保障されているといえる。

   イ 障害を有する地方議会議員の議会における表現の自由

        (ア) 憲法上の保障

          地方議会議員は住民の直接選挙により選出された代表者であり，憲

法上，議員が議会において発言することは当然に保障されており，こ

の発言は，政治的言論の最たるもので，民主主義の実現，運営に不可

欠のものであるから憲法２１条１項により保障される。



          さらに，憲法２１条は，「一切の表現の自由」と規定し，自己の意思

を外界へ表現する手段又は方法を決定する自由をも当然に保障してい

ると解すべきである。特に，意思表出手段に障害を持つ者にとっては，

表現内容のみならず，表現手段をも保障しなければ，表現活動そのも

のが否定されることになる。

        (イ) 自由権規約及び障害者権利条約による保障

          このことは，自由権規約１９条２項が，「自ら選択する他の方法」で

「あらゆる種類の情報及び考えを」「伝える自由」を保障しており，同

規約の解釈指針というべき障害者権利条約が，２１条において，障害

者が，「第２条に定めるあらゆる形態の意思疎通」であって，「自ら選

択するもの」により，表現する自由（他の者と平等に情報及び考えを

求め，受け，及び伝える自由を含む。）についての権利を保障しており，

同条約は，特に，「公的な活動」において，「障害者が自ら選択するす

べての利用可能な意思疎通の手段，形態及び様式を用いることを受け

入れ，及び容易にすること」を求めていることからも明らかである。

        (ウ) したがって，議員であった原告が，市議会において代読の方法に

より発言する権利は，憲法２１条１項，自由権規約１９条２項の保障

する表現の自由によって保障されている。

   ウ 障害者の参政権

        国民は，国民主権の原理から，当然に政治に参加する権利（参政権）

を有し，憲法が国や地方自治体において議会制民主主義を採用している

（憲法前文，９３条）ことから，同権利には，国民が国民又は住民の代

表者である議員を選挙する権利や立候補する権利，さらには，国民又は

住民の信託に応えるための議員活動を行う権利も含まれる。議員活動を

行う権利の中でも，議員が議会で発言する権利は多様な意見を国会又は

地方議会での審議に反映するため，最大限尊重されなければならず，発



言内容が議員に委ねられるだけでなく，発言の方法や手段についても可

能な限り議員の希望する方法が尊重されなければならない。

        特に，様々な障害を抱える議員に対しては，障害が様々であるから，

その議員の希望する方法や手段が尊重されなければ，その議員が議員と

して住民から信託された議員としての発言権を行使するという参政権を

行使することができなくなるので，健常者の議員よりも一層その希望が

尊重されなければならない。

   エ 障害者の平等権

        憲法１４条１項にいう「平等」とは実質的な平等を意味し，国民各自

における身体的，肉体的，社会的条件に基づく相違に対しては，当該差

違に応じた合理的差別を許容するのみならず，進んで当該差違に応じた

合理的差別的取扱いを命ずる原理でもあるから，発声障害を有する議員

が，他の議員に保障されている発言権を通常の方法によっては行使し得

ない場合，これに代わる手段を議会の側が提供することは，憲法１４条

１項によって当然に要求されているのである。

        障害者基本法３条１項は，「すべて障害者は，個人の尊厳が重んぜられ，

その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。」として障害者の

人権保障を確認し，同条２項は，「すべて障害者は，社会を構成する一員

として社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与

えられる。」と規定して障害者の社会参加を保障し，同条３項は，「何人

も，障害者に対して，障害を理由として，差別することその他の権利利

益を侵害する行為をしてはならない。」と規定し，障害を理由とする差別

を禁止している。

        このように，障害を理由として差別されない権利は，憲法１４条１項

により保障され，障害者基本法３条により権利の内容が具体化されてい

る。



        原告は，議員であり，市議会という社会を構成する一員であったので

あるから，憲法１４条１項，障害者基本法３条により，議員として，そ

の地位にふさわしく議会活動に参加する機会が与えられ，他の議員らか

ら発声障害を理由として差別されない権利を有していたものである。

    (2) 被告らによる加害行為は原告の権利，利益に対する違法な侵害であるこ

と

      被告議員らによる加害行為は次のとおりであり，各加害行為は，原告の

希望する発言方法を決して認めないという１つの加害意思に貫かれており，

一連一体の加害行為を構成するが，個々の行為の違法性は次のとおりであ

る。

      なお，原告は，議会運営委員会等における被告議員らの発言それ自体を

加害行為と主張するものではないが，別紙２に挙げた被告議員らの言動は，

被告議員らの加害意思の徴表であり，これらの言動からすれば，被告議員

らの，原告の希望をまったく聞かず，原告の希望する発言方法を認めない

という一貫した加害意思の存在が認められる。

   ア 被告らによる各加害行為によって原告の権利，利益が侵害されたこと

        (ア) 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，平成１

５年５月から同年１１月２５日までの間，原告について，議会での発

言は口頭が原則であるから，まずは治療に専念せよと結論付けて，原

告の発言を認めないとの議会運営委員会の申し合わせをした。（加害行

為①）

          議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，会議規則

上，口頭が原則であるという定めは存在しないにもかかわらず，さも

それが原則であるかのように言い，原告が発声できないことを知った

上で，自分の声が出せるよう治療に専念せよとして原告の発言を認め

ないとの申し合わせをしたことは，原告の議会での発言を妨害するも



のであり，前記の原告の権利，利益を侵害するものである。

        (イ) 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，平成１

６年９月２１日の議会運営委員会において，原告がパソコンを使用で

きないことを知りながら，議会での発言においてはパソコンを使用す

るよう申し合わせをし，その後も原告にパソコンの使用を押しつけた。

（加害行為②）

          議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，議会運営

委員会において，代読発言をしたいという原告の要望に基づく陳情に

対する審議において，原告自身の意思を確認しようともせず，原告が

希望したことがなく，使用することもできないパソコンの使用を申し

合わせで決めた上，原告に対し，パソコンを使用できるようになるよ

う自助努力を要求したことにより，原告は，原告の望む方法により議

会で発言することを妨害された。

          なお，平成１６年９月２１日開催の議会運営委員会では，原告に自

助努力を求めるという議論で終始し，原告自身が入力することが，そ

の当然の前提となっていたのであって，第三者が入力してもよいなど

という決定はなされていなかった。

          平成１６年９月２１日以降も，第三者が入力することについて，被

告Ａ１０委員長の散発的な意見としては挙がっていたが，その議論が

継続的になされていたわけではなく，折衷案が提案された平成１７年

１１月２８日までは原告が入力することが前提となっていた。

        (ウ) ａ議長は，原告が食道発声で行うとして平成１７年３月１０日に

提出した発言通告書（以下「第１回発言通告書」という。）を，議会運

営委員会に諮った上で，食道発声による音声が聞き取れないという理

由で受理を拒絶したほか，原告が平成１７年６月定例会に向けて提出

した発言通告書（以下「第２回発言通告書」という。）を，議会運営委



員会による「代読は無理」との答申に基づき受理を拒絶した。（加害行

為③）

          議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）がパソコンを

使用しない限り発言を認めないという態度であるため，原告はやむな

く食道発声の方法により発言するとした。すると，同委員らは，およ

そ聞き取れないとわかっていながら，あえて原告の食道発声をテスト

した。

          これは，原告の障害を皆の前で晒させ，自身が発声障害を持つこと

を，ことさらに原告に突きつけるような，障害者を辱めるものであり，

原告の発言を妨害することに関連して，原告の尊厳を害するものであ

った。

          ａ議長は，議員の提出した発言通告書の受理を拒む権限など有しな

いにもかかわらず，原告の発言通告書を受理しなかったことにより，

原告の望む方法により原告が発言することを妨害した。

      (エ) 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，平成１７

年６月２４日，ｃ委員の次回同年７月１２日に原告の傍聴を認めて欲

しいという要望を拒絶した。また，同年９月定例会における原告の発

言方法についても，あくまでも原告の代読発言を認めないという姿勢

をとった。（加害行為④）

          議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，議会運営

委員会を傍聴したいという原告の申出を，場面を異にする農業委員の

決定の場面と同列に論じて拒絶し，原告の発言方法を議論する場であ

る議会運営委員会から当事者である原告を排除し，原告の意見を取り

入れようとせず，原告が望む方法により原告が発言することを妨害し

た。

        (オ) 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，「折衷



案」の名のもとに一般質問についてパソコンの使用を強制し，当該折

衷案をＡ１０に，その後の原告の発言通告書を受け付けなかった。（加

害行為⑤）

          市議会は，一般質問についてはパソコンを使用し，再質問について

は市議会事務局職員（以下「事務局職員」という。）による代読を行う

という「折衷案」を採用し，原告の要望や弁護士会勧告に従ったかの

ように見せかけた。「折衷案」は，形式的には同勧告を一部受け入れた

かのように見えるが，その本質は，原告の意見を聞かず，原告の希望

しないパソコンの使用を強制するものであり，原告の望む方法により

原告が議会で発言することを妨害するものであった。

        (カ) 被告Ａ２３議員を除く被告議員ら２７名は，原告が平成１８年１

２月定例会の本会議に提出した「市議会議員の発言保障に関する決議

案」に対し，反対票を投じた。（加害行為⑥）

          上記決議案は，原告が，市議会での一般質問を事務局職員の代読に

より実施することを求めるものであったが，被告議員らが反対票を投

じたことにより，反対多数で否決された。これにより，原告は，自ら

の求める発言方法が実施される道を絶たれ，原告の望む方法により議

会で発言することを妨害された。

        (キ) 被告市（市議会）の不作為による加害行為（加害行為⑦）

          ａ 作為義務の存在

            市議会は，被告市の機関として，その構成員である各議員が，議

会において自由活発な討論をすることが可能な環境を整備する積極

的な作為義務を負っており，議員の中に障害を有する者がいれば，

議会側に存在するその議員に対するバリアを除去し，同議員が，自

由活発な討論をすることが可能な環境を整備する積極的な作為義務

（以下「環境整備義務」という。）を負っている。障害のある者に対



するバリアの本質とは，社会が一方的に許容した範囲でしか，その

者の自立性や社会参加を認めないという点にあるから，環境整備義

務の履行にあたっては，障害者の意思を最大限尊重することが何よ

りも重要である。

            したがって，被告市及びその議事機関である市議会は，原告に対

して，環境整備義務を負っており，同義務の履行にあたっては，代

読という代替手段を選択した原告の意思を最大限尊重すべき義務

（以下「意思尊重義務」という。）があった。

          ｂ 被告市（市議会）の作為義務の法的根拠は次のとおりである。

            (ａ) 被告市（市議会）が原告に対して積極的な作為義務を負って

いること，その積極的な作為義務を履行するにあたっては，代読

という障害補助手段を選択した原告の意思を最大限尊重したうえ

で，議会側に存在するバリアーを除去することが必要であること

は，憲法やその趣旨を具体化した障害者基本法の下記の各規定か

ら法的に根拠づけられる。

            (ｂ) 障害者基本法は，障害者の自立及び社会参加の支援のための

施策に関して，①障害者の個人の尊厳，②障害者の社会参加，③

障害者の差別と権利利益侵害の禁止を基本理念とし，国及び地方

公共団体に対して，障害者の自立及び社会参加を支援することな

どにより，障害者の福祉を増進する責務を有すると定めており（同

法１条），国や地方公共団体が障害者の福祉に関する施策を講じる

に当たっては，障害者の自主性を十分に尊重し，自立した日常生

活を営むことができるよう配慮することを要求している（同法８

条）。

          ｃ 被告市（市議会）の作為義務違反とそれによる原告の権利，利益

の侵害



            障害者が地方議会議員として健常者議員と同様に活動することは，

その者の人格形成発展に寄与するものである。障害者基本法８条が

認めるように，障害者に対しては，その自主性が尊重されるととも

に，自立した日常生活ができるよう配慮されなければならない。障

害者が，社会参加や日常生活をするにあたり，自己の障害補助手段

を選択する自由が認められなければ，その者の自主性を尊重したこ

とにならず，自立した日常生活ができるように配慮したことにもな

らない。

            本件において，被告市（市議会）は，発声障害を有する原告の希

望を全く聞かず，原告が選択した代読という方法による議会での発

言を認めて，その実現のための方策を講じなかったのであって，被

告市（市議会）の作為義務違反は明らかである。

            この被告市（市議会）の不作為により，原告は二期目の４年間，

一度も一般質問をすることができなかった。

   イ 被告らの加害行為が原告の自己決定権に対する違法な侵害であること

        被告らによる一連の加害行為は，前記のとおり，原告の憲法上保障さ

れた権利である，自己の障害補助手段を選択するという自己決定権を侵

害するものであり，同権利が，原告の人格的生存に不可欠なものである

ことからすれば，これに対する制約は，やむにやまれぬ目的によるもの

であり，かつその目的を達成するための必要最小限度のものでなければ

ならない。

        しかしながら，被告議員らが，原告の望む代読発言を拒否し，これを

妨害することに正当といえるような目的は存せず，制約の手段としても，

必要最小限などとは到底いえないものであった。

        (ア) やむにやまれぬ目的など存在しない

          被告議員らは，代読を認めない理由について議会運営委員会等で一



切明らかにしておらず，被告らの加害行為には正当な目的など一切な

く，被告らが本訴において主張する誤読のおそれなどというものは，

下記のとおり原告の求める代読という発言方法を妨害する正当な理由

とは到底いえない。

          ａ 誤読のおそれについて

            被告らは，代読者の発言内容に誤りがあった場合にその訂正が不

可能であることや，代読者の故意による発言内容の改変，趣旨のす

り替え等のおそれがあることが，原告の求める代読発言を拒む理由

であるかのような主張をする。しかし，代読者が誤って発言をした

場合にはその場で訂正をすればよいだけのことであり，被告らの主

張には何ら合理性がない。

          ｂ パフォーマンス，選挙活動への悪用のおそれについて

            被告らは，代読者が代読に際し，何らかのパフォーマンス等をし，

代読者によって直近の選挙に向けての選挙活動に悪用される恐れが

あることが，原告の求める代読発言を拒む理由であるかのような主

張もする。しかし，被告らの言う何らかのパフォーマンスとは，い

かなる行為，事態を想定しているのか明らかでないし，仮にこのよ

うな恐れが想定できるのであっても，事務局職員等，政治色のない

客観的立場にある第三者に代読をさせれば，そのような恐れは払拭

できるのであって，原告の自己決定権を制約するためのやむにやま

れぬ目的とはいえない。

          ｃ 代読者の責任，精神的負担について

            被告らは，事務局職員が誤読した場合に代読者の責任をいかに考

えるかという問題があるとか，代読者の精神的負担等が，原告の求

める代読発言を拒む理由であるかのような主張をする。しかし，前

者は誤読した際に原告が発言を遮って訂正させれば足りることであ



り，後者は議会事務局の職務自体が精神的負担だというのとほぼ同

旨の主張に過ぎず，被告らの主張するパソコンへの入力行為も同じ

ように誤入力の精神的負担があるのであり，両者に違いがあるとし

ても，それは程度の差があるに過ぎない。

            いずれにしても，代読者の責任や精神的負担なるものは，およそ

権利，利益などとはいえないものなのであるから，これを根拠に憲

法上保障される自己決定権の行使を制約することが許されるという

ことはあり得ないし，その制約のためのやむにやまれぬ目的とはい

えない。

        (イ) 必要最小限度の制約とも言えない

          ａ 原告が求めた代読という発言方法は，代読者が原告の書いた文章

を読み上げるというだけのものであり，極めて容易なものであり，

広く社会一般で行われている方法であるし，この方法は経済的にも

特別な負担を及ぼすものでもなく，他者の人権を制約するものでは

ない。また，他の地方議会においては，代読による発言が支障なく

行われた実績があることからしても，議会において議員が代読とい

う発言方法により発言することに何らの支障もないことは明らかで

ある。

          ｂ 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，平成１

７年１１月２８日開催の議会運営委員会において，折衷案を出した

ことで，あたかも原告に譲歩したかのような体裁を装ったが，この

時も，同委員は原告の希望を聞こうともせず，一般質問については

あくまでも音声変換装置による発言を原告に押しつけ，原告に発言

方法を選択する機会を全く与えなかったのであって，この折衷案を

もって必要最小限度の制約であるなどとは到底いえない。

   ウ 被告らの加害行為が原告の表現の自由に対する違法な侵害であること



        (ア) 地方議会における議員の発言の自由は，上記のごとく重要な憲法

上の意義を有しているうえに，個人の尊厳を実現するための根幹をな

すものでもあるから，その制約については，極めて厳格な合理性が求

められるものというべきである。具体的には，かかる発言の自由に対

する制約は，発言の自由が持つ上記価値と比較してもなお保護すべき

重要な目的があり，かつ，制約の程度は必要最小限でなければ，違憲，

違法となるというべきである。

        (イ) 被告らは，議会制民主主義及び多数決原理を，議会における表現

の自由の制約原理として主張する。

          しかし，議会制民主主義及び多数決原理は，各人の自由な発言，意

見表明がなされ，十分な議論が尽くされることを最低限の前提として

おり，少数者に対する十分な発言保障及びそれに基づいた議論を尽く

すことにより，多数意見の正当性がチェックされ，これをもってはじ

めて多数決の結果が正当化されるのであるが，被告議員らの加害行為

のように，原告の発言の機会そのものを奪うと，多数意見の正当性チ

ェックの機会自体が奪われ，議会制民主主義，多数決原理を支える根

本原理が決定的に否定されるため，各人の自由な発言，意見表明が保

障されない中でなされた多数決の決定は，その正当性の根拠を失うも

のというほかない。また，司法府の役割は，立憲主義の下，憲法を頂

点とした法秩序に照らし，民主主義によっても侵害し得ない権利を擁

護する点にあり，本件は，多数決によって，少数者の意見表明の機会

を奪うという事案であり，まさに，司法府による人権救済が必要不可

欠な場面であることからも被告らのの主張は失当であることは明らか

である。

        (ウ) 被告らは，被告議員らの加害行為による発言妨害は，表現の時，

所，方法に関する規制に過ぎないなどと主張して正当化しようとする。



          しかし，規制の態様が，時，所，方法に関する規制であり，内容中

立的なものであるというのは，公権力側の視点で規制態様を分類した

に過ぎず，結果として人権侵害がなされたのであれば，その結果自体

には全く違いがないのであるから，規制態様が内容中立的であるとい

うことは，違憲審査基準を緩める根拠にはならない。

          本件のように議会における議員の発言（特に最後まで被告らが認め

なかった本会議での一般質問）は，他の時，他の場所で行える性格の

言論ではなく，内容中立規制であることを根拠にしてその審査基準を

緩めることはできない。

        (エ) 原告の二期目の４年間は，被告議員らによる原告の発言方法に対

する対応により，①口頭以外の発言方法を認めず，原告に発声の努力

を求めるという状態を一貫して保ち続け，原告の市議会における発言

そのものを不可能にしてきた時期（平成１５年４月２３日から平成１

６年９月２１日まで（以下，この項において「第１期」という。）），②

議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）がパソコンを使

えない原告に対して，パソコン使用による発言を求め続け，原告の市

議会における発言を拒絶し，原告の市議会における発言そのものを不

可能にしてきた時期（平成１６年９月２１日から平成１８年２月２１

日まで（以下，この項において「第２期」という。）），③市議会執行部

が，原告が原稿を持ってくれば入力は事務局職員が行うことを前提と

して，パソコンを使用して発言するように求めた時期（平成１８年２

月２１日以降（以下，この項において「第３期」という。））に分けら

れる。

        (オ) しかし，第１期，第２期及び第３期のいずれにおいても，(2)イ(ア)

で述べたとおり，その制約を正当化しうる重要な目的は見あたらない。

        (カ) また，仮に，被告らが主張する目的が，「発言の自由がもつ上記価



値と比較してもなお保護すべき重要な目的」と認められるのだとして

も，本件のように原告の発言の機会そのものを奪う行為は，極めて大

きな制約であって，代読者を事務局職員等，政治色のない客観的立場

にある第三者にするなど，より制限的でない手段を十分にとり得たの

であるから，被告らの上記代読発言拒否行為が，その目的達成のため

の必要最小限な制約でないことは明白である。

          特に，自助努力と称して「発声」や「パソコン入力」を求め続けた

第１期及び第２期においては，原告が市議会において発言する機会が

一切奪われており，原告の表現の自由に対して，必要最小限どころか

最大限の制約が加えられていたのである。

          また，パソコン入力を事務局職員が行うことを前提とした第３期に

おいても客観的立場にある第三者に代読させることは十分可能であっ

たのであるから，必要最小限の制約でなかったことは明白である。

   エ 被告らの加害行為が原告の参政権に対する違法な侵害であること

        参政権に対する制約は，民主主義の根幹にかかわる重大な権利侵害で

あるから，民主主義の理念に照らし，原則として不合理というべきであ

り，当該制約が，やむにやまれぬ必要不可欠な目的のためのものであり，

かつ，その目的達成のために必要最小限度に留まるものであることが，

制約を課す側によって立証されない限り，違法というべきである。

      被告議員らの加害行為による発言妨害は，議会における発言方法を原

告自らが選択する自由という広い意味での参政権を侵害するものであり，

被告らの主張する制約目的は何ら合理性を有しないことは，前記(2)イ

(ア)のとおりであり，やむにやまれぬ必要不可欠な制限目的など存しな

いのであるから，違法な侵害というべきである。

   オ 被告らの加害行為が原告の平等権に対する違法な侵害であること

      議会が自主的に規則，規律を決定できるといっても，当該規則，規律



も憲法による拘束を受けるのであるから，これにより，個人の権利，と

りわけ少数者の権利を侵害することがあってはならず，前述のとおり，

原告は，市議会における発言に際し，発声障害を理由として差別を受け

ない権利が保障されるから，かかる原告の権利が議会制民主主義又は議

会の規則，規律の名の下に侵害されることは許されない。

      議会における発言に関する差別的取扱いは，参政権及び表現の自由に

対する差別であって，民主主義の根幹にかかわる重要な権利であるから，

民主主義の理念に照らし，原則として不合理というべきであり，当該取

扱いがやむにやまれぬ必要不可欠な目的のためのものであり，かつ，そ

の目的達成ために必要最小限度にとどまるものであることが，当該取扱

いを行う側により立証されない限り，原則どおり不合理な差別として違

法となる。

      被告議員らの加害行為による発言妨害による差別的取扱いについて，

被告らの主張する目的は何ら合理性を有しないことは，前記(2)イ(ア)の

とおりであり，やむにやまれぬ必要不可欠な制限目的など存しないので

あるから，違法な侵害というべきである。

   カ 積極的な作為義務違反（不作為）の違法性

      前記のとおり，被告市（市議会）に対する環境整備義務及び意思尊重

義務は，いずれも法的に根拠づけられており，被告市（市議会）は，こ

れらの義務の履行に支障がなかったにもかかわらず，この義務の履行を

怠ったのであるから，その違法性は明らかである。

    (3) 被告議員らの故意，過失

   ア 被告議員らによる加害行為は，原告の発言を妨害しようという一貫し

た加害意思に基づく一連の代読発言妨害行為である。

      被告議員らは，原告に発言をさせまい，原告の希望する発言方法を許

すまいという原告に対するいじめ，妨害の意図を持ち続け，そのために



これらの行為を続けたのであるから当然に故意の要件を満たす。仮に被

告議員らの加害行為を個別に見たとしても，被告議員らが各加害行為を

行っていること及びこれにより原告の代読発言が封じられることを認識

しつつ行為がなされたことは明らかである。仮に被告議員らがこれを認

識していなかったとしても，各加害行為の加害性や損害は容易に認識し

得たのであり，過失がある。

      したがって，被告議員らには，各加害行為につき故意又は過失がある。

   イ 被告市（市議会）に課せられた原告が議会において自ら希望する方法

で発言できるよう環境を整備する義務の内容は，より具体的にいえば，

議会運営委員会において委員が原告の代読発言を認める意思決定を行う

こと，又は議長が自らの権限において原告の代読発言を認めてそのよう

に議事進行することであるが，これを怠ることにより原告の代読発言が

封じられることは，被告らに十分に認識され，又は認識可能であったこ

とが明らかである。

        したがって，不作為についても故意又は過失がある。

   ウ 前記のとおり，被告議員らの各加害行為は違法と評価するほかなく，

その違法性は，憲法上の重要な人権を何の必要もなく制限するという点

で，いずれも明白なものであり，被告議員らがこれを認識していたこと

は明らかである。仮に，被告議員らが，これを認識していなかったとし

ても，このような明白な違法性については，地方議会議員はおろか通常

人でさえ，容易に認識し得たことは明らかである。

        したがって，被告議員らには，違法性の認識又は認識可能性も十分に

ある。

  （被告市の主張）

    (1) 被侵害利益について

   ア 表現の自由



        原告の議会において発言する権利は憲法２１条１項が直接保障するが，

議会において代読という方法に発言するという個別具体的な発言方法に

ついてまで同条項が直接的に保障しているものではない。

   イ 平等権について

        平等とは，常に他者との比較において問題となる性質のものであり，

その意味では平等権は相対的な権利であって，それ自体としては無内容，

無定型の権利である。すなわち，平等権は，平等権以外の権利などにか

かわって，他との区別の合理性が問題となる性質のものなのである。そ

の上で，平等に取り扱われるべき権利などが不平等に取り扱われたとき

に初めて平等権侵害が問題となるのであって，原告の，「代読による発言

方法を要求する権利が平等権で保障される」との主張は，憲法の考え方

を無視した独自の見解というほかはない。

    (2) 被告議員らの行為により原告の権利，利益が侵害されていないこと

   ア 加害行為③について

        議長は，原告の発言通告書を事実上預かっていたが，これは，原告が，

平成１６年９月２１日に議会運営委員会の最終決定として決められた適

式の方法による発言通告書ではなかったことから受け取れなかったので

あり，当然のことながら，原告が同日の決定に基づいた適式の発言通告

書を提出すれば受理していた。

   イ 加害行為⑥について

        原告が加害行為⑥と主張するのは，地方議会における１つの決議案に

対して反対票を投じたことが違法であるというものであるが，議員が議

会内での議決に際して投じた票の当否は，当該議案に否決の票を入れる

ことが憲法の文言に一義的に反するというような極めてまれな特段の事

情がある場合は別論として，各議員の政治的責任によって担保されるべ

き問題である。



        自らの声で発言できない議員が自らの声に代わって発言する方法は，

科学技術の発達した現在では複数存在し，その中のどの方法によるべき

との案も，それぞれの議員らの政治的裁量判断の下に提案されているの

であって，原告の提案した案が唯一無二のものでなく，他の案を完全に

排斥しうるものではない。

   ウ 原告は発言する機会が十分に保障されており，原告の主張する権利侵

害はない。

    (3) 加害行為の違法性について

      発声障害を有する議員の市議会における発言方法は，市議会の自律に委

ねられるべき事柄であり，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を

含む。）が，原告の求める代読という発言方法を採用しなかったことには下

記のとおり合理性があり，「多数意見による発言方法」は合理的裁量の範囲

にあることから，被告議員らの行為等が社会通念上著しく妥当を欠き裁量

権を付与した目的を逸脱し，これを濫用したとは認められない。

   ア 議会運営委員会は，発声障害を有する議員の代替的な発言方法として，

現実に採用できる方法の中から，議会制民主主義の根本である選挙によ

って選出された議員本人の発言が正確に表現できることが保障され，議

員以外の人物が議会において事実上発言する結果を生ぜしめない方法を

検討した上で，最終的にそれらの方法のうちの一つとして，平成１６年

９月２１日に音声変換機能の付きパソコンを会話補助装置として使用す

る方法を全会一致で決定した。

        パソコンへの入力方法は，予めこれを行うことができるため，原告自

身が入力する方法に限られるものではなく，原告が，親族や第三者の力

を借りることが可能であることは当初より明らかである。手書きの原稿

を議会事務局に提出して，入力を事務局職員に任せ，その後原告が内容

を確認するという方法もその一つであり，こういった方法についても議



会運営委員会で議論されていた。

        議会運営委員会での議論の内容は，その制度上，出席している会派の

代表者から，会派所属の各議員に対して伝達されることとなっており，

本件においても，原告が所属する共産党市議団の代表者であるｂ議員や

ｃ議員から，原告に伝達されている。

   イ 議会運営委員会は，平成１７年１１月２８日に，原告の発言方法とし

て，原則として発言には会話補助装置を使用し，例外的に，本会議では

事務局職員等の第三者が，委員会では委員長又は副委員長が代読すると

いう方法を全員一致で定めた。市議会も多数決により同方法を選択した。

        議会運営委員会の決定した会話補助装置は，音声変換機能付きパソコ

ンであり，予め文書をパソコンに入力するなどしてデータ化しておけば，

同機能のソフトの入ったパソコンにそのデータを入力し，必要時にスタ

ートボタンをクリックするだけで音声読み上げができるという極めて操

作が簡易なものであり，同委員会は，会話補助装置へ入力するためのパ

ソコンへの文章の打ち込みについては，第三者の力を借りることを認め

ており，手書きの文書を議会事務局に提出すれば，事務局職員がそれを

入力し，原告に内容を確認してもらうことも認めており，非常に簡易な

方法であった。

   ウ 音声変換機能付きパソコンは，入力した文章を，そのまま音声に変換

するため，第三者による代読の場合に起こりうる読み違いのトラブルを

防止でき，本人の意思が忠実に音声化され，議事録に記録することがで

きる一方，人間が代読する場合は代読者の独自の判断で読み替えが可能

であり，更には，音声の高低・強弱をつけることによって，代読者の感

情が表現され議員本人の意図と異なる発言に変化してしまうこともあり

得る。代読が選挙のためのパフォーマンスに悪用される恐れを否定でき

ない一方で，同パソコンを用いた方法であれば，それらの危険性をいず



れも排除できる。

   エ 有権者からの負託を受けた議員が発言を認められた場合に，当該議員

以外の者による代読を無制限に認めれば，前述したような誤読のみなら

ず，故意による発言内容の改変，趣旨のすり替え等の恐れがある。また，

代読者が代読に際し，何らかのパフォーマンス等をし，代読者によって

直近の選挙に向けての選挙活動に悪用される恐れも考えられる。そのよ

うなことがなされた場合，議員本人が発言した場合と異なる影響を有権

者に与えることになる。実際，平成１７年１２月定例会の本会議におい

て，原告と同じ会派に所属するｃ議員によって原告の質疑の代読がなさ

れたが，その際，ｃ議員が，「この部分は読んではいけない」との判断を

独断で行い，部分的に代読しなかったという事実があった。このように，

代読による場合，代読者の独断によって議員の発言内容がゆがめられる

という危険は常につきまとうものである（上記の事例は，その危険が現

実化した場合である。）。そして，そのような危険が現実化してしまった

場合，事後的に回復を図ることは困難である。したがって，代読は，議

会制民主主義・間接民主制の根幹を揺るがすという重大な弊害を生じさ

せる恐れがある。

   オ 代読という発言方法を採用する場合，仮に代読者が誤読した場合，そ

の代読者の責任をいかに考えるかという難しい問題も存在し，代読者が，

議員以外の者であった場合，代読者は，壇上において，議員らの環視の

中で，誤読のないように細心の注意を払いながら，数十分にわたって代

読をしなくてはならないのであり，その精神的負担は極めて大きく，こ

れに対しどのような対応をなすかも問題となる。

   カ 加えて，原告は，市議会の一員である議員としての職責を果たすこと

を市民に対して約束して選出された者である以上，民主的な手続きで決

定された上記発言方法を試みるべく，可能な限りの努力を払うことは，



議員という公的地位に内在する義務というべきである。

  （被告議員らの主張）

    (1) 被告議員らの行為によって，原告の権利，利益が侵害されていないこと

   ア 原告が主張する被侵害利益は，選択権という抽象的な言葉に凝縮され

ており，原告のいかなる権利が具体的に侵害されたか明らかでない。

   イ 原告の議員二期目において，原告が初めて発言通告書を出したのは平

成１７年３月１０日であり，それまでは，原告は本会議において発言す

る意思すらなかったから，原告が発言を封ぜられたことによる権利侵害

は生じていない。

   ウ 原告には，平成１７年３月１０日以降，パソコンによる会話補助装置

による発言方法が認められており，原告が議会において壇上から一般質

問を行うことについては，正確な記録の保存と，執行部から真摯に正確

な答弁を求めるという技術的な課題があるのみであった。これは原告の

みならず，等しく被告ら議員全員に対する課題であるから，被告市及び

被告議員らは，平成１７年３月１０日以降も本会議や各種委員会におけ

る原告の発言を妨害していない。

   エ 平成１６年９月２１日開催の議会運営委員会が決定したのは，一般質

問についてはパソコンによる会話補助装置により原告の発言権を保障す

るということのみであった。同装置への入力を原告本人が行わなければ

ならないといったことまでは決定しておらず，原告が家族や支援者等の

第三者による助力を得て行うことは当然の前提であり，事務局職員によ

る入力等の助力もその予定の範ちゅうであった。

   オ 議会運営委員会が，陳情第５号の審議に際し，原告に対してした質問

の回答書は，すべて回答がパソコンで作成されたものであり，平成１６

年９月２１日開催の議会運営委員会に参加していた委員及び原告を除く

委員外議員の全員は，当然に原告はパソコンができるものと信じていた



こと，同日の審議においては，原告を含め，誰からも異議が出なかった

こと，一般質問は事前通告制で，第三者の助力が当然予想されたことか

ら，同日の申し合わせ内容は原告にことさら不便を与えるものでなく，

被告議員らに原告に対しことさらに不便を与える意図もなかったことは

明らかである。

        このことは，平成１６年１０月１２日に，被告Ａ１４らが原告と面談

をした際，被告Ａ１４が，原告に対し，「（パソコン）できる人が家族に

いるでしょう。手伝ってもらったらどうですか。」，「フロッピーを事務局

まで持ってきてくれれば，事務局でセットする。」と説明したことからも

明らかである。

    (2) 不作為について

      原告は，直接的な作為義務の法的根拠を示しておらず，独自の論理を展

開するのみであり，主張自体失当である。

    (3) 違法性の認識について

      議会運営については，議会運営委員会においてすべて全会一致で決定さ

れており，原告の発言方法についても，共産党市議団の代表者を含めて全

会一致で決定された。共産党市議団の代表者の，議会運営委員会及び議会

での対応は，被告議員らと何ら変わるところはなく，被告議員らに違法性

の認識はない。

  ４ 争点３（被告議員らの不法行為責任の成否）

  （原告の主張）

    (1) 個人責任の原則や平等原則からは，国家賠償法１条１項の存在をもって，

当然に，公務員個人の不法行為責任が否定される根拠とはならず，民間企

業であれば，企業に民法上の使用者責任が成立する場合にも，被用者個人

は不法行為責任を負うのであるから，公務員に対してのみ公務員個人の責

任を負わないというのは，公務員に対する不当な優遇である。



    (2) 国家賠償法の存在意義を被害者救済だけで捉えるのは不十分であり，よ

り積極的に公務の適正確保のための制度と捉えるべきである。このように

捉えれば，本件のように，地方議会における議員の活動については，上司

による指揮監督等はなく，民主主義のルートによる是正が期待できないの

であるから，議員個人の不法行為責任を審理，判断することにより，地方

議会の適正を確保すべき要請が極めて高い場合であるといえる。

    (3) 被告議員らは，それぞれ関与した各加害行為のみならず，自己が関与し

なかった加害行為についても不法行為責任を負う。

      被告議員らのうち被告Ａ１７ら１２名は，市町村合併前の行為には関与

していないとしても，原告に対する発言妨害行為は，４年間，市議会全体

が一体となって行われてきたのであるから，その途中で市議会の構成員に

変更があったとしても，新たに議員となった者は，それまでの経過を十分

に認識したうえ，本件決議案に反対票を投じた以上，市議会と一体とみな

すことができ，関与していない時期も含めて，４年間にわたり原告の議会

での発言を妨害したものと同視できる。

  （被告議員らの主張）

    (1) 被告議員らは議員で，公務員であったが，公務員の公務に関する損害賠

償につき公務員本人には請求し得ないというのが国家賠償法１条に関する

確立した判例である。

    (2) 議員の職務行為と無関係な行為が不法行為を構成することは否定しな

いが，地方議会議員は住民の意思を議会に反映させるために様々な政策的

観点から政治的意思決定，議員活動を行うのであり，その賠償責任を安易

に認めることは議員の活動を萎縮せしめ，ひいては住民の意思を議会に反

映させるという住民自治及び民主主義の理念に反することになるため，具

体的な議員の活動が職務行為と無関係と判断されるのは極めて例外的な場

合に限られるべきである。



    (3) 仮に，被告議員らの作為又は不作為について，不法行為責任が生じ得る

としても，被告議員らのうち，被告Ａ１７ら１２名は，旧岐阜県恵那郡北

部町村から選出された議員であって，同各町村が平成１７年２月２８日に

市町村合併により中津川市に合併されたことにより，議員の職に就いた者

であるから，同日より前に生じたことは無関係である。

  ５ 争点４（原告に生じた損害の有無，程度）

  （原告の主張）

    (1)ア 原告が代読による発言を求め続けてきたのは，声を失ったときの苦し

み，そして，声を取り戻したときの心からの喜びを原告自身が味わった

ことで，発言を通して自らの思いを表現するためには，代読，すなわち

人間の肉声を用いる方法に勝る手段はないと強く実感したからである。

        被告議員らは，このような原告の切なる要望を，わがままであるなど

と切り捨て，原告の有する障害に対して配慮するどころか，障害者だか

ら努力せよなどと，パソコンの使用という他の議員には課せられない不

当な制約を課したのである。

        このように，被告議員らは，血の通った人間の声によって自らの意思

及び主張を伝えたいとの原告の思いを踏みにじり，原告に対し，筆舌に

尽くしがたい精神的苦痛を与えてきた。

      イ 議員が議会において発言することは，議員の中核的活動であって，ま

さに議員の本分であるが，原告は，被告議員らによって，議会における

発言を妨害され続け，議員活動を全うできなかった。このような被告議

員らの発言妨害行為によって被った原告の屈辱，及び，障害者の生の声

を届ける機会を奪われた原告の無念さは，計り知れず，原告が被ったこ

れら精神的苦痛は，原告が中津川市議会議員の職を退いた今となっては，

もはや回復不可能である。

    (2) 以上のとおり，原告は，金銭で慰謝できないほどに重大な精神的苦痛を



被ったのであり，その損害は，１０００万円をはるかに上回る。

第４ 当裁判所の判断

  １ 本件の経緯等

    前掲前提となる事実及び後掲各証拠に弁論の全趣旨を併せると次の事実が

認められる。

    (1) 原告の一期目における病状報告及び議員活動復帰後の発言方法につい

ての審理の経過

      ア 平成１４年９月１２日開催の議会運営委員会（乙ロ１１）

      議長は，「原告から，長期入院により議員の職務を休みたいとの申し出

があった。」と報告した。ｂ委員は，「１か月か２か月の入院が避けられ

ない。」と報告した。

      イ 平成１４年９月２０日開催の議会運営委員会（乙ロ１２）

      委員長は，「原告が９月９日に入院し，平成１４年一杯の療養を必要と

する旨の診断書が提出された。」と報告した。

      ウ 原告は，平成１４年１０月２３日，下咽頭がんの治療のため声帯を切

除して発声機能を失い，自らの声では誰もが聞き取れるような発声がで

きない状態となった。

      エ 平成１４年１２月２日開催の議会運営委員会（乙ロ１３）

      ｂ委員は，「原告の病状は，医師の指導により，家族以外の面会ができ

ない状態が続いている。原告の家族によると，１２月一杯の療養を必要

とする旨の診断書が出ているため，今後は，経過を見ながら判断するこ

とになると思う。予想されていた声帯の手術は行わずに済んだので，経

過に期待できる。声が出せないため，１２月一杯は公務に復帰できない。」

旨報告した。

      オ 平成１５年１月１７日開催の議会運営委員会（乙ロ１４）

      議長は，「平成１５年１月１５日に，原告から，同年３月末まで自宅療



養を要するという医師の診断書が提出された。」と報告した。ｂ委員は，

「原告は声帯を除去して声が出ないため，食道を使った発声の訓練をし

ている。のどは感染症にかかりやすいために自宅療養という診断が医師

からなされている。」と報告した。

      カ 平成１５年２月２５日開催の議会運営委員会（甲４３）

        ｂ委員は，「原告には，平成１５年３月の定例会に出席し，一般質問を

行いたいという意向があるが，口頭では発言できないため，他の方法で

できないか伺いたいと言っていた。」旨報告し，文書質問という方法で行

えないか検討してもらいたいと申し入れた。

        ｈ委員及びｉ委員の提案により，発声障害を有する議員の発言方法と

して，全国ではどんな方法が採用されているのか，できる限り多数の例

を調査の上で，原告の発言方法について次回の議会運営委員会にて決定

するとされた。

      キ 平成１５年２月２８日開催の議会運営委員会（甲４４）

        (ア) 市議会事務局長（以下「事務局長」という。）は，同議会運営委員

会において，「全国市議会議長会及び岐阜県下の議長会に問い合わせ

たところ，発声障害を有する議員が口頭以外の発言方法を採った例

はない。仮にそのような議員がいる場合には，市町村議会の会議規

則による運営となる。規則では口頭により行い，議長の整理権によ

り口頭によることを促すべきであるとされている。」旨報告した。

        (イ) 同議会運営委員会では，上記の事務局長の報告にある会議規則を

重視すべきであるという意見と，原告の意思を尊重すべきとする意

見とが対立したが，委員長は，ｂ委員に原告の希望を具体的に聴取

してもらい，平成１５年３月４日開催の議会運営委員会で，原告の

具体的な希望を報告の上で検討すると決定した。

      ク 平成１５年３月４日開催の議会運営委員会（甲４５）



          ｂ委員は，「原告は３月議会での一般質問は行わない意向である。」と

報告した。

      ケ 日本共産党恵那地区委員会ｊ及び共産同党市議団ｂ議員は，平成１５

年３月２０日付けで，当時議長であったｋに対し，原告を含め，今後障

害を有する者が議員に選出された場合に，市議会として，当該議員の議

会活動の困難に対し，ケースに応じてどう適切に保障していくのかとい

う課題に早急に取り組むことを要望するという要望書（甲２）を提出し

た。

        同要望書には，「原告議員が喉頭ガン治療のため声帯を切除しました。

この事により同市議は，現時点においては言葉を発することができない

状況にあります。しかし，声帯を切除しても他の器官や補助器具により

言葉をとりもどすことは十分可能です。そのため，同市議は現在主治医

の指導のもとにボランティアの方たちの援助も受け，言葉を取り戻すた

めの機能回復訓練に取り組んでいます。」との記載があった。

    (2) 原告は，平成１５年４月２３日，市議会議員選挙に立候補し，再選した。

    (3) 原告の二期目における発言方法についての審理経過（平成１５年５月１

４日から平成１５年１１月２５日まで）

      ア 平成１５年５月１４日開催の各派代表者会議（甲４６，１３１）

        平成１５年４月の市議会議員選挙から間もなく，議会運営委員が決ま

っていなかったため，各会派の代表者が本会議の議事進行について協議

する代表者会議を開催した。

       (ア) ｃ議員は，「原告はまだ声が出ないため，臨時会ではｂ議員が原告

の意見をｂ議員の意見として発言するかもしれないので承知願いた

く，議会運営委員会が設置されたら同委員会に諮りたい。」旨述べた。

        (イ) 被告Ａ１１議員は，「代弁は許されていないので確認しておきた

い。」と述べた。代表者会議の座長は，「あくまでもｂ議員の発言で



ないとまずいので，そのようにお願いします。」と述べた。

      イ 日本共産党恵那地区委員会ｌ及び共産党市議団ｃ議員は，平成１５年

５月２６日付けで，被告Ａ１０議長宛に，市議会に対して次の３点につ

いて要望する旨の申入書（甲３）を提出した。

        ① 本会議における原告の発言については，用紙を用いた文書を適当だ

と認められた第三者が読み上げることによって同市議の発言として認

めること。

        ② 常任委員会など各種委員会における同市議の発言については，用紙

を用いた文書を適当だと認められた第三者が読み上げることによって

同市議の発言として認めること。

        ③ 本会議における一般質問については，同市議の事前の文書による通

告を申告した質問時間の範囲で適当だと認められた第三者が読み上げ

ることによって同市議の発言として認めること。

        申入書には，要望書（甲２）と同様に，「現時点においてまだ言葉を

十分に発することができない状況にあります。言葉をとりもどすこと

は十分可能です。言葉を取り戻すための機能回復訓練にとりくんでい

ます。」と記載されていた。

        申入書についての審理経過は次のとおりである。

        (ア) 被告Ａ１０議長は，申入書の３つの要望事項について，原告の意

に沿えることがいいが，そうすることで条例等に違反することのな

いよう，議会運営委員会に当該要望事項についての対応を諮問した。

（甲４７）

        (イ) 平成１５年５月２６日開催の議会運営委員会（甲４７）

          ａ 同委員会には，委員のほか，被告Ａ１０議長，副議長が出席し，

被告Ａ１１議員が傍聴した。

          ｂ 事務局長は，「本会議や委員会等における議員の発言方法について



法に規定はなく，会議規則上に定めがあるのが通例である。東京都

と県の中には，文書による質問及び回答を認めているところがあり，

会議録に載せることも議会運営委員会で認めているところもある。

市町村にはそのような例はない。被告市が会議規則を改正すれば，

市議会においても同様の運用を行うことができる。第三者が読み上

げることについては法や会議規則上に特別の定めはないが，録音テ

ープ再生により質問に代えることはできない。質問当日に急病のた

め欠席を余儀なくされた議員が書面によって質問をしたり，他の議

員に委任して質問することはできない。基本的には第三者が読み上

げる方法により発言することはできない。」と報告した。

          ｃ 被告Ａ３委員は，ｃ委員に対し，原告の完治や機能回復の見通し

について尋ねた。ｃ委員は，「原告は木曜と土曜に名古屋大学まで出

かけて発声訓練をしている。機能回復には個人差があり，半年から

５，６年程度かかる。原告の発声が言葉として通じる程度にまでな

るには２年くらいかかると聞いている。急速にしゃべれるようにな

ることもあるが，あと１年くらいの見通しである。」と答えた。

          ｄ 被告Ａ１１議員は，「これを認め規約を作ることができるのか。一

人を対象として規則ができるのか。そこから出発しなければいけな

い。全員を対象にしたものが規則で，個人を理由に規則，規約を作

ってはだめだと思う。それはできないと思う。「第三者」を認めます

と，議員，執行部以外のものが議場で発言することになる。地方自

治法では認められないことです。参考人として委員長が発言を求め

ることはできる。それ以外は議会における発言は認められないと思

う。認めたら大変なことになると思う。」と述べた。

          ｅ ｃ委員は，「申入書にある「第三者」とは，事務局職員を念頭に置

いている。委員会では，原告の隣に同職員を配置して原告が書いた



ものを読んでもらう。本会議場でも同職員に読んでもらうことを考

えている。」と説明した。

          ｆ 副議長は，申入書を受理するにあたり，原告及び共産党市議団に

対し，申入書の要望事項は臨時的な措置としての要望かどうかを確

認した。共産党市議団は，普遍的に考えていただきたいと回答した。

          ｇ d 議員は，意思伝達の方法としてＯＨＰ等を持ち込むことはでき

ないかと尋ねた。ｃ委員は，発言機器としては，パソコン，反訳機

等，色々な考えがあるが，今回は代読という方法のみを提案したと

答えた。

          ｈ 副議長は，「今回，代読ということだけですと，そのことだけの協

議に終わり，代読がだめになってしまうと原告は発言できないとい

うことになってしまうので，いくつか道を考えないといけない。本

人も努力してもらって，発言できるようにしてもらうことが一番で

あるが，だめだというときにどういうことができるか研究しないと

いけないと思う。代読だけでと言われても議会としてもえらい。」と

述べた。

          ｉ 被告Ａ１４委員長は，今回の申入書についての審議については，

要望事項の３点に絞って，「第三者」の発言を認めない場合には，発

言方法をなしとするのか，もう少し選択肢を広げて検討するのかど

うか確認する必要がある旨述べた。

          ｊ ｃ委員は，被告Ａ１０議長の要望事項は一時的なものかとの問い

に対し，「原告が発言したいときのための暫定的な流れの中でお願い

したい。議運として原告の発言について，今の状態で認めていただ

くかということになる。ウエイトとして原告の発言の機会を認めて

もらうことが中心です。」と答えた。

          ｋ 被告Ａ１１議員は，「質疑をすることは個人の権限である。自分の



都合で発言できない場合は放棄してもらわないといけない。一般質

問だけが議員活動ではないので，そのほかのことでがんばればい

い。」と述べた。

          ｌ 被告Ａ１４委員長は，各委員に対し，同委員会での議論を踏まえ

て会派の意見をまとめるよう依頼するとともに，同委員会において

忌たんない発言をしているため，外に伝える場合は気をつけるよう

注意した。

        (ウ) 平成１５年６月２日開催の議会運営委員会（甲４）

          ａ 各派の検討結果として，次のような報告がなされた。

            (ａ) 被告Ａ３委員は，「本人の事情はわかるが，個人の事情で条例

を改正する必要はない。病気が完治するまで治療に努力してもら

い，他の議会活動で頑張ってもらうようお願いする。」と報告した。

            (ｂ) 被告Ａ２委員は，「本人の肉声が原則でということで，第三者

では問題ですので申入書は受け入れられない。治療中なので早い

時期の原告の原告の回復を願い，他の議員活動を一生懸命にして

いただくことで努力してもらう。」と報告した。

            (ｃ) 被告Ａ１２委員は，「地方においても例がないということ。し

ゃべることができないことで活動範囲は狭くなるが，まず，声が

でるように努力をしてもらいたい。申入れは受け入れられない。」

と報告した。

            (ｄ) d議員は，「結論は出ませんでした。自分がなった場合のこと

を考えると新たな例を作る必要もあるかと思うが，具体的にまと

まらなかった。」と報告した。

          ｂ 上記各派の検討結果を受け，被告Ａ１４委員長は，「事情はわかる

が肉声に限られるということになるので，一刻も早く治してもらう

ことが先決で，早く結論を出してしまうと受け入れることが難しく



なるので，引き続き検討をしていくことでお願いをしたい。」と発言

して協議をまとめた。

         ｃ ｃ委員は，「原告は，平成１５年６月定例会での一般質問の準備は

していないので，原告が多く議会活動ができるような環境を作るた

め，継続して審議してもらいたい。委員会では，会派から出席する

議員が一人だけになり，緊急に発言したいことも出てくるため，ボ

ードを持ち込み，これに記載して発言するという方法を認めて欲し

い。」と提案した。

          ｄ ｃ委員の上記提案は，委員会当日に初めてなされたため，次回の

議会運営委員会までに各会派で検討し，検討結果を報告の上，再審

議することとなった。

        (エ) 平成１５年６月２３日開催の議会運営委員会（甲５）

          ａ 同委員会は，委員のほか，被告Ａ１１議員及び被告Ａ１５議員が

傍聴した。

          ｂ ｃ委員による，各種委員会にボードを持ち込んで，これを用いて

発言するという委員会における原告の発言方法について，各派の検

討結果として，次のとおり報告がなされ，意見が述べられた。

            (ａ) 副委員長は，「１日も早く回復してもらうことにより，治療に

専念してもらうことで一致しましたが，ホワイトボードの使用に

ついては認めないということになりました。」と報告した。

            (ｂ) 被告Ａ２委員は，「本人の肉声が基本であるということから，

代弁は無理，ボードについてはもう少し議論が必要かと思われま

す。」と報告した。

            (ｃ) 被告Ａ１２委員は，「ボードについては結論が出ておりません

が，代弁は認められないということになりました。」と報告した。

            (ｄ) d議員は，「結論は出ておりません。」と報告した。



            (ｅ) 被告Ａ１１議員は，「議会内での発言は口頭によることが権利

であり，補足で使うことは認められてもすべてをそれですること

は認められないので，議会としてのけじめとして慣例をきちんと

守るべき。１日も早く口頭でできることを願って認めるわけには

いかない。」と意見を述べた。

          ｃ 被告Ａ１４委員長は，上記各報告及び意見を受け，申入書の要望

事項を認めるか否かの結論を出すのではなく，原告の経過を見なが

ら同要望事項について継続して検討していくことと結論づけ，「治療

に専念していただき，少しでも多くのリハビリに努力してもらいた

い。」と述べた。

          ｄ ｃ委員は，被告Ａ１４委員長の上記発言を受け，「突然しゃべり始

めることがあるかもしれない。家族の協力でしゃべることについて

頑張っていることを聞いている。しゃべり始めることは時間の限り

がないが，委員会としては時間が限られている。」と述べた。同委員

長は，「訓練であるので苦しいかと思うが，これを乗り越えないと声

が出ないので頑張ってもらいたい。」と述べた。

        (オ) 平成１５年１０月２０日開催の議会運営委員会（甲６）

          ａ ｃ委員は，原告が，先の平成１５年９月定例会の委員会において，

自己が意思表示をする必要があると感じたとして，再度，原告の委

員会での発言方法として，ボードを持ち込み，これに記載して発言

することを許可するよう提案した。

          ｂ ｃ委員は，被告Ａ２委員から原告の発声状況を問われ，相手に伝

えるだけの発言は，今の段階では難しいと答えた。

          ｃ 被告Ａ３委員は，「ボードについては大変無理があると思います。

この件はすでに議運で会派の話し合った結論が出ておるわけですか

ら，改めてということになると問題である。治療に専念するべきだ



という意見があったように早く声を取り戻してもらうことに努力し

て欲しい。」と述べた。

          ｄ 被告Ａ１４委員長は，「議事録を見てみますと，６月２３日の議運

の中では，各会派で検討結果として，早く声を取り戻す努力をして

欲しい，ボード，代弁者についてもだめだという議論が尽くされて

結論が出ております。早く言葉を取り戻す努力をして欲しいという

ことで，ボードはだめだということになっている。」と述べた。

          ｅ ｃ委員からの改めて検討をお願いしたいとの訴えを受け，被告Ａ

１４委員長は，「方向は出ていますが，もう一度会派へ持ち帰って，

次回，意見を聞かせてもらうこと，本人がどの程度努力しているか

何もわからないので，持ち帰っていただくことでお願いします。」と，

ｃ委員からの提案を再提案として，次回の議会運営委員会で審議す

ることとした。

        (カ) 平成１５年１１月１７日開催の議会運営委員会（甲４８）

          ａ ボードを持ち込み，これに記載するという原告の委員会における

発言方法についてのｃ委員による再提案に対する各会派の検討結果

として，次のとおり報告された。

            (ａ) 副委員長は，「６月と同様でした。治療に専念して欲しいとい

うことで，１日も早い復帰をお願いしたいということです。」と報

告した。

            (ｂ) 被告Ａ２委員は，「ボードはまずいということで，治療最優先

ということでした。」と報告した。

            (ｃ) 被告Ａ１２委員は，「６月と一緒の結果でした。」と報告した。

            (ｄ) d議員は，「ボードをやむなく使ってもよいということになり

ました。」と報告した。

          ｂ 被告Ａ１４委員長は，ｃ委員の「会派の結果はしょうがないが，



持ち込むことに迷惑をかけるわけでない。」との発言を受け，「持ち

込んでいけないということでなく，言葉で伝えないといけないとい

っていることなので，そこからおかしいことになっている。」と述べ

た。

          ｃ ｃ委員は，被告Ａ１４委員長に対し，委員会にボードを持ち込む

ことに規則上規制があるのかを尋ねた。同委員長は，「規則の解釈の

問題であるため，次回までにもう一度調べる。」と述べ，委員会への

ボードを持ち込んでの発言方法について継続審議とした。

        (キ) 平成１５年１１月２５日開催の議会運営委員会（甲７）

          ａ 同委員会には，委員のほか，被告Ａ１０議長，副議長が出席し，

被告Ａ１１議員が傍聴した。

          ｂ 被告Ａ１４委員長は，「委員会へのボードの持込みについて」，会

議規則上，「議場には持ち込めないものの記載はありますが，委員会

にはありません。なければ持ち込んでいいということにはならない

と思いますので，私は議場と同じ扱いでよいと思いますが，皆さん

の意見をお聞きしたい。」と述べた。被告Ａ３委員もこれに同意した。

         ｃ 被告Ａ１１議員は，「原告に限ってということか。そういったこと

を認めていくことにより，何をやってもよいということになってし

まう。議会は言論で決すべきと思う。自分の声でやるべきと思いま

す。」と述べた。

          ｄ ｃ委員は，「本来，議場に持ち込んでいけないものは，必要以上と

なる場合のもので，ボードといっても自分の机の範囲内のものであ

り，他人に迷惑がかかるものでもないものなので認めるべきだと思

う。９月の民生委員会では，採決のほかに意思を表明しなくてはい

けないときがあり，原告でいえば発言を補完できるものになり，委

員会審議をスムーズにするためにも，審議する材料にすることも含



めてお願いしたい。」と述べた。

          ｅ 被告Ａ３委員は，ｃ委員に対し，「原告は地域の皆さんに６月議会

までには回復すると言われており，ｃ議員も見通しはあると言われ

た。現在はどの程度なのか。」と尋ねた。ｃ委員は，わからないと答

えた。

          ｆ 被告Ａ１０議長は，「先ほど本会議場も一緒のようなことを言われ

たが，本会議場でボードに書いてやられても困る。本会議場の採決

は別として，委員会においては挙手で採決しているので必要はない。

勝手にボードに書いて，見ても見なくてもいいでは議事録に残すこ

とについても難しい。」と述べた。

          ｇ ｃ委員が，「皆さんに認められないので，迷惑をかけない範囲の物

を持ち込みたいと言っている。自分が審議に加わることを望んでい

る。」と述べた。被告Ａ１０議長は，「議運で決まったことを通して

もらいたい。」と述べた。

          ｈ 被告Ａ１４委員長は，「結論がでません。本人には声を出すことに

努力してもらえないか。」と述べた。ｃ委員は，「党としても活動を

制限して専念してもらっている。」と答えた。

          ｉ 被告Ａ１４委員長は，「今の時代，パソコンに打ち込んで声が出る

ものがあるので，そういったものにもチャレンジしてもらったらど

うか。それはそれで検討しなくてはいけないものになる。そういう

努力もしてもらわないといけないところにきている。」と発言し，同

委員会でのｃ委員による提案についての審理を終了させた。

    (4) 原告の二期目における発言方法についての審理経過（平成１６年８月２

７日から平成１６年１２月６日まで）

      ア 「中津川市議会におけるバリアフリーの推進に関する陳情」の陳情者

代表ｍ（以下「陳情者代表者ｍ」という。）は，平成１６年８月２７日，



ａ議長に対し，陳情書に１万４４７１人（うち８７４６人が中津川市民）

の署名を添えて提出した。（甲８，９，４９）

        陳情書（甲８，以下「陳情第５号」という。）に記載された陳情要旨は

次のとおりである。

        「① 心身に如何なる障害があっても，その議員が市議会議員としての

職責が果せるように，市議会における活動を全面的に保障するよう

最大限の配慮を行うことを中津川市議会として確認すること。

          ② 中津川市議会におけるバリアフリーの推進について現状ではどの

ような課題や問題点があるのかを具体的に協議され，その改善・解

決に努めること。

          ③ さしあたって，原告市議の市議会における活動をどう保障してい

くのかということについて，然るべき場において協議されること。」

        陳情第５号に対する審理経過は次のとおりである。

        (ア) 陳情者代表者ｍ及びこぶしの会代表ｎは，平成１６年９月２日，

被告議員らを含むすべての議員に対し，「中津川市議会におけるバリ

アフリーの推進に関する陳情について」と題する文書を配布した。（甲

９）

          同文書には，「神奈川県の鎌倉市議会において，脳性麻痺の障害を有

し，手足が不自由で発声ができない議員がおり，同議員の議会活動支

援として，同市議会では，議会運営委員会での協議の結果，議場にお

ける発言については，一般質問，質疑，討論等，事前に発言内容を文

書で提出が可能なものについては事前に議長に提出し，再質問など事

前に準備できないものは，本会議を休憩した後，改めて文書を作成し

て，議長に提出する。会議録上は，「ｅ議員（代読）」と表記する。動

議等の意思表明の方法についても，発言と同様の取扱いをする。同議

員の所属する観光厚生常任委員会においても，本会議と同様の扱いと



する。」と記載されていた。

        (イ) 陳情第５号に対する審査は，議会運営委員会に付託された。（甲４

９）

        (ウ) 平成１６年９月２日開催の議会運営委員会（甲４９）

          同委員会は，陳情第５号に対する審査は，原告の病気の進行経過等，

プライバシーに関わる可能性があるため，公開になじまないとして，

非公開での審議とすることとした。

        (エ) 平成１６年９月６日開催の議会運営委員会（甲５０）

          ａ 議会運営委員会は，陳情第５号に対する審議を非公開とする決定

を変更し，同月２１日の議会運営委員会で公開で審議することとし

た。

          ｂ 被告Ａ３委員が，事前に原告に聞きたいことがあるがどうしたら

よいかと尋ねたことに対し，次のようなやりとりがなされた。

            (ａ) 被告Ａ１４委員長は，「Ａ３さんが原告に事前に聞いたらどう

か。」と述べた。

            (ｂ) ｂ委員が，「委員会として聞くこともできる。」と述べた。

            (ｃ) 被告Ａ３委員は，「参考人というような形で来てもらったらど

うか。」と述べた。

            (ｄ) 副議長は，「来てもらうのではなく，先に本人から議運の方へ

聞いて欲しいことがあれば言ってもらいたい。話が逆である。」と

述べた。

            (ｅ) 被告Ａ１０委員は，「原告はどう思っているか，過去の経過は

どうか整理する必要がある。想像でものを言ってもいけないので，

事実関係を調べた方がよい。」と述べた。

            (ｆ) 被告Ａ２８委員は，「当日の原告の傍聴も含めて出席はまずい。

Ａ３委員の提案については，前もって文書で委員会から投げかけ



をして，回答をもらってから議会運営委員会を開いたらどうか。」

と提案した。

            (ｇ) 被告Ａ１４委員長は，質問のある人は原告に対する質問内容

を市議会事務局へ提出するよう言い，原告に対し，質問書を提出

し，その回答を踏まえた上で審議することを決定した。

          ｃ d委員は，上記のやりとりの最中に，「鎌倉市議会では議会が代読

を認めているということを聞いた。事務局を通じて調べてもらった

らどうか。どのように対処しているか資料の提供をお願いしたい。」

と述べた。被告Ａ１４委員長は，「Ａ３委員の提案に戻します。」と

議論を戻した。

        (オ) 被告Ａ１４委員長は，平成１６年９月１４日，原告に対し，陳情

第５号の審議の参考にするためとして，「陳情第５号における質問事

項」と題する質問書を提出し，これに回答するよう求めた。（甲１０）

          上記質問書に記載された質問事項は，次のとおりである。

          「① 市議会議員選挙戦において，「リハビリ中であり，声が出るよう

になりますので，議会活動に支障ありません。」と街宣活動をされ

たと聞いていますが，それを信じた市民にどのように理解を得る

つもりですか

            ② 市議会議員選挙立候補時点で声が出ないことに対して，当選後

の議員活動をどのように進めていくおつもりだったのでしょうか

            ③ 治療に専念された経過・現状について，医師の診断書に基づい

て説明してください

            ④ 昨年の議運でパソコンによる音声変換対応はできないかとの意

見がありましたが，パソコン使用は検討しましたか

            ⑤ これまでの議会運営委員会で，この問題が議論された時，回復

のためにもっと努力してほしいという強い要望がありました。そ



れなりの努力はされていると思いますが，自助努力としてどんな

ことが実行されてきたのかお聞きします

            ⑥ 日本共産党大会ではバリアフリーが確保されていますか。代読

発言は認められていますか

            ⑦ 今回の陳情について，議員からの要望ですか

            ⑧ 前回の貴所属会派から議運への要望及び今回の陳情は，他力を

頼りにしている感がしますが，自己で説明・要望すべきだと考え

ますがいかがですか」

        (カ) 原告は，平成１６年９月１４日付けで，議会運営委員会に対し，

質問書に対する回答を書面で提出した。（以下「回答書」という。甲１

１）

          回答書の回答欄には，ワープロ又はパソコン等により回答が印字さ

れていた。

          回答書に印字されていた原告の各質問に対する回答は次のとおりで

ある。

          「① 現時点では，発言できるような発声に至っておりません。選挙

戦では，支援者や息子が私に代わって訴えてきました。今回，陳

情署名を行う中で，支援者の方々が「原告は，まだ発言できるま

でに至っていないので」と話して署名をお願いし，また，９月６

日の市内の全朝刊に市民の皆さんに御礼の気持を伝える折り込み

をさせて頂きました。選挙での「市民・住民の皆さんの要望を受

けとめて，その実現に努力します」と訴えたように，議員活動を

すすめています。

              尚，選挙戦で「～議会活動に支障ありません」と街宣したとい

うことは聞いておりません。

            ② リハビリ指導員の方々の体験を踏まえた「食道発声」の可能性，



同じ障害をもつ元佐世保市長の話などに励まされ，発声できるよ

うリハビリに努力しながら，議員活動をすすめていこうと考えま

した。

            ③ 私は退院後２～３ヶ月に１回の定期検診を受け，その都度「異

常なし」と診断され，現在に至っています。今は声帯を失った「障

害３級」（別紙）となった身体で，食道を使った発声の訓練中です。

この訓練は治療ではなく，体験者が指導員となっておこなわれて

いるリハビリです。毎週土曜日に名古屋大学病院，木曜日に県立

多治見病院での教室（各２時間）に通っています。名大では３０

～５０人，県病院では１０～２０人が上級を目指して頑張ってい

ます。私は上級になりましたが「食道発声」は手術の部位・状態

等から本人の努力だけではない問題もあって，まだ話ができるま

でに至っていません。

              付け加えて申し述べることは，自分が障害者になってみて，障

害者の思い・人間の尊厳について改めて学んだし，日々学んでい

るということです。

            ④ まずは現時点での状況を受け入れ，対応していただくのが妥当

であると考えます。

            ⑤ 前述のリハビリと，日常生活の中で①基本発声の練習②新聞や

本は声に出して読むなどと心掛けています。

            ⑥ バリアフリーは確保されていますが，発声障害のある代議員は

今までのところいなかったと聞いています。

            ⑦ 私を支持してくださっている方々です。

            ⑧ 陳情書に書いてありますように，さしあたっては私の問題です

が，市議会全体のバリアフリー化を推進していくことは，全ての

市民の参政権を保障していくことでもあり，市民の力を合わせて



取り組む問題であると考えます。」

        (キ) 平成１６年９月２１日開催の議会運営委員会（甲１２，乙イ４）

          同委員会には，被告Ａ１４委員長，被告Ａ１０委員，被告Ａ２８委

員，被告Ａ３委員，被告Ａ１委員，d 委員，ｂ委員，ａ議長，Ａ６副

議長，委員外議員として，被告Ａ１１議員，被告Ａ１２議員，被告Ａ

２議員，ｃ議員及び原告が出席した。

          同委員会は，審査の必要から委員外議員から意見を求めたいときは，

委員長の指名により委員外議員の発言を許可すると申し合わせた。

          被告Ａ１４委員長は，同委員会開催に先立ち，各委員対し，回答書

と鎌倉市市議会，静岡市議会及び東久留米市議会における発声障害を

有する議員に対する対応事例について事務局職員がまとめた資料を配

付し，同委員会当日に，委員外議員らにも配布した。

          同委員会における主な審議の経過は次のとおりである。

          ａ 陳情第５号の要望事項①について

            (ａ) 被告Ａ２８委員は，「陳情第５号にある，全面的に保障するよ

う最大限の配慮を行うことは当然のことだと思うが，全面的に保

障していく方策を講じる責任が市議会全体に課せられているとい

う文言はあたかも市議会に義務があるかのような表現で納得がい

かない。市議会におけるバリアフリーが推進されることについて

は何ら異議がないが，あまりにも権利の主張が目につく文章であ

り，義務，そこには努力もあるかと思います。」と述べた。

            (ｂ) 被告Ａ１０委員は，「個人差があって，どこに，どういう配慮

をしなければいけないのか難しい問題だと思っている。本人の意

思が通じる形の中で，あらゆる想定をしながら，その場で配慮に

ついて議論して対応していくべきだと思います。全面的な保障に

は問題があることを言ったつもり」と述べた。



            (ｃ) 上記発言を受けて，被告Ａ１４委員長は，「全面的ということ

について，言葉は難しいが，全部保障できるとは限らない。ケー

スによりますので，ケース・バイ・ケースで最大限努力するとい

う確認に留めたいと思います。」と述べた。

            (ｄ) d委員は，「文言にすると全面的に保障と書いてはあるが，一

つの解釈として，可能な限りということが中身に入っている気が

する。」と述べた。

            (ｅ) 被告Ａ１４委員長が，「実現できるように最大限の努力をする

という市議会としての姿勢を確認してよろしいか。」と提案した。

被告Ａ２８委員は，「配慮することは当然のことだと思います。障

害者の方とのお互いの努力も含めてというものをなくして，ただ，

権利の主張だけの最大限の努力，配慮はおかしいと思います。そ

の辺があっての最大限の努力を行うことについては，何ら異議あ

りません。」と述べた。

            (ｆ) これを受け，被告Ａ１４委員長は，「最大限の配慮は当然のこ

とながら，本人にも最大限の努力をしていただくことを確認いた

します。ケース・バイ・ケースで配慮していくことで確認させて

いただきますが，よろしいですね。」と提案した。出席者は異議な

く承認した。

          ｂ  陳情第５号の要望事項②について

            (ａ) 被告Ａ１委員は，障害といっても色々なものがあり，バリア

にもソフトとハードのものがあるから，具体的な改善，解決方法

も色々であり，その場，その場で対応を考えざるを得ないとの意

見を述べた。被告Ａ２８委員も，バリアフリーの内容については，

状況によりケース・バイ・ケースであって，直面したとき具体的

に詳細を決めていく必要があり，議会の中でもケースにおいては，



十分な解決策を論議していくべきであるとの意見を述べた。

            被告Ａ１２委員は，一口にバリアフリーといっても幅広く想定

も無理なのでその都度考えるべき問題であると，上記被告Ａ１委

員らと同様の意見を述べた。

            (ｂ) 被告Ａ１１議員は，バリアというものは，個人が目的を持っ

て行動する場合に支障をきたすものであり，「最終的には個人の行

動を保障してもらうためにバリアフリーをするわけで，最終的な

行動というのは，本人がやるわけです。議会というのは，そうい

った意味ではバリアは一切ないはずです。議員活動については，

本会議，委員会における発言だけではないわけですから，例えば，

議案の採決，或いは，その途中における問題はできますし，また，

議員として住民の要望を本会議や委員会を通じなくてもできるは

ずですから，そういう意味での議員活動はできるはずです。その

点において，議員活動に対するバリアは市議会としては一切設け

ていないと思います。要は本人のバリアです。本人のバリアは本

人がどうクリアしていけるのか，そのことでしか問題の解決はな

いと思います。そう思いますので，２番めの問題提起が不適当だ

と思っています。」と意見を述べた。

            (ｃ) 被告Ａ３委員は，今回，１万５千人近くの署名が集まった背

景は，議会ということだけでなく世の中にバリアフリーの常識が

高まっているからだと思うとの考えを述べ，２つめの項目につい

ては，認識を高めながら，ケースにあわせて理解を得ていくこと

でいいのではないかとの意見を述べた。

            (ｆ) 上記の意見を受け，被告Ａ１４委員長は，２番目のバリアフ

リーについては，ケース・バイ・ケースであるので，その都度，

その都度，ソフトもハードも積極的に前向きに検討していくこと



でいいのでないか，いくべきだという意見が大勢のようだとして，

事例を挙げながらこういう場合はどうするか，他の自治体の事例

を参考にしながら決めておくより，いつ発生するのかわからない

ので，１番め，２番め含めて，積極的に前向きに取り組んでいく

ことで，１番め，２番めをまとめさせていただきたいと提案した。

他の委員は異議なく承認した。

          ｃ  陳情第５号の要望事項③について

            (ａ) 被告Ａ１４委員長は，「他市の例では，その方にあった配慮を

している中で，中津川市ではどこまで配慮できるのか。議会とし

て最大限の配慮をし，本人も最大限の努力をしてもらう中で接点

を見出していかなくてはいけないと思う。」と述べた上で，他の委

員に対して意見を求めた｡

            (ｂ) ｂ委員は，「市議会も自分も，原告が１日でも早くリハビリに

努められ，自力で発声方法を身につけることに期待し，当面は症

状の回復を願うという立場に立ってきたが，陳情書に対する取り

組みをする中で，同じ時に同じ席に着いている議員が，障害のた

め不本意にも４年間の任期内に１字の文字も議事録に記載するこ

とができないなどという事態は克服されなければならないと考え

るようになった。議運の議論を通して，原告の障害による議会活

動の困難が１日でも早く克服されることを議運の構成員の一人と

して強く願い，陳情の趣旨実現のために早急な対応が必要であ

る。」との意見を述べた。

            (ｃ) 被告Ａ１０委員は，「代理発声まで行かなくても，自分も努力

する，議会も配慮することで議事録に残せるような対応ができる

のではないか。」との意見を述べた。

            (ｄ) 被告Ａ１委員は，「最近，パソコンの音声変換機能というソフ



トもありますので，まずは自助努力をしていただいて，最新のも

ので対応したらどうか。同時に自らの声が出るようにご努力をい

ただいきたい。」との意見を述べた。

            (ｆ) d委員は，「代弁を認めるかどうかをクリアできれば，至って

すっきりしていいのではないか。鎌倉市議会の事例で｢規則等につ

いて，議会運営委員会の申し合わせで運用する。」となっています

から，代弁でクリアできる。パソコンは否定しないが，代弁の方

がすっきりすると思います。」との意見を述べた。

            (ｇ) ａ議長は，「パソコンの音声変換機能によるのが今のところ最

善ではないか。大きな工事も必要なく，そのままパソコンを持っ

て行ってマイクを近づければ，全部録音ができます。音声もクリ

アです。家で打ってきて，それをクリックだけすれば，そのまま

きれいに読んでくれます。ＩＴ技術というものは，福祉とか障害

者の方にとっても人生における不便なことを改善してくれる社会

的な文明機器だと思っておりますので，大いに活用することが必

要ではないかと思っておりますし，大変使いやすくなっておりま

す。まず，それに取り組んでＩＴ機器を活用されたらいかがか。」

との意見を述べた。

            (ｈ) 被告Ａ２８委員は，「私は，障害者の方は日常生活の中で努力

していないということは一切思っておりません。原告については，

１番，２番の問題と同じように議会として最大の配慮をしていく

べきであり，原告の一般質問，本会議場での発言をどのように確

保してあげることができるのかを考えていくべきで，方法論とし

ては，音声変換機能付きパソコンを利用することがいいのではな

いか。土曜日に名古屋，木曜日に多治見とかなりの努力をされて

いるわけですが，機械に頼ることもそれなりの努力が必要だと思



いますので，あくまでも原告の力による音声変換の発言だと理解

しますので，そんなことをお願いしたいと思います。」と述べた。

            (ｉ) ｂ委員は，「パソコンでもよいと思います。そういう技術をど

んどん活かせばいいと思います。原告はご承知のようにチラシで

さえ手書きで書いてみえますが，僕も曲がりなりにもパソコンを

使えるようになりましたので，年齢の差は少しありますが原告に

も使えないということはないと思います。実物を見たことはあり

ませんが，議長の言われるようにいいものがあるかもしれない。

食わず嫌いでということではなくて，原告が挑戦することも一つ

の方法だと思いますが，こういう問題を解決するときには，原告

の意向を聞いて１番いい方法を考えればいいと思います。代理で

読むようにすればお金もかからないし，直ぐできることだと思い

ますので，できる限り早い時期に原告の状況を改善することを考

えれば，代理で読むような方法を考えていくのが一番現実的だろ

う。」との意見を述べ，「しかし，今の提案のそれぞれについても

非常にいい案だと思う。」と言い添えた。

            (ｊ) 被告Ａ３委員は，「前提に自助努力をお願いしたいことで，パ

ソコンには，これからも進歩していく可能性があるので，パソコ

ンを活用して発言に代えたらと思います。パソコン導入に賛成し

ます。」との意見を述べた。

            (ｋ) 被告Ａ１４委員長は，自己の意見として，「今，非常に便利に

なっておりまして，文書をもってくれば音声になるわけですから，

システムも進んでおり，そんなに難しいことではない。私もコン

ピューターの声であれ，原告の発言にみなしてパソコンの音声変

換機能付のものを持ち込んでやってもらってもいいと思います。

実現することになれば，それから運用していけばいいと思います



が，そういう方面で努力をお願ししたい。」と述べた。

            (ｌ) 被告Ａ１２議員は，「代読ですと質問のみとなると思うのです

が，パソコンであれば自分が質問したいことをその場で打ち込め

ば，多少時間がかかるにしても自分で質問が可能になるようなこ

とが書いてありますので，原告が質問し，答弁をしていただいて，

自分が再質問したいときにその場でできます。やり取りも可能に

なるので，パソコンの持ち込みを認めていただいたほうがいい。」

と意見を述べた。

            (ｍ) 被告Ａ１１議員は，「本人の責任ではないですが，障害を抱え

てから議員になられたのですから，議員になったという責任をも

う少し考えていただきたい。質問書に回答されているものを見て

も，人のせいにされているところがみえます。バリアフリーには

異論ありませんので，前提は，本人がどこまで努力をし，行動に

責任を持って対処していただけるかということになろうかと思い

ますので，そういう点で，全力で皆さんの出された結果には，自

分の努力でやっていただきたい。そのことをお願いしておきたい

と思います。機器の持ち込みについては，本来，議会は自分の声

で議論するという場ですから，異例の取扱いとなるので，定着す

るということではなく，一つの措置であるということに限定して

いただきたい。皆さんのご意見の中で，代読については認められ

ませんが，努力によるパソコンの音声変換装置という発言につい

ては認めていきたいと思っております。」との意見を述べた。

            (ｎ) ｃ議員は，「当初は原告が努力して早く発声できるようにする

としていたが，機能回復には時間がかかり，実際に議会で周知で

きる発言まで至らないとういう状況であるから，原告自身の要望

である代読という問題について協議してもらいたい。原告が努力



してパソコンを習得していくとしても，習得するまでの間の発言

をどう考えていくのかを協議してもらいたい。具体的には，再質

問についてはその場で，自分で打たなくてはならないが，手で書

いたものを職員に代読してもらう場合は，その場で渡せば再質問

できる。」と述べた。

            (ｏ) 被告Ａ１４委員長は，陳情第５号には，原告の要望というの

は書いておらず，質問に対する原告の回答にも，今回の陳情を行

ったのは，「私を支持してくださっている方々」との回答があり，

要望事項はバリアフリーを検討して欲しいということであり，原

告の要望事項に対する審議ではないとｃ議員の発言を制した。

            (ｐ) ｂ委員は，「パソコンというのは最新の技術なので，パソコン

弱者もいるので押し付けるわけにいかない。将来的には原告が暮

らしていかれる上で，常に代読で話をするよりはパソコンという

技術を使ってやったほうが手っ取り早いし，非常に早くできるこ

とは間違いないことだから，その辺については，原告にも頑張っ

てやって欲しいと議会から言ってもらうこともいい。」，「是非，原

告にも前向きに受け止めて欲しいという気持ちもありますが，や

はり障害者問題を考えるときには，問題を客観的に捉えることが

大事で，その時には本人の意思，状況を正確につかまないといけ

ない。原告には皆さんの思いは伝わっていると思いますが，それ

を経て原告の思いを確認したうえで，方法については協議できれ

ばいい。」と述べた。

            (ｑ) 被告Ａ２委員は，「先ほどパソコン弱者という話がありました

が，健常者が使われているパソコンのイメージではだめだと思い

ます。今，パソコン技術は発達しておりまして，障害者の方にあ

ったパソコンができています。何もパソコンの知識がなくても音



声変換できる，つまり電卓を使うという感覚です。「あ｣を押せば

｢あ｣という発音ができ，「あい｣と押せば「あい｣と発音できるパソ

コンができておりまして，音声変換を調べましたら，そういった

ものも出ておりました。機能としては十分あると思います。原告

の声という問題も，あるメーカに本人の声そっくりに出す音声交

換ソフトがあります。日本に数社あります。過去にとられたテー

プで原告の声紋から同じような声が出せることができます。技術

的には十分可能で，料金も安くなっています。それからキーボー

ドという問題がありますが，キーボードを押さなくても手書きを

そのまま音声変換できるものもあります。つまり，原告の字体を

そのままコンピューターに登録すれば，そのまま発音するように

できます。今の技術は十分ありますから，逆に代読より早くでき，

しかも正確であるということが言えます。そういう面で，今のＩ

Ｔ技術を十分活用していただければ，この障害が全て克服できる

と私は思っています。」との意見を述べた。

            (ｒ) 被告Ａ１４委員長は，「さしあたり原告のような，発声だけが

難しいという議員がいたらどうするかということについて議論を

したが，パソコンの技術も進んでおりますので，パソコンの音声

変換機能付きのものを持ち込んで，その議員の発言とみなすこと

で意見がまとまった。このようなケースについては，音声変換機

能付のパソコンを持ち込んで対応できることで，今日の結論を出

したい。」と提案した。他の委員は異議を述べなかった。

            (ｓ) ｂ委員は，「Ａ２議員が言われたようなことは知りませんので，

是非，調べていけば原告も納得できるというか，そのほうが人に

頼ることでなく自分の意思を表現できるという点でいいと思いま

す。」と述べた。



          ｄ 被告Ａ１４委員長は，陳情第５号に対する審議のまとめとして，

「１項については，当然，本人の努力も最大限発揮してもらうわけ

ですが，最大限の配慮をしていくということ。２項は，非常に広範

なことが考えられるので，ケース・バイ・ケース，その都度，前向

きに検討していくということ。３項のさしあたって原告については，

本会議場への音声変換機能付のパソコンを持ち込むことを認めるこ

とで結論付けて，この陳情者の代表のｍさんにその旨を回答して，

そこから原告に伝わるものだと思います。その結果を受けて原告な

り，会派の方から議会に要望などあるかもしれませんが，今日のと

ころはこのようにまとめたいと思いますがよろしいですか。」と述べ

た。他の委員は，異議なく承認した。

          ｅ 被告Ａ３委員は，協議中に，原告の回復の見通しについて，ｃ議

員の代弁により説明をして欲しいと求めた。被告Ａ１４委員長は，

「まだ代弁を認めて委員会を進めているわけではありませんので，

それはまずい。」と述べ，他の委員に対応を諮った。被告Ａ１０委員

は，「陳情書に基づいてそういうことをどうするのか議論していると

ころであり，たまたま本人がいるから聞くのだという話になろうか

と思いますが，その辺をきちんとしていかないと議運とは何だとい

うことになる。」との意見を述べた。被告Ａ１４委員長は，「原告の

回復の見通しについては昨年の議運でｃが会派代表として出席した

時にも議論をした経過があり，リハビリの努力をされたけどなかな

か発声まで至っておらず，今後も難しいだろうという前提で，どう

対応するのかというご意見をいただきたい。」と述べ，被告Ａ３委員

の要望を容れなかった。

      イ 原告は，平成１６年１０月２日，今後の議会における活動について協

議の場を設けるようａ議長に申し入れた。（甲１２０）



      ウ 被告Ａ１４委員長は，平成１６年１０月１２日，ａ議長，被告Ａ６副

議長，被告Ａ３副委員長及びｂ議員と共に，原告と面談を行った。

        (ア) 被告Ａ１４委員長は，この面談時に，原告に対し，とりあえずパ

ソコンを使って壇上から質問して欲しいと述べた。

        (イ) 原告は，この面談時に，被告Ａ１４委員長に対し，「パソコンは使

えない。」といった内容を記載したメモを示した。

        (ウ) 被告Ａ１４委員長は，原告に対し，「フロッピーを事務局まで持っ

てくれば事務局でパソコンにセットする。パソコンができる人が家族

にいるでしょう。家族や支援者に手伝ってもらったらどうか。」と述べ

た。

      （以上，甲１３５，被告Ａ１４本人）

      エ 共産党市議団（原告，ｃ議員及びｂ議員）は，陳情第５号に対する議

会運営委員会での審議結果を受け，平成１６年１０月２５日付けで，ａ

議長に対し，要望書を提出した。（甲１３）

        同要望書の要望事項は，原告の意向を確認した上で，中津川市身体障

害者福祉法施行細則（２００３年）第１０条１項「障害者本人からの聴

取」，同３ 項「身体障害者の意向」の趣旨を踏まえてなされたものとし

て，次の２点が記載されていた。

        「① 毎週２回の発声訓練（名大病院・県立多治見病院），毎週１回のカ

イロプラクティック治療などの自助努力に対するご理解をお願いい

たします。

          ② 約１年に渡る発声訓練により発声再生のレベルは「上級」の水準

に達することができましたが，当面すぐに対応できることとして一

般質問や各種委員会等での「代読による発言保障措置」をお願い致

します。」と記載されていた。

        また，原告は，約１年に渡るリハビリ（食道による発声訓練）を行っ



ているが，第三者に発言内容を伝えられる水準までには機能回復はして

いない，一刻も早い議会における発言が保障される措置が講じられるこ

とを強く望んでいると記載されていた。

        要望書に対する審理経過は次のとおりである。

        (ア) ａ議長は，平成１６年１０月２５日，要望書につき，議会運営委

員会に協議を付託した。（甲５１）

        (イ) 平成１６年１０月２５日開催の議会運営委員会（甲５１）

          ａ 同委員会は，委員のほか，ａ議長が出席し，原告が傍聴した。

          ｂ 被告Ａ１４委員長は，「要望書の要望事項が陳情第５号についての

協議結果による音声変換機能ソフトを利用したパソコン使用という

発言方法という内容でなく，代読という発言方法であるため，新た

な要望である。要望書の要望事項についての対応を各会派で検討し

た上で，次回の議会運営委員会で協議したい。」と提案した。

          ｃ 被告Ａ３副委員長が，ｂ委員に対し，陳情第５号に対してなされ

たパソコン使用という方法について検討したか質問した。ｂ委員は，

「共産党市議団で，議会事務局に依頼して議会応接室で音声変換機

能付きパソコンの確認をした。」と答えた。

          ｄ 被告Ａ１４委員長は，パソコン使用の確認は，会派間で行うこと

として，各会派で要望事項について検討するよう依頼した。他の委

員は，異議なく，次回の議会運営委員会までに各会派が検討するこ

ととなった。

        (ウ) 平成１６年１１月９日開催の議会運営委員会（甲１４，甲１４の

２）

          ａ 原告及び被告Ａ１１議員は委員外委員として同委員会に出席した。

          ｂ 要望書の要望事項についての各会派の意見は次のとおりである。

            (ａ) 被告Ａ１委員は，清新クラブの検討結果として，「代読による



発言措置については，昨年の議会運営委員会において，代読やボ

ード等を使うことを色々議論をした経過があり，その経過を踏ま

えて陳情第５号について，音声変換機能付きのパソコン使用を認

めるとしたのであり，代読はだめだったということだったと思う。

清新クラブとしては，代読は認められず，音声変換機能付きのパ

ソコンを使用しての発言を原告自ら努力してやっていただきた

い。」と報告し，私的意見として，「重度障害者の方が実際に使用

しているのを聞き，はっきりとした音声だったので，まずは利用

していただくことが先決ではないか。」と述べた。

            (ｂ) 被告Ａ２８委員は，会派の検討結果として，「陳情第５号に対

する検討として色々議論をした結果として，パソコンによる音声

変換が一番よいのではないかということで決定したという経緯も

あり，代読ではなくて音声変換機能付パソコンを利用していただ

きたい。」と報告し，「個人的には，第三者を介在させない方法が

ベターではないかという意見である。」と述べた。

            (ｃ) d委員は，市民ネット２１の意見として，「基本的には音声変

換機能付きパソコンの使用には異議がないが，そこへいくまでは

代読を認めるべきではないか。技術の習得ということもあるが，

本人の意向を大切にするべきではないか。」と報告した。

            (ｄ) 被告Ａ１２委員は，「会派での結論は出なかった。とりあえず

パソコンを認めていただいたので，まず一度挑戦していただきた

い。挑戦し努力をしたけれどできないということであれば，その

時点で考えることはできるが，やってみていただきたい。」と報告

した。

            (ｅ) 被告Ａ１４委員長は，参考意見として被告Ａ１１議員に発言

を促したところ，同議員は，「社民党の全国レベルの方針としては，



いかなる障害のある議員でも政治活動は当然保障すべきという観

点から代読という例があるので，そういう要望が出た場合にはそ

の要望に賛成して欲しいという要望があった。中央の方針どおり

代読でいきたいのですが，パソコンの音声変換から代読に変えた

と言われると，おまえの主張はなんだと言われるので，党の方針

は党の方針，私としては，前回の議運で決まった，とりあえず努

力していただいてパソコンで対応していただくことの皆さんの意

見にしかるべく従っていくことを思っております。代読を否定す

るわけではないが，今の段階では，前回の議運の決定に従ってパ

ソコンで努力していただきたい。」と述べた。

          ｃ 上記の各意見を踏まえ，被告Ａ１４委員長は，一度チャレンジを

してパソコンを使う努力をしてみて欲しいという意見がほとんどで

あり，市民ネット２１はニュアンスが少し違うものの，音声変換は

否定しないが代読がいいのではないかという意見だったとまとめ，

こういった意見と要望事項とはかみ合わないのでこれに対する意見

があるかとｂ委員に尋ねた。

          ｄ ｂ委員は，「パソコンや音声変換装置については自ら見聞した。第

三者が介在することになり，本当に正確に伝わっているかどうか分

からず，議会はできる限り自分の意思を伝えるときに直接的であっ

た方がよいというのはよくわかるが，代読であればお金もかからず，

全国的には実施している例もあるのに，なぜ代読がだめなのかわか

らない。」と述べた。

          ｅ 被告Ａ１４委員長は，「代読が何故ダメか理解できないということ

であれば，私は，なぜパソコンを利用してチャレンジすることがで

きないのか疑問になります。難しいことではないわけですので，皆

さんが言われるように一度使えるように努力してチャレンジしてい



ただいて，それでだめならまた検討すればよいのでないかという声

もありましたが，どうして第三者を介さなければいけないのか，コ

ンピューターが声を出してくれるのになぜだめなのか理解できない

です。自分の要求していることはこうだから，それ以外はだめだ，

聞けないということでは議論になりませんので，前回もしっかり議

論していただいて，本来は自分の発言が大原則だけれど，コンピュ

ーターの声でも原告の声として認めようと，そして，過去の声紋か

らよく似た声が出る機械があることまで調べた人がいる中で，チャ

レンジをなぜしないのかわからない。」と述べた。

          ｆ 被告Ａ１１議員は，参考意見として被告Ａ１４委員長から発言許

可を得た上で，１時間から２時間くらいの時間で簡単に習得できる

というトーキングエイドという電卓に似た機械があると報告した。

          ｇ 被告Ａ１４委員長は，「記録には残らないが，発声するだけの会話

補助装置なら色々あると思います。パソコンはフロッピーで入れて

字がそのまま言葉になって出るものですから，そういうものを研究

して，勉強してチャレンジして努力して欲しい。その結果，どうし

ても何ともならなければ考えればよいのでないか。まず決まったこ

とをチャレンジしてみてはどうかと思います。」と述べた。

          ｈ ｂ委員は，「中津川市身体障害者福祉施行細則では，障害者の自己

選択権，自己決定権という基本方針を定められているので，そうい

う視点からもこの問題について認めて欲しい。」旨述べた。

          ｉ d委員も，「ｂ委員と同様の意見である。体に障害があって，その

ことを認めていくことが大事であると思います。今回，原告は声が

出ないということで，そこをどう認めていくかということになると，

原告の言いたいことをどう受け止めていくかだと思う。それが代読

なのかパソコンなのかだけであって，その意向をどう汲んでいくの



かを考えればよいと思う。だから前回の議運で決めた音声変換装置

の付いたパソコンを持ち込んでもいいし，それまでの間，代読なら

代読を認めていってもよいのではないか，そこを大事にすべきでな

いか。」と述べた。

          ｊ 被告Ａ１４委員長は，「私は原告がパソコンを使えないとは思って

いない。質問事項の回答はパソコンであったから，本人が打ったの

か家族が打ったのか分からないができるじゃないですか。音声変換

するだけのことですので，できると判断しております。パソコンを

使えるまでというような議論もありますが，違うと思います。少し

慣れれば使えると思いますので，したがって努力するべきだと思い

ます。」と発言し，各会派の検討結果につき，改めて，「代読を認め

てもよいのではないかという会派が１会派ありましたが，音声変換

によるパソコンの習得を努力して使えれば原告の音声として置き換

えてもよいということは申し合わせておりますので，ここでパソコ

ンを使わないと言ってしまうとその道は閉ざされてしまいますので，

そんなことのないように，少し，機器についても，技術にしても勉

強して努力していただきたいということを申し上げて本日の委員会

を締めたいと思います。各会派の全会一定の意見ではないですが，

努力してもらいたいというのが大勢の意見でしたので，要望どおり

の結論にはならなかったと思いますが，この議運での議論は閉めた

いと思いますが，よろしいですか。」と提案した。

          ｊ これに対して，ｂ委員は，「障害を持っている人に特定の努力とか

責任を負わせるのはまずいと思います。一見，そのことは当然のよ

うに思われますが，障害者運動の流れというものは，障害者の自己

決定権というものを尊重するのが大きな流れだと思っておりますの

で，善意であっても特定の考え方を押しつける，あるいは一定の努



力をするべきだということは非常に配慮が欠ける場合があるから議

会としてやらない方がいいと思っております。」と述べた。

          ｌ 被告Ａ１４委員長は，「まったく無理なことを言っているわけでは

ないと思います。声が出ないので早くしゃべれるようにしなさいと

言っているわけでない。自己決定権を主張するだけで，こうしたら

どうですかということに耳を貸さないということではないですか。

押しつけていることではないと理解してもらわないと。自分たちが

言ったことだけが正当であって，押しつけであるという理解はｂ議

員らしくないと思います。できないことを言っているわけではない

ので，そういう風に理解してもらわないとおかしなことになってし

まう。ｆ議員も努力をしてみて，それでもだめなら検討しようと言

ってくれているのに，押しつけと言われるのはここの委員の方々に

失礼な言い方だと思います。」と述べた。

          ｍ d委員は，「障害がある人の意見をどう聞くか。意見を聞くことを

前提としておけば，パソコンであれ，代読だって認めるべきだと思

う。いかにこの人の意見を聞く場所を引き出せるのかが議運にかか

っていると理解している。」と述べた。

          ｏ 被告Ａ１委員は，「一般的な障害者のバリアフリーと，議会人，議

会活動における障害者とは分けて考えるべき。議員というのはやは

り制約がある。守秘義務もありますし，議員として色んなことが出

てくるわけです。一般的に言われる障害者福祉と議員という身分の

中での活動の部分は，多少制約があるということを理解しながら議

論する必要があると思います。一般的な障害者は言われたとおりだ

と思いますが，多少区分けして考えながら議論していくべきだと思

います。」と述べた。

          ｐ 被告Ａ２８委員は，上記被告Ａ１委員の意見に同調し，「議員とい



うことですので，市民の付託にどう答えていくのかというところが，

一般の障害の方よりもう少し上のところが必要ではないのかと思い

ます。要望書の中の「当面すぐに対応できること」と代読を固定観

念で結びつけすぎていると思います。我々は，「当面すぐ対応できる

こと」として，音声変換によるパソコンの使用もすぐ対応できる方

法だということで，どうですかと言っていると解釈している。「当面

すぐ対応できること」のイコールというものを代読だけではなくて，

音声変換もイコールだと思っております。」と述べた。

         ｑ 被告Ａ１４委員長は，議論が平行線になっているとして，一度今

回の議題を持ち帰り，各会派の意見を再検討するよう提案したとこ

ろ，ｂ委員は，「私ども具体的な要望として，原告の意思を確認した

上で申し出たのは今回初めてで，そういう意味でいうと皆さんの議

論をうかがいましたので，また持ち帰ってきます。」として再検討を

承諾した。

      オ 平成１６年１２月６日開催の同年第７回定例会の本会議（甲５２）

        被告Ａ１４委員長は，「要望書について，平成１６年１１月９日開催の

議会運営委員会の審議で，代読を認めてもいいではないかという会派は

１会派あったが，同年９月２１日の協議の結果を踏まえて，音声変換機

能付きのパソコンで機器の技術，そういう操作を努力してほしいという

形で終わった。代読ではなく，音声変換のパソコンシステムを使えるよ

うに努力してくださいという形に結論を出した。」と報告した。

    (5) 原告は，平成１６年１２月１３日ころ，岐阜県弁護士会に対し，「当選

後一年半にわたり，前例がないという理由で発言を許されず，陳情後は，

議運で一方的に決めた方法（現在の私の障害の状態ではほとんど不可能な

方法）により発言を許可するという対応は，参政権の制限，表現の自由を

侵す人権侵害」ではないか調査して欲しいと人権救済の申立てをした。（甲



１５）

    (6) 平成１７年１月１７日開催の議会運営委員会（甲５３）

      委員らは，同議会運営委員会で，岐阜県弁護士会人権擁護委員会からの

調査依頼に対する対応について協議した。被告Ａ１１議員及び被告Ａ７議

員は同委員会を傍聴した。

      ア 被告Ａ１４委員長は，「議会運営委員会で議論した結論は，パソコンの

音声変換で発言してもらうという方法がよいのではないかということで，

この方法を決定したのであって，これだけの人が集まって決めたことは

尊重してもらいたい。自分の言うことが認められないのでけしからんと

いう一点張りである。「原告の障害の状態ではほとんど不可能な方法」と

書かれているが，どうなんでしょうか。」と疑問を呈した。被告Ａ１２委

員は，「何で不可能かわからない。その辺がおかしい。」とこれに同調し

た。

      イ 被告Ａ１１議員は，「昨年１１月にパソコンより簡単なトーキングエイ

ドを個人的に原告へ照会してあげたが，検討してもらっているのか。」と

述べた。

     ウ 被告Ａ１４委員長は，「足の悪い人が車いすを使うように，声の出せな

い人がパソコンを使えないのか。指も動くのでやってみて，やってみな

いのにこういうことを言われることについて皆同じ事を思っていると思

う。」と述べた。

      エ 被告Ａ１４委員長は，人権委員会の調査について，議事録に基づいて

調査を受けるため，正副議長と正副委員長とで対応することを提案した。

他の委員は，異議なく承認した。

    (7) 平成１７年３月定例会における一般質問の発言通告書を巡る経緯（甲１

６，１７，５３～５５）

      ア 原告は，平成１７年３月１０日，ａ議長に対し，同年３月定例会にお



いて一般質問を行う旨の第１回発言通告書を提出した。

        第１回発言通告書は，高レベル放射性廃棄物処分場問題について，市

長に対して一般質問を行うというもので，発言所要時間は３０分と記載

されていた。

      イ ａ議長は，第１回発言通告書についての取扱いについて，議会運営委

員会に諮問した。

        第１回発言通告書に対する対応についての審理経過は以下のとおりで

ある。（甲１７，５４，５５）

        (ア) 平成１７年３月１０日開催の議会運営委員会（甲５４，５５）

          ａ 被告Ａ１１議員及び原告が同委員会を傍聴した。

          ｂ 被告Ａ１４委員長は，「一般質問は壇上から，基本的には口頭での

発言とされているが，原告については，平成１６年９月２１日開催

の議会運営委員会において陳情に対する協議を経て，音声変換機能

付きパソコンによる発言方法を認めていくという申し合わせになっ

ている。議会運営委員会では傍聴議員に意見や事情を聴取するわけ

にはいかない。協議会に切り替えてどちらにするのか原告本人に確

認しながら進める。」と述べ，議会運営委員会を暫時休憩とし，協議

会に切り替えた。

        (イ) 平成１７年３月１０日開催の協議会（甲１７，５５，１３１）

          ａ 被告Ａ１４委員長が，原告に対し，「一般質問について音声変換機

能付きパソコンで行うのか，口頭で行うのか。」と質問したところ，

原告は，食道発声の方法で口頭で行うと回答した。

          ｂ 被告Ａ１４委員長は，食道発声の方法による音声で，発言内容を

議事録に留めることができるかどうか，質問内容が執行部側に伝わ

るかどうかを確認するため，原告に食道発声の方法で第１回発言通

告書の１ページ分を読み上げてもらい，その音声をカセットテープ



に録音して原告の発声状況を確認するというテストを行った。

          ｃ 上記テストの結果，協議会に参加した委員の全員一致で，原告の

食道発声による発言では聞き取ることができず，原告が平成１７年

３月の定例会に口頭で一般質問を行うことは無理であるとの判断を

した。

          ｄ 原告は，「今日は無理だが，体調次第によっては聞き取れるような

発声ができる可能性もある。一般質問を行う日まで１週間あるから，

その間練習してできるようにする。」と述べた。ｂ委員は，当日まで

猶予期間が欲しいとの要望をした。被告Ａ１４委員長は，その要望

について，今日決めなければいけないという理由で却下した。

        (ウ) 平成１７年３月１０日開催の議会運営委員会（甲５４）

          被告Ａ１４委員長は，協議会の内容については，議員活動報告等に

記載しないよう注意の上，今回の内容では，口頭発言は無理であると

判断せざるを得ないとａ議長に答申した。

      ウ ａ議長は，上記答申を受け，今回は発言通告として受理できないとし

て原告に対し第１回発言通告書を返した。（甲５４）

      エ 平成１７年３月１７日開催の同年第２回定例会の本会議（甲５５）

        (ア) 被告Ａ１４委員長は，平成１７年３月１０日の議会運営委員会で

の協議及び答申の内容並びに同日に開催された協議会の内容について

報告をした。

        (イ) ｃ議員は，上記委員長報告に対する質疑として，次回の６月定例

会に向けて，今回聞き取れなかった部分について，機械によってわか

りやすくなるよう介助するなど，原告の発言を保障するよう議会運営

委員会や全員協議会で検討して欲しいと述べた。

    (8) 平成１７年６月定例会における原告の一般質問の発言方法を巡る経緯

      ア 平成１７年５月２３日開催の議会運営委員会（乙ロ１６）



        (ア) d委員が欠席し，ｏ議員が同委員会を傍聴した。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，「ａ議長から，今後の原告の発言通告につい

て，前回議会運営委員会で決めた事項を守っていただきながら，会派

の中でよく検討してもらい，その場その場の対応がないようにしてい

ただきたいとの発言があった。」として，ｃ委員の意見を求めた。

        (ウ) ｃ委員は，会派としては，議会運営がスムーズにいくように研究

して，検討するなど努力すると述べた。

        (エ) 被告Ａ１０委員長は，ｃ委員に対し，「口頭発言とすることはもち

ろんですが，パソコンの音声変換による発言という議会運営委員会の

決定と原告のパソコンに対する障害を取っ払うことをしていただけま

すか。」と確認した。

        (オ) これに対し，ｃ委員は，「議会運営委員会では，パソコンによる発

言を決めていることは承知しているが，そういう決め方自体が問題で

あると本人が認識を持っていることについて否定できない。議会内部

で議会運営委員会の決定はおかしいということについては，本人の見

解として言っていることで，議会運営委員会ということですから会派

を含めた決定がおかしいと言われているので，それについては規制も

強制もできない。委員会や議会運営にかかわったときには，決定どお

りやるようにしている。」と答えた。

        (カ) 被告Ａ１０委員長が，「原告のチラシには，６月議会で私も質問し

ますと書いてあります。前の繰り返しはしたくないとの意味で会派の

努力をお願いしたい。」と述べた。ｃ委員は，「本人の意向を含めて，

現時点で発言通告が出てくることを確認していないので，含めて会派

で検討したい。平成１７年６月２日の議会運営委員会で取扱いを協議

していただきたい。」と提案した。

        (キ) 被告Ａ１０委員長は，上記提案を受け，「お願いに対して会派で努



力をしていただいて，２日の議運で努力の結果をお聞きしながら議論

していくことにいたします。」と述べた。

        (ク) 被告Ａ１０委員長は，今年の議会運営委員会はこういった方向で，

これを重視していくという意味であるとして，「議会運営の実際」の「議

会運営委員会」について書かれた箇所を読み上げた。当該読み上げ部

分の主な内容は以下のとおりである。

          ａ 議会運営委員会は，議長の諮問に応じ，円滑な議会運営をするた

めに，運営上の諸問題について腹蔵なく協議し，議員間の連絡調整

をはかることを目的とします。

          ｂ 必要によっては，議運で意見が一致した事項を議運申し合わせ，

又は議運決定とし，各議員や各会派が紳士的，自主的に守ることに

よって，この申し合わせ等が議会に関する法令や先例と同様，準法

的拘束力を持つようになります。議運での決定事項の遵守を議運設

置要綱等で明示しているところもあります。

        (ケ) 被告Ａ１０委員長は，「議会運営委員会の決定事項については，中

津川市でも「議会運営委員会に関する申し合わせ」４ページに６番と

して委員会の意思決定があります。「委員会の意思決定に当たっては，

全会派一致を基本として協議調整に努めることとし，決定事項につい

ては，各会派においてこれを遵守するものとする。」という申し合わせ

ができております。この申し合わせで拘束力がないのなら，条例等に

記載する方法もあるわけですが，その辺は，各会派で検討していただ

くようにお願いをしたいがよろしいか。」と提案した。他の委員は，異

議なく，各会派で検討することを承認した。

      イ ａ議長，副議長，被告Ａ１０委員長，副委員長，ｃ議員及び原告によ

る平成１７年５月３１日の懇談（甲５６）

        (ア) 当初，ｃ議員は，口頭による発言の話をした。ａ議長は，これま



での議会運営委員会でパソコンを持ち込む話があった旨述べ，口頭で

どの程度のことを聞き取れるか確認を求めた。原告は，その確認のた

め発言した。聞こえる単語もあったものの，発言内容を周囲にいる者

が聞き取れるという程度には至っていなかった。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，パソコンを使うという議会運営委員会の決

定がある中で，その運用をどうするのか，原告本人の希望である口頭

での発言方法を，その運用の中でどう取り入れていくのかについて，

懇談での協議のまとめとして，冒頭のあいさつ及び項目についてまで

は原告に口頭で発言してもらい，その後は，議会運営委員会で認めら

れた音声変換機能付きパソコンを用いることで原告本人の肉声に代え

るという，原告自身の発声による発言とパソコンを用いた発言とを併

用して質問するという方法を提案した。共産党市議団がこの案を持ち

帰り検討するということで懇談は終了した。

      ウ 平成１７年６月２日開催の議会運営委員会（甲５６）

        (ア) 原告は，同委員会の傍聴を希望し，同委員会を傍聴した。

        (イ) ａ議長は，平成１７年５月３１日に６者で懇談を行ったこと及び

その内容について報告をした。

        (ウ) ｃ委員は，原告の問題について，共産党市議団内での議論の経過

について次のとおり報告し，共産党市議団として，改めて原告の希望

する代読の方法による発言を認めるよう，議会運営委員会の申し合わ

せの変更を求めた。

          ａ 原告の発言方法について原告本人の意思を最大限尊重していく。

          ｂ 共産党市議団は，平成１７年３月定例会の時と同様に，口頭で発

言をすることを了承していき，その場合，ゆっくり４０分でしゃべ

るようにして発言していくことを確認した。

          ｃ 平成１７年６月定例会の対応としては，原告本人が，リハビリの



先生にも相談した結果，２週間の訓練で発言できることが無理と判

断されたため，代読の方法で行いたいということなので，議会運営

委員会での再検討をお願いし，原告の代読発言の許可及び発言通告

書の受理をしていただきたい。

          ｄ 平成１６年９月２１日開催の議会運営委員会での陳情第５号につ

いての審議後，会派として代読を要望して，その後の議会運営委員

会で音声変換付きパソコンが確認されたようだが，その後の原告本

人の状況は，食道発声による口頭の発言は，皆さんに周知できる発

言ができず，パソコンについては，原告本人も色々検討した結果，

パソコンについて，触ったり考えたりすると体調が優れなくなるこ

とから，実際に使うことができないと判断したと原告本人が出した

文書の中で言っており，原告本人はパソコンを使うことができない

状態である。

        (エ) 被告Ａ１０委員長は，「原告の一般質問の発言方法については，平

成１６年１０月２５日に共産党市議団から代読の方法によることを認

めて欲しい旨の要望書が提出されており，各会派検討の上，同年１１

月９日開催の議会運営委員会において，代読を認めてもよいという会

派が１つあり，全会一致ではないものの，音声変換によるパソコンの

習得を努力して使えれば，原告の音声として置き換えてもよいという

ことは申し合わせており，パソコンを使う道を閉ざすことのないよう，

原告に少し勉強して努力していただきたいということで結論が出てい

る。また同じ要望を各会派持ち帰っても同じ答えが出てくると思う。

今まで結論出してきたものをひっくり返すわけにいかないと思います。

原告の発言通告については，議長としても議運に諮問して決定したこ

とに従いたいということですので，結論的なものを出して議長の困ら

ないような対応にしていきたいと思います。議運の方向付けや決定に



ついては重みがあることを分かっておっていただきたいことをお願い

したいと思います。」と述べた。

          また，被告Ａ１０委員長は，「パソコンに打ち込んでもらうことは，

皆さん認めていただければ身内でなく自分でなく，事務局にお願いし

ても努力していただく形をやっていただいて，その後また議論するの

なら話し合いの余地はあると思う。」と述べた。

        (オ) 被告Ａ２委員は，「パソコンにこだわってみえると思いますが，声

を出せない障害者のための音声変換装置があります。５０音順に並ん

でいて，「あ」と押せば「あ」と出ます。障害者認定されている装置で

すので簡単に使えます。その装置はパソコンよりも安く買えますし，

障害者の関係でリースという手がありますから利用されたらと思いま

す。それもだめなのか検討されたらどうかと思います。必要なら次回

の議運に借りてきます。障害者用にあるので実用してもらいたい。」と

述べた。

        (カ) 被告Ａ１１委員は，「社民党に障害者の機関があり，パンフレット

を取り寄せている。切換もついている。キーボードの配列は「あいう

えお」になっており，パンフレットを渡してもらうようお願いしてい

る。電卓や電話のボタンを押すことができれば使えるものです。」と述

べた。

        (キ) 被告Ａ１委員は，「アルファベットが難しいのであれば，５０音の

音声変換機のものがあるからということで，それも含めて議運で提案

している。それでも体調が悪くなるということですので，その機器も

含まれていると受け取っています。障害者の中で自立ということを考

えた場合，これをマスターすることによって，原告にとって日常生活

の会話にも役立つのではないかと思います。原告が音声発生装置を使

って何とか障害者の自立ということを考えていただければ，他の障害



を持っている方にとっても希望になるわけです。代読ですと介助が必

要になりますが，一人で頑張っているのだということで，他の障害者

の方にとってもいいのでないかなと思います。そういったことも考え

ていただけないものか。簡単にできるようですので，再度，チャレン

ジしていただいて，それがどうしても打てないことであれば，その時

はその時で考えればよいのでないか。」と述べた。

        (ク) ｃ委員は，「リハビリが更に進めば代読は止められるので，当面，

判読できるまでの間，代読を認めてもらいたい。６月議会までは時間

が少ないことから，次善の策として，同議会に限り，共産党市議団の

ｐ議員の持ち時間４０分の中で，ｐ議員自身の発言通告部分のほか，

原告の発言通告部分を併せて代読するという方法を認めてもらえない

か。」と提案した。

        (ケ) 被告Ａ１０委員長は，被告Ａ３委員から，このまま延々とやって

いても時間だけがかかるとの指摘を受け，「３月議会では発言通告書が

出てきて原告に口頭でできるか確認した経過があり，同じことをして

いてもだめである。６月議会での原告の発言通告については，今の状

況では，パソコン等音声変換装置を使うことなら認めてもよいが，代

読の方法によることを認めるわけにはいかない。」と述べた。

        (コ) d委員は，「機械の使用についても否定しないが，肉声でできない

のなら代読を含めて検討すべきであるし，当面のところ代弁を認めて

もよいのではないか。」と述べた。

        (サ) ｃ委員は，「継続的に時間のあるときに審議，検討してもらいたい。

パソコン以外の検討も必要なので継続としてもらいたい。」と述べた。

        (シ) 被告Ａ１０委員長は，「同じ話を同じようにやって同じ答えを出て

いてもまずい。今回は，６月議会について，代読は無理であるがパソ

コンを使うことであれば直ぐ議運を開きます。そういったことでよろ



しいか。」と確認した。他の委員は異議を述べなかった。

        (ス) 議会運営委員会は，ａ議長に対し，被告Ａ１０委員長の確認した

上記内容のとおり答申した。

        (セ) ａ議長は，「代読ということで６日まで変わらないということであ

れば通告書は受け付けられないが，もうひとつの方法なら運用につい

て協議する。」と確認した。

      エ 原告は，平成１７年６月６日ころ，ａ議長に対し，中津川市の交通対

策について被告市の市長，企画部長及び健康福祉部長に答弁を求める発

言所要時間４０分とし，発言内容が手書きでＡ４用紙４枚分が記載され

た一般質問の第２回発言通告書（甲１００の１）を提出したが，ａ議長

はこれを受理しなかった。

      オ 障害をもつ人の参政権保障連絡会は，平成１７年６月２０日付けで，

ａ議長及び各会派に対して，原告の求める代読による発言方法を認めな

いことは，差別にあたるため，代読による発言を認めるよう求める「障

害をもつ市議会議員の議員活動の保障に関する要望書」（以下「議員活動

保障についての要望書」という。）を提出した。（甲１８）

        同要望書による要望事項は，①原告の要求する「議場での代読」を認

めること，②中津川市議会と中津川市において，障害をもつ人に対する

全面参加と平等を実現されるよう努力することの二点であった。

        同要望書に対する取り扱いは，議会運営委員会に付託され，平成１７

年６月２４日開催の議会運営委員会（甲５７）において，上記要望事項

に対して協議された。同委員会における協議の概要は次のとおりである。

        (ア) 議員活動保障についての要望書に，「パソコン再生のみしか認めな

いのは不当である。パソコンに習熟していない小池議員に音声機能付

きパソコンのみを許可したのは不当である。」との記載があることに関

して，被告Ａ２委員は，「パソコン等ということで，ＶＯＣＡ，ボイス



アウトコミュニケーションエイド，携帯用会話補助装置ということで，

障害者でしゃべれない方がキーボードを持って音声に変える装置で福

祉の規定された日常用具も使ってもらえないか議論していた。これは

障害者のための給付事業対象のものであるから，給付制度を使えば車

椅子などと同じ扱いになるもので，コミュニケーションを阻害するも

のではない。手段として使ったらどうですかということで，パソコン

再生のみということはあまりにも狭い解釈なので，申し入れすべきだ。

パソコンや携帯用会話補助装置は本人の意思がないと発声しない。つ

まり本人が発声したと同じという解釈で進んできた。」と述べた。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，「一度，携帯用会話補助装置を各委員も使っ

てみて，実証してみてから結論を出したい。」と述べた。

        (ウ) 被告Ａ１委員は，「議会運営委員会は，今まで紳士的に十分議論し

てきた。代表世話人にしっかりと議会運営委員会の見解と議論経過を

伝えるべきではないか。音声変換の方で原告にご努力いただいて，ま

ずテーブルに着いていただき，着いていただくことで次が見えてくる

だろうと思います。頭から否定されていますが，原告の日常生活にと

ってもプラスになるだろうし，議員生活，個人生活，また障害者のた

めにとっても励みになるのだろうと思います。」と述べた。

        (エ) ｃ委員は，「議員活動保障についての要望書は，議長宛と各会派宛

に出されているため，次回の９月議会に向けて，一度，各会派へ持ち

帰って審議してもらい別の機会に改めて審議してもらいたい。」と提案

した。被告Ａ１０委員長は，７月１２日の議員連絡協議会終了後，こ

の問題について議会運営委員会を開催することを提案した。他の委員

は，異議なく承認した。

        (オ) 被告Ａ５委員は，「色々変わってくるので，ご本人の考えが変われ

ば我々も変わらなくてはいけないけれど，ご本人の考えは変わらない



ので，我々の考えも変わらない。ご本人が変われば我々も変われると

思いますが，変わらない限り平行線である。無理矢理突破しようとい

う発想にはものすごく抵抗を感じますし，憤りを感じています。皆さ

んも一緒だと思います。どうするか議運の方は決めてしまっているの

で，ご本人の方がお考えを変えてもらうよりしょうがない。だけど，

ある一定時間が経って見直しの時期が来たら見直さないと放っておい

てはいけないが，１年も経っていないので，議運の決定事項として変

わるということにはならない。」と述べた。

        (カ) ｃ委員が，被告Ａ１０委員長に対し，次回７月１２日に開催され

る議会運営委員会への原告の傍聴を申し入れた。

          ａ この申入れに対し，被告Ａ５委員は，「農業委員を決めるときに当

事者が除斥するように，まったくの当事者であるので席を外しても

らって議論を進めた方がよいと思っている。」と述べた。ｃ委員は，

「なぜ代読がいけないか何回も説明しても，説明が悪いのか本人が

理解されないことなので，そこが一番なので直接聞いてもらいたい。

そうしないと解決しない。」と述べた。

          ｂ 被告Ａ１０委員長は，上記各発言を受け，「言われることは分から

なくはないが，なぜ代読がいけないのか議論するつもりはなく，今

までの経緯を振り返ってきちんと整理することでご理解を賜りたい。

本人には遠慮してもらいたい。」と述べた。

    (9) 平成１７年９月定例会における原告の一般質問の発言方法を巡る経緯

   ア 平成１７年７月１２日開催の議会運営委員会（甲５８）

        (ア) 音声変換装置についてのデモンストレーションを行い，原告及び

被告Ａ１０委員長が実際に使用した。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，「パソコンのキーボードが大きな老人用のも

のがテレビで紹介されていた。パソコンにもそのようなものがあるの



で，今日のところはこのくらいにして，次回にしたいと思います。」と

述べた。

        (ウ) ｃ委員は，「９月議会に向けて，時間の許す限り本人が納得できる

ようお願いしたい。今回の問題は９月議会までにお願いしたい。」と要

望した。

   イ 平成１７年８月２４日開催の議会運営委員会（甲５９）

        (ア) ｃ委員は，「原告本人のことであり，参考人としてもよいと思うの

で，原告に委員会を傍聴させてもらいたい。」と申し入れた。被告Ａ１

０委員長は，「事務局職員が原告についてのその後の経過の報告をし，

それを委員会出席者に聞いてもらった上で，原告から聞きたいことも

出てくると思うので，それから傍聴してもらうこととする。」と答えた。

        (イ) ｑ事務局長は，「岐阜県視覚障害者問題協議会から原告の希望する

代読を認めていただくよう要請はがきが何通か届いている。」，「８月１

７日付けで，岐阜県弁護士会会長と同人権委員会委員長から，市議会

における代読に関する人権救済申し立てについて，予備調査から本調

査に入るための日程調整依頼がある。」，「８月２１日付けの中日新聞に

「理不尽な決定，市議会に疑問」という原告に関する投稿があった。」，

「岐阜県障害福祉課のｒ課長が，８月２３日に，のどの手術で声の出

なくなった議員の議会での代読が認められていないので手だてをお願

いしたいとの障害者団体からの依頼があったため，県としても障害者

のバリアフリー化が支援できる環境作りに取り組んでいること，議会

内部の問題と思うということを伝えるつもりである旨電話連絡してき

た。」と報告した。

        (ウ) d委員は，岡崎市議会で二，三年前に代読が行われたと報告し，ｃ

議員及び被告Ａ２１委員は，蛭川村でも議長の許可を得て代読が行わ

れたことがあると報告した。



        (エ) 被告Ａ１０委員長は，原告が平成１７年９月定例会に向けて発言

通告書を出すことも予想されるため，原告に対し，どのように考えて

いるのかと確認したところ，原告は同定例会に発言通告書を出すこと

は考えているが断言できない旨の返答があったと報告し，同定例会で

の対応について審議することとなった。

          原告が平成１７年９月定例会に向けて発言通告書を出した場合の対

応についての審議内容は次のとおりである。

          ａ 被告Ａ５委員は，「市民クラブとしては，議運で決められたとおり

進めるべきだと思います。」と述べた。

          ｂ 被告Ａ１０委員長は，「非公式に，ｃ議員と議長と共に委員長とい

う立場で原告と会い，原告に対し，事前に準備できる一般質問は，

音声変換装置を使い壇上で行い，再質問については，慣れるまで会

派の人に手伝ってもらうようにするという提案をし，音声変換装置

でやってくれと頼んだ。」と報告し，「正式な議運での問いかけをす

るので，共産党市議団の中で話をしてもらえばありがたい。他の会

派も，再質問については慣れるまでの間という条件もつくが譲歩で

きる話として会派に持ち帰り，理解してもらいたい。」旨提案した。

他の委員は，異議を述べなかった。

          ｃ d委員は，「９月議会は機械で，１２月議会は代読でやるという方

法もある。被告Ａ１０委員長が提案した上記の方法について，前向

きに検討した方がよい。」と述べた。

          ｄ 被告Ａ５委員は，「会派の考え方として，障害者についての考え方

の中に，自己の努力に基づく自立型とそうでないものがあり得るが，

自立型の方がよいのではないかという考えであり，自立へ向けての

代読であればよいが，代読が目標で，その過程で機械を使うことは

違うのではないかと思う。」旨述べた。



          ｅ ｃ委員は，「原告は自分でしゃべるという自立に向かって目標を置

いており，その過程の中で代読をしてもらいたいということを望ん

でいる。」と述べた。

          ｆ 被告Ａ１０委員長は，原告のホームページを出力したものを各委

員に資料として配付した上で，当該ホームページに，「このホームペ

ージは原告私設応援団によって作成されています。」と記載されてあ

ることを指摘して，「これだけのお力を貸してくださる方がおみえに

なれば，十分やれるという判断ができると思います。」と述べた。

          ｇ d委員は，「自分にできないことを頼んで任せていくことに疑問に

思う。本人にやる気のないものをやれというのは酷ではないか。ど

こかで妥協点を見いだすことが大事であると思う。」と述べた。

            被告Ａ２委員は，「妥協点について，一方的に議会側に求めている

もので，本人にも妥協する部分がないとだめである。前々から，音

声変換装置は障害者のための機械であり，障害者認定されているも

のである。それについて，少し努力していただければ，その中でど

こまで使えてどうするかの話もできるわけです。それも拒否されて

おり，どこで妥協するかである。」と述べた。

          ｈ d委員は，「よその議会で認められている代読という方法がなぜ認

められないのかという論議も出てくる。」旨述べた。

            被告Ａ５委員は，「それは立候補された経過だと思う。学歴詐称で

立候補して当選した国会議員が，辞職しなければいけない事態があ

ります。しゃべれるということを前提に立候補されて，予定されて

いるようにいかなかったということは大変だと，そうは簡単にいか

ないと思っています。もうひとつは，選挙という厳しい関門をくぐ

り抜けてきたわけです。選挙というものは，投票した人がどうして

投票してくれたかまで考えないといけないと思っている。基本的に



もともと障害が固定したものとして，そのことを前提として立候補

し，それを前提として投票した過程がある場合と，そうではなく，

変化をする障害の途中の段階で，変化を前提に立候補し当選された。

それを前提に投票した選挙とは基本的に違うと思います。そこまで

遡らないといけないというところがある。基本的なことを言うと選

挙そのものも問われるべきものだと思っている。なぜなら落選した

人がいるからです。無投票選挙ならよいです。そういう問題もはら

んでいるということです。だから他の議会がどう決めたかは参考に

なりますが，市議会の問題ではない。」と述べた。

          ｉ 被告Ａ１０委員長は，「慣れてくるまでは他の人にお手伝いいただ

いても，まずやってみてくださいという意味で言っており，できな

いから譲歩するということで言っているわけではない。」と述べた。

          ｊ 被告Ａ５委員は，「前Ａ１４委員長のときに決めたことは，本来は，

口頭，発声がないと議事録ができないから，当選されても一般質問

できないことになってしまう。そういうことを承知していたわけで

す。それを妥協して産物としてあるわけです。人権を認めてこのよ

うにやろうと決めた。」と述べた。

          ｋ 被告Ａ１０委員長は，「議運でこういう議論をし，本人のために譲

歩したという結果が議論として残ります。会派にお願いしたことは

よろしいですね。」と確認した。他の委員は異議を述べなかった。被

告Ａ１０委員長は，「ｃ委員には，会派内で頑張っていただいて３０

日の議運で協議します。」と締めくくった。

   ウ 平成１７年９月２６日開催の議会運営委員会（甲６０）

        (ア) 被告Ａ１０委員長は，「原告の件で，要約をまとめる作業をしてお

り，その要約の中身として，会話補助装置（パソコン及びトーキング

エイド等）による発言が優れている点は，読み違いがなく，本人の意



思がきっちりと伝わること，代読による抑揚がなく，第三者の個人的

な表現が省かれ，発言内容が相手に素直に伝達できること，職員が代

読すると誤読，感情が出る場合があり，やり取りは人を使うとその人

の考えが入るから，機械による変換装置がベターであることであり，

原告の主張する代読で不十分な点としては，議会での発言は選挙で選

ばれた人だけが持ち合わせているのが現状であるが，代読となると選

挙で選ばれていない人が演説をすることになり，本人が意図する発言

内容と異なった発言が行われる可能性があること，公選人以外の人が

自分の意思で発言してしまうことはいかがなものかということ，職員

が発言するとパフォーマンスはないが，議員の発言にふさわしくない

迫力のものとなること，代読した人がパフォーマンスにより，次の選

挙にその機会を利用して立候補することに利用される可能性もあるこ

と，誤読したことにより，代読者の責任が問われる可能性があること

といったことを考えている。」と報告した。

        (イ) 被告Ａ５委員は，「障害者のひとつの考え方としては，残された能

力を生かして自立をしていくという方法があります。議会のみでなく，

ありとあらゆる日常生活において，発生できない方が補助具を使って

コミュニケーションを図っていくということ，そのことが大事である。

議会だけを限定して人権侵害だと言っているが，そうではなくて日常

的に活動できるのが議員としての役目，立場ですから，それをどうす

るのか。すべて代読者がついて回るのかというと考え方がおかしくな

るので，自分で自立してできるような形で努力をしてもらう。努力を

拒否しているというわけではないが，嫌いだ，やったことがないとい

う言葉で表現をしているが，ポイントはそこだと思います。」と述べた。

        (ウ) 被告Ａ１０委員長は，これまで，パソコンという表現を多く使っ

ていたが，これからは会話補助装置という名称で統一することとし，



今回の報告を中間報告とし，引き続き要約文書を検討することを各会

派で徹底するよう求めた。

    (10) 人権擁護委員会による調査及び弁護士会勧告並びに公開質問書に関す

る経過

      ア 平成１７年１０月２４日開催の議会運営委員会（甲６１）

        (ア) ａ議長は，平成１７年１０月１２日に，人権擁護委員会の本審査

を受けたこと及びその内容について報告した。

          報告内容は大要次のとおりである。

          ａ 人権擁護委員会委員長ｓ弁護士ほか２名の弁護士が審査に来て，

発言は口頭に限るなら，何も認めないなら筋が通るが，パソコンを

含めた補助具という例外を認めているならなぜ代読は認められない

のかとの指摘を受け，補助具という機械を用いる場合と代読の場合

とでメリットデメリットを比較検討したことがあるかといった質問

を受けた。

          ｂ これまでの議会運営委員会での経過についての確認と，それに対

して説明をした。

          ｃ 鎌倉市議会に対する調査の回答書を渡され，これを読んで回答が

あればいただきたいし，無回答でも構わないと言われた。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，人権擁護委員会に対する鎌倉市議会の回答

書を全委員に配布した。

        (ウ) ｑ事務局長は，亀山市議会議員から抗議の電話があったこと及び

京都府井手町議会議員から抗議のメールがあったことを報告し，被告

Ａ１０委員長は，抗議は葉書が９０５通，点字が１８５通来ていると

報告し，弁護士に相談することも検討している旨述べた。

        (エ) 被告Ａ１０委員長は，人権擁護委員会の調査に対し，議会運営委

員会は，まず補助具を使ってみて欲しいと頼んでいるのであって，代



読を認めないという結論は出しておらず，原告の人権を侵害している

つもりはないこと，補助具によることが一番によいことを話したが，

勧告が出る可能性もあるのでないかという印象であると述べ，これに

対する対応をどうするか，各委員から率直なご意見を出してもらい考

えていきたいと提案し，各委員の意見から次のような意見が出された。

          ａ 被告Ａ１委員は，市議会も本当に原告の人権を侵害しているか，

議会活動を保障していないのか，法的見地から対応すべきだろうと

の意見を述べた。

          ｂ 被告Ａ３委員は，議会運営委員会としては，会話補助装置を導入

し，それでもだめだったら次を考えるということで申し合わせてき

たのであるから，簡単に譲歩するわけにはいかないとの意見を述べ

た。

          ｃ 被告Ａ５委員は，原告は医学的に機械の操作ができないのかどう

か，きちんと診てもらって確認しておく必要があると述べた。

          ｄ d委員は，「本人の肉声が原則だということから始まって，本人は

発声できると思っている。未だ発声できないために，議運に来て発

言することもできず，会派の代表を通すため，なかなか意思が通じ

ず，色々法的手段も考えたのであろうから，どこかで両方できる方

策を考えるべきだ。」との意見を述べた。

          ｅ ｃ委員は，「代読を認めていくべきだ。原告が発言できなかったこ

とで，執行部に対し直接質問事項を出したこともあるが，時間も掛

かるため，本会議場で一般質問ができるようにするべきだ。」との意

見を述べた。

          ｆ 被告Ａ２１委員は，「原告は，議会運営委員会に対して，機械を使

うことはできないという意思表示をしたことがなく，段階を踏んで

いないのではないか。」と述べた。



          ｇ d委員は，「本人は，機械を使うことを認めて練習しなさいという

ことで捉えてみえるものですから，とりあえずやってみることに対

してバツの意思を表示している。条件的なことを持ち込んでいくこ

とに反発をしている。本人のいう代読，もしくは音声変換機器につ

いてルールができあがればよいと思っているが，本人が納得しない

問題は，機械を使えるかどうかを試しなさいということに対して，

既に反発を持っている。」と述べた。

          ｈ 被告Ａ２委員は，「本人の障害を支援するという立場で補助具を勧

めているわけです。本人のために一番よいことだと判断しているわ

けです。補助具を使うことは本人にとって体力的にもよいことだと

思います。その時点で拒否されるということになると，議運のあり

方として考えた場合，原理原則肉声でということで，原点に戻らな

いといけなくなる。」と述べた。

          ｉ 被告Ａ１委員は，「法的に対応を考えていく方法しかない。そもそ

も平成１５年の選挙のあり方が問題であった。原告が声が出ない障

害者として選挙戦を戦い市民の信任を受けて当選されていれば，違

った結論が出せたかもしれないが，ｂ委員は，当時，議会運営委員

会において，リハビリをして，早ければ３か月ないし半年後には声

が出ると説明し，その後，声は出ると市民に訴えて二期目に当選し

ているということを念頭に置かないと市議会は冷たいように捉えら

れてしまうのではないか。」との意見を述べた。

          ｊ d委員は，「議会運営委員会として，一般質問の壇上では機械を使

って，再質問の際には代読という方法もあるという含みを持って原

告に示し，それでもだめなら私も原告におかしいと言うつもりだ。

壇上での発言，再質問，委員会を分けて考えた場合に一つの条件の

ようなものを議会運営委員会として提案できないかということを議



論してもらえないか。」と述べた。

          ｊ 被告Ａ２委員は，「本人が使ってみてどうしてもだめだと言ってい

るのなら分かるが，一度もトライせずに言っていることは，目が悪

い人が眼鏡をかけずに手を引いてくださいと言っていることと同じ

だと思います。声が出ないことは，生活にかかわることであるから，

補助具として眼鏡と同じようにあるわけです。一度もしないまま人

権侵害だという考えは飛躍しすぎて，障害者に対する偏見になって

しまうのではないか。だめだからステップできることで，前から議

運で言っていることをやってみてくださいと，支援するからとうこ

とで，その支援を断っていることは人権擁護の問題でないと思いま

す。議会としてもなんとか支援する努力をするので，本人も支援を

受ける努力をして欲しいということである。」と述べた。

        (オ) 被告Ａ１０委員長は，上記の議論に対し，両方の意見が出ており，

無理に結論を出すことはできないとして，一旦，議論を切り上げ，議

会運営委員会の議論及びその経過を市民に知ってもらう必要がある

のではないかという意見もあると紹介し，これと併せて継続審議とす

ることとした。

      イ 原告の後援会であるこぶしの会及び原告中津川市議の市議会での代読

を求める賛同者一同は，平成１７年１１月８日ころ，ａ議長及び被告Ａ

１０委員長に対し，平成１６年８月に提出された多数の署名を添えた陳

情書の要望事項に対して議長としてどう応えようとしたのか，障害者議

員について全国に例をみない議会活動の差別をしていることについてど

う考えているのか，原告の発言通告書の受け取り拒否の根拠は何かとい

った内容の「発声障害を持つ原告市議の代読を求める公開質問書」（以下

「公開質問書」という。）を提出した。（甲６２，１１６の１）

      ウ 岐阜県弁護士会は，平成１７年１１月１６日，市議会に対し，代読を



認めるように勧告した。（甲１９）

        弁護士会勧告の要旨は次のとおりである。

        (ア) 勧告の趣旨

          中津川市議会及び同議会運営委員会は，申立人（原告）が，市議会

及びその所属する委員会において，事務局職員による代読による方法

をもって発言することを認めるよう勧告する。

        (イ) 勧告の理由

          申立人は，議員であるが，下咽頭がんのため自ら発声することがで

きない状況にある。申立人は，本会議や所属委員会において，代読ま

たは申立人ができる方法により一般質問を許されるよう求めてきたが，

議会運営委員会は，発言は口頭によるのが原則であるとして，申立人

の希望する代読ではなく，まずはパソコンによる音声変換装置を利用

しての発言を認めるとして，事実上代読による発言方法を認めない。

          そのため，申立人は議員として本会議や各種委員会で，事実上発言

することができない状況におかれている。これは申立人の参政権，表

現の自由を不当に制限するものであるので，救済措置を求める。

      エ ａ議長は，平成１７年１１月２２日，同日開催の議会運営委員会おい

て，同委員会に対して，弁護士会勧告について検討するよう諮問した。

（甲６２）

      オ 平成１７年１１月２２日開催の議会運営委員会（甲６２）

        被告Ａ１０委員長は，弁護士会勧告に対する処理を会派で持ち帰り協

議してもらうことを提案した。他の委員は，異議なく承認した。

      カ 平成１７年１１月２８日開催の議会運営委員会（甲６３）

        弁護士会勧告に対する対応について各会派の意見が報告された。

        (ア) 各会派の意見の要旨は次のとおりである。

          ａ 新政会



            今まで真剣に議会運営委員会で議論されてきており，原告に対し，

議会ルールに従って活動していくことをお願いした経緯があること，

原告は議会ルールを無視して障害者という立場で言われていたが，

この状況は市議会として不名誉であり，心外であるため，お互い一

歩踏み出して歩み寄りを模索していきたい。

          ｂ 市民クラブ

            平成１６年９月２１日の議会運営委員会で，総論として，障害が

ある議員が，職責を果たせるよう最大限の配慮を行うことを確認し

ており，弁護士会勧告では，人権について色々と書かれているが，

議会運営委員会はさしあたり音声変換装置を使用するという決定で

あり，他の方法も模索していたのも事実であるから，人権を尊重す

るバリアフリーについては考えた範ちゅうであり，具体的な接点を

見いだして折衷案を求めていくことがよい。

          ｃ 共産党市議団（ｃ委員）

            弁護士会勧告どおり事務局職員による代読を認めるよう各会派に

お願いしたい。

          ｄ 社民クラブ（被告Ａ１１委員）

            弁護士会勧告は，中津川市議会の対応について評価していない。

現状面だけ捉えて同勧告が出ているので不満に思っている。議員と

して選出された重みと責任に触れようとしないことが残念で，本人

にも熟慮してもらいたい。他人の力を借りるのは最後の手段で，原

告が自分の力で打開していくということが見えない。それぞれの立

場を考えて発言できるよう言っているのに，すべて悪意に捉えられ

ていて残念である。議会としてはルールに従って結論を出したこと

を，弁護士会勧告が出たからといって，何らか努力したことが認め

られない限り，ひっくり返すことはできない。努力したことが分か



ればそれ以上のことはいけないが，我々の出した結論を取り入れて

もらいたい。

          ｅ 市民ネット２１（d委員）

            今までの考えと変わっていない。音声変換装置も否定しないし，

代読もよいと思っている。折衷案という意見もよいと思う。

          ｆ 市議会公明党（被告Ａ１２委員）

            弁護士会勧告については圧力をかけられているような気がする。

原告が議会活動できるよう全会派で決めたことを，原告は一度も実

行することなく出された勧告である。今後のことについて，今回の

ことを契機に考えるべきである。

        (イ) ｃ委員は，障害者の介助については，障害者の希望を最優先する

ことが大事であり，なぜ原告がパソコンを使えないのかを聞く必要が

あり，発声状態の確認もする必要があるため，原告を参考人として議

会運営委員会に呼ぶことを提案した。同提案に対し，次のとおりの意

見が出された。

          ａ 被告Ａ１０委員長は，各会派から，折衷案という意見が多数出て

おり，これについて会派で検討したことがあれば議論したいが，原

告に入ってもらってパソコンを使えない理由を聞いても混乱するだ

けではないかと述べた。被告Ａ１委員は，これに同調し，「議論の中

で，もし使えなかったら第三者による入力をお願いしてある。」と述

べた。

          ｂ 被告Ａ５委員は，「障害者である方を参考人で呼ぶことについては，

申し合わせルールを決めていない。どういうルールで彼の意見を聞

くのかを決めないといけない。先に弁護士会勧告を受けているので，

それを決めておかないと原告を呼ぶことはできない。９月２１日に

決めた陳情の結論の重みも同じである。」と述べ，原告を参考人とし



て同委員会に呼ぶことに反対した。

        (ウ) 被告Ａ１０委員長は，これらの発言を受け，「その辺も議論して精

査していかないといけないと思いますが，歩み寄りもしながら進めて

いきたい。弁護士会勧告の中身に不服がありますが，これからの歩み

寄りをどうするかであります。この議論の経過により歩み寄りができ

ることがあればいいと思っております。」と述べた。

        (エ) ｃ委員は，共産党議員団として，原告が１２月定例会に発言通告

書を提出した場合の対応として，一般質問４０分，再質問１０分とい

う申し合わせ時間の中で，登壇の一般質問については音声変換装置を

利用し，再質問については原告のメモを見て事務局職員が代読すると

いう折衷案を提案し，議会運営委員会がこれでよいのであれば，議会

運営委員会を休憩してもらい，原告に伝えることはできると述べた。

          各委員は，上記折衷案について賛成した。

          ｃ委員は，原告を含めて共産党市議団で再度議論したが，人間の声

による代読しかできないという結論になったとして，折衷案を取り下

げ，１１月３０日に原告の発言通告書が出たら受理して議論してもら

いたいと要望した。

        (オ) 被告Ａ１２副委員長は，ｃ委員に対し，「純粋に一般質問をやらせ

て欲しいという気持ちなのか，その他に目的があるのでないか。議員

団からの提案なのに受け入れられないのは目的が違うのでないか。」と

尋ねた。ｃ委員は，分からないので，原告を参考人として呼んで聞く

よう提案した。

        (カ) ｃ委員は，「原告の発言を議運として抑えるわけでないので，発言

通告書を受理して次を審議するということです。声が判読できなけれ

ばどう広げて考えるべきで，そうしないと今回も発言を封じられたと

いうことになる。１２月をどうするかですから，出てきて受理してど



うするかである。」と述べた。

        (キ) 被告Ａ１０委員長は，「先ほど折衷案を議会運営委員会として了承

したということを重要視しなければならない。」旨述べた。ｃ委員は，

「折衷案は審議の過程であり結論ではない。発言通告書を受理しても

らい，議場での発言伝達方法を議運として考えるべき。１２月議会に

出た通告書を受理すれば，一般質問しようとする場合，口頭ではでき

ないので，やろうとすれば議運の決めた方法でしかないわけである。

それが嫌ならやらないというだけで，発言を封じたことにはならな

い。」と述べた。これに対し，被告Ａ１委員は，「同じことだと思う。

受理して議運で提案したことを持って行っても発言を封じられたと言

われるのではないか。」と述べた。

        (ク) 被告Ａ１委員は，「今日の結論として出していただき，結果を確認

していただいて原告にお伝えすることでいいのでないか。」と提案した。

被告Ａ１０委員長は，「説得する時間をとって，議運で確認したルール

に従ってやっていただくことをお願いしたいと思います。そして，一

度やっていただいて，不都合な点があれば見直していくことも申し合

わせておりますので，是非，原告にはトライしていただきたい。」と述

べた。

        (ケ) d委員は，「非公式でよいので，原告の意向を聞いてもらえないか。」

と提案した。被告Ａ１０委員長は，「本日時間があれば対応する。」と

答えた。

    (11) 平成１７年１２月定例会における一般質問の発言通告書を巡る経緯

（甲６４，６５，１００の２）

      ア 原告は，平成１７年１１月３０日ころ，ａ議長に対し，「発言通告書の

提出にあたって，このたびの県弁護士会人権擁護委員会による勧告を受

け入れ，私の代読による発言が，すべての議会活動（本会議，各種委員



会）で保障されるよう特段のご配慮をお願い申し上げます。」と書き添え

て，中津川市の障害者，高齢者の防災対策について中津川市長に答弁を

求める発言所要時間３０分とし，発言内容として手書きでＡ４用紙７枚

分が記載された一般質問の発言通告書（甲１００の２）を提出した。

      イ ａ議長は，市議会事務局預かりになっているとして，同発言通告書の

取扱いについて，議会運営委員会に諮問した。（甲６４）

      ウ 平成１７年１１月３０日開催の議会運営委員会（甲６４，６５）

        原告の提出した発言通告書の取扱いについてなされた審議の経過は次

のとおりである。

        (ア) 午前９時３０分から午前９時５７分の間の審議（甲６４）

          ａ 被告Ａ１委員は，「先の議会運営委員会において，原告の一般質問

における発言方法については音声変換の補助装置による壇上での発

言をし，再質問は代読でもよいとの結論及び補助装置の操作は本人

ではなくても事前にできるので，市の職員が行うことも認めること

が確認がされており，当該結論は原告本人にも伝わっていると認識

しているので，それに従うのであれば原告の通告書を受け取っても

よいのではないかと思う。」と述べた。

          ｂ 被告Ａ２委員は，「前回の議運でルールを決めて，それを原告に申

し入れた上で通告が来ているわけで，議運のルールに従ってやって

いただければよいですが，それがいやなら仕方ない。今は，議運で

決めたルールを遵守してもらうことで，原告に話をしてもらえれば

よい。」と述べた。

          ｃ 被告Ａ５委員は，「通告書を出したと言うことは，発言したいとい

う意思表示ですが，我々が持っているルールは，議運で決めたルー

ルしかないわけです。そのルールしかないので，従ってやることで

発言通告書が出たのか，代読という主張だけで出したのか，そこを



確認していただいて，受理できるかどうか決めたらどうでしょうか。

今，あれこれ言ってもそのルールしかないわけですから，今の時点

で判断するには，それしかないと思っている。発言したいという意

思が強いのなら，今ある方法に従ってもらうしかない。発言が目的

でないのなら，代読が目的なら違う考えがあるだろうと思いますが，

原告は議員なのですから，発言をしたいということを優先するべき

だと思います。」と述べた。

          ｄ d委員は，「弁護士会勧告が出たことについて，弁護士会から市議

会に対して，あなた方の取扱いは間違っていることで来ている気が

する。だったら，どちらを優先するかという話になるかと思います

が，各会派からの妥協点だけでなく，弁護士会勧告をどう受け止め

るか論議しないといけない。」と述べた。被告Ａ１０委員長は，「そ

のことは２２日の議会運営委員会で会派へ持ち帰りとして，２８日

に弁護士会勧告のことを含んで議論してきた。上記議論のまとめと

して，議会運営委員会はルールを作ってきた経過があり，本日，議

会において委員長報告をする方法に従ってやっていただければよい

が，そうでなければだめだ。これから原告に確認する。」と述べた。

          ｅ ｃ委員は，「本人が出したということは，当然，このルールに基づ

いてやるものだと思います。本人の希望の代読も含まれていても，

パソコン等で変換することについて，発言しないということが出た

としても，通告した何パーセントを読まないというだけで，壇上に

行って始めるということだけなんですよ。認めた上での発言通告だ

と解釈してもらわないと議論にならない。言葉を発しなくても再質

問はできるわけですから，そのときの状態もあるわけですから。」と

述べた。

          ｆ 被告Ａ５委員は，「本会議の開会時間が迫っているため，発言通告



は預かりという形で，本会議終了後開催される議会運営委員会にお

いて継続協議にするしかないのではないか。」と提案した。被告Ａ１

０委員長がその旨他の委員に確認したところ，他の委員は異議なく

承認した。

        (イ) 午後５時２０分から午後６時５５分までの間の審議（甲６５）

          ａ 被告Ａ１０委員長は，「午前中の審議結果として，議会運営委員会

としては２８日に決定した方法で発言するか原告に確認するという

ことだったかと思う。」と述べた。d 委員は，「本人が代読という方

法で示されたなら，代読の方がよいのでないかと思う。」との意見を

述べた。被告Ａ１０委員長は，「２８日に決定しておいて何をしてい

るのだということになる。今日，委員長報告もいたしましたが，そ

れが変わっていたとなれば，議会とはどういうところなんだろうと

いうことになる。」と述べた。

          ｂ ｃ委員は，「本件は代読でということで本人の確認が取れており，

本人の希望とされる代読が一番であり，今回に限っては原告の希望

に沿った形の代読，音声変換をやったほうがよいと思う。」旨述べた。

d 委員は，「音声変換装置でも人でも代読ということを言われたが，

代読を認めることが正しい選択だと思う。あえて変換機は否定しま

せんが，本人の希望を尊重したらどうですか。」と，２８日に申し合

わせた折衷案に反対する意見を述べた。被告Ａ５委員，被告Ａ１１

委員を始め他の委員は，２８日の折衷案の方法により行っていただ

きたいとの意見を相次いで述べた。被告Ａ１０委員長は，「２８日の

意見が多いようですので，２８日の内容でやっていただけるか原告

に確認をしたい。それに皆さん賛同してもらいたい。」と提案した。

他の委員は，異議なく承認した。

        (ウ)ａ 被告Ａ１１委員は，「代読は常に人を配置しなければいけないの



で，本人のやれる範囲でやるべきである。まったくできなければ別

であるが，できないことを言っているわけではない。原告も自分の

ホームページを開設して扱えるということであるので，協力者にや

ってもらえばよいのに，なぜ，それができないのか。そこまで代読

にこだわるのが分からない。」との意見を述べた。

          ｂ ｃ委員は，上記の被告Ａ１１委員の発言を受け，そういう意見が

あるので，参考人として原告を呼び，意見を述べてもらうよう提案

した。被告Ａ１０委員長もこれに同意した。これに対し，被告Ａ５

委員は，「原告を参考人として呼んだ場合，どのように意思表示を受

けるのか，そのルールが確立されていないので，そのためにまたル

ールを作らないといけない。」と反対意見を述べ，「現時点では申し

訳ないですが，議運の正副委員長がメモ書きでよいので，原告の意

思を確認していただいて委員会へ報告してもらい，委員会としてこ

ういう対応であると確認するほかないのではないか。」と提案した。

          ｃ 被告Ａ２委員は，「受理する受理しないということでなく，受理し

ますが，こういうルールに従ってもらえますかという確認をするだ

けである。」との意見を述べた。

           被告Ａ１０委員長は，議会運営委員会を休憩し，正副議長と副委

員長の下，被告Ａ１０委員長が原告に確認するという方法をとるこ

ととした。

          (エ) 被告Ａ１０委員長は，議会運営委員会の会議の休憩の間，副委

員長，正副議長の立会の下，原告に対し，「２８日の議運で決めた，

４０分の壇上は会話補助装置を使用し，再質問１０分はメモを市職

員が代読するという形でやっていただけますか。」と尋ねた。原告は，

｢弁護士会勧告で言われているように代議による発言でお願いしま

す。そうでないと同勧告で言う人権侵害を認めることになるからで



す。議会のルールは憲法違反と言われていますがよいのですか。」と

答えた。

          (オ) 被告Ａ１０委員長は，上記の原告とのやりとりを議会運営委員

会に報告した上で，「結論を原告にお伝えしないといけません。ルー

ルに従ってやってもらえなければ，受け取れないとせざるを得ない

ですがよろしいですか。」と提案した。d委員は「本人の希望を受け

入れなければと思っている。」と述べたが，他の委員は異議を述べな

かった。

          (カ) 被告Ａ５委員は，「弁護士会勧告の論理展開は，音声変換装置を

使うことは実用性に疑問があることと，やり取りに熟練が必要なこ

とが書いてあり，本人はパソコンを使用したことがないので熟練が

いることは困難である。したがって問題であると書いてある。我々

が求めていることは，簡単に言えばスタートボタンを押してくださ

いということを求めているだけです。そうすれば熟練は必要ないこ

とになり，弁護士会勧告に書いてある問題点はクリアされます。こ

のことに立って憲法違反だと言っている内容は憲法違反ではないと

いうことになります。同勧告を何回と読んでもらうと分かりますが，

やや変更された書き方で統一されているので，憲法違反だと結論付

けていると思います。」との意見を述べた。

          (キ) 被告Ａ１０委員長は，「結論を出しますが，議運の出したルール

に従ってやっていただけないということですので，受理できないと

いうことでよろしいですか。」と再度提案した。他の委員は，異議な

く承認した。被告Ａ１０委員長は議会運営委員会を休憩した。

          (ク) 被告Ａ１０委員長は，休憩後，「原告に対し，再質問については

代読を認めているが，一般質問は会話補助装置等を使っていただけ

ないということであれば，通告書は受理するわけにいきませんと確



認をし，発言通告書を原告に返した。」と報告した。

          (ケ) 被告Ａ５委員は，「常任委員会及び特別委員会における原告の発

言保障について，急にボイスエイドを使って発言せよと言っても不

十分であるから，委員会の席においては，予め準備できるものは機

械を使ってもらい，即時性を要する場合は当該委員会の委員長にメ

モを渡して同委員長が読み上げるという方法を提案する。」旨述べた。

被告Ａ１０委員長及び被告Ａ３委員は，「当該委員会の委員長に限定

するのでなく，副委員長が読み上げることもできるよう委員長裁量

で行えばいいのではないか。」と提案した。他の委員は，これらの提

案を異議なく承認した。

      エ 平成１７年１１月３０日開催の同年第６回定例会の本会議（乙ロ１）

        被告Ａ１０委員長は，原告に関する問題について，議会運営委員会で

の議論の経過の報告を行った。

      オ 原告は，ａ議長と被告Ａ１０委員長に対し，平成１７年１２月９日付

けの手書きの書面及び同月１４日付けのワープロソフトで作成された

「「原告議員に関する議会運営委員会の経過報告」について」と題する書

面を提出した。（甲１２７，乙イ７）

        同書面は，１２月定例会の本会議で行われた被告Ａ１０委員長の行っ

た「原告議員に関する議会運営委員会の経過報告について」（以下「経過

報告」という。）についての原告の意見と疑問点を記載したものであり，

同経過報告の回収と，議事録からの削除を要求するものである。

      カ 原告は，平成１７年１２月１５日，市議会の文教消防委員会において，

同委員会副委員長が代読する方法で質問を行った。（甲２２）

      キ 平成１７年１２月２０日開催の議会運営委員会（乙イ７）

       (ア) 原告が提出した上記オの各書面の取扱いについて，協議がなされ

た。



          ａ 被告Ａ１委員は，「議会運営委員会は市議会の円滑な運営のために

各会派の代表が集まって調整する場であり，共産党市議団の代表で

あるｃ委員が議会運営委員会に出席しているのに，なぜ原告から直

接このような文書が届くのか。共産党市議団内部ではどういう対応

がされているのか。」と質問した。ｃ委員は，「従来から議会運営委

員会で決められたことは原告に報告しており，今回の件は，原告自

身の意見であり，会派がこれを抑えることはできず，この原告の意

見については，共産党市議団としては，議会運営委員会で審議して

もらいたいという意見になった。ｃ委員自身も含め，市議会全体で

確認した議会運営委員会の決定について覆す趣旨である。」と述べた。

          ｂ 被告Ａ１０委員長，被告Ａ１１委員及び被告Ａ５委員は，「本会議

において，議員全員が承認したことであるから，簡単にこれを覆す

ことはできない。」旨の意見を相次いで述べた。

            議会運営委員会は，経過報告中，「鎌倉市議会，静岡市議会，東久

留米市議会の例を参考にして」と，表現を修正するに留まり，経過

報告の回収や議事録からの削除は行わないとの決定をした。

        (イ) 被告市執行部のｔ部長は，議会運営委員会に対し，「原告は，一般

質問以外の質疑等でも代読が許されるのか。これに対し，執行部とし

て答弁すべきかを判断する必要がある。」と確認を求めた。議会運営委

員会は，これについて協議した。

          ａ ｃ委員は，原告が作成した質疑のメモを読んで，これを質疑とし

て取り扱ってもらいたいと述べた。

          ｂ 被告Ａ５委員は，「議会運営委員会での申し合わせは，予め用意で

きるものは委員会においても会話補助装置を使い，臨機応変にその

場で判断しなくてはいけないものは，代読で行うほかないという折

衷案であった。実際に原告の所属する各種委員会での運用状況につ



いては，原告が予め文書を用意し，これを代読するように求め，代

読したと聞いた。議会運営委員会で申し合わせたルールと運用に齟

齬があり，本来は，たとえ１分の言葉であったとしても予め用意で

きるのであれば，会話補助装置を使うべきであり，本会議において

も，事前に作成した文書を渡して代読を求めることはルールに違反

する。」旨の意見を述べた。

          ｃ 被告Ａ１委員は，「基本的には準備できないものは代読を認めてい

るので，本会議場においてもやむを得ないが，各種委員会での原告

の発言を傍聴したところ，明らかに長い内容のものがあったので，

これは簡略化した端的な質問事項だけを代読してもらいたい。」と述

べた。

          ｄ 被告Ａ２委員も，「原告は各種委員会で予め用意していた原稿を持

っていた。発言のうち，原告の思い，意見を述べる部分が８割ぐら

いで，質問は最後に一つ，二つ程度であり，事前に用意していたこ

とが明らかであって，そのようなことが多数あった。採決の後に質

問をする場面もあったので，すぐに取り消してもらうなど，議会運

営委員会での申し合わせどおりに行われていなかった。」と報告した。

          ｅ 被告Ａ１０委員長は，「平成１７年１２月定例会の最終日である同

月２２日開催の本会議では，討論は事前通告制になっているので，

原告には会話補助装置を使用してもらう必要がある。本会議におけ

る質疑については，原告がその場で書いたメモを読むという方法に

よることになり，このメモを誰が代読するのかといった問題がある

が，共産党市議団に行ってもらえれば互助の精神が発揮でき，事務

局職員を使うためには，しっかり議論する必要がある。」と述べた。

          ｆ 被告Ａ２委員は，「原告の各種委員会での発言状況は，委員長，副

委員長が，質問だけでよいのではないかと言っても，本人はすべて



読めという強い姿勢であった。本会議における質疑については，ｃ

委員に共産党市議団の代表として，議会運営委員会が申し合わせた

ルールを分かっているので，原告の作成した文書を見て，質疑事項

のみを代読してもらいたい。」と述べた。

          ｇ 被告Ａ１０委員長も，「先の委員会の反省に立ってやっていかない

といけない。」と述べた上で，重ねて，「共産党市議団で代読をお願

いしたい。」と述べた。ｃ委員は，これを承諾した。

          ｈ ａ議長は，原告の質疑については，メモを書く時間は間を取って

書いてもらえばいいと述べた。

          ｉ 被告Ａ１委員は，ｃ委員に対し，代読をする場所について確認し

た。ｃ委員は，原告が手を挙げたら，ｃ委員が原告のところまで行

き，原告のマイクを使って行うと述べた。被告Ａ２委員もこれに賛

同した。

          ｊ ｑ事務局長は，原告が質疑のため，挙手をした場合，議長が原告

を指名して，ｃ議員が代読することを言ってもらった方がいいかと

いった運用面についての確認を求めた。被告Ａ２委員は，議長がｃ

議員も指名して代読することでどうかという意見を述べた。

          ｊ 被告Ａ１０委員長は，同委員会のまとめとして，原告が予め用意

できるものは会話補助装置を使って発言してもらい，質疑について

は，その場でメモを書いてもらい，代読を行うこと，平成１７年１

２月２２日の本会議では，ｃ議員が代読することとすると述べた。

他の委員はこれに異議を述べず，承認した。

    (12) ｃ議員の代読による質疑とそれに関する経緯

      ア 平成１７年１２月２２日開催の同年第６回定例会の本会議（甲８６，

原告本人）

        (ア) ｃ議員は，同本会議において，原告の質疑を代読した。その際，「こ



の部分は読んではいけない。」との判断を独断で行い，部分的に代読を

しなかった。原告は，その場で直ちにｃ議員に訂正を促すことができ

なかった。

        (イ) 原告の上記質疑の内容は本来会派で議論されているはずの問題で

あったため，ａ議長は本会議を休憩し，被告Ａ１０委員長が臨時に議

会運営委員会を開き，原告の質疑内容について２８分間審議した。

      イ 平成１８年１月２３日開催の議会運営委員会（甲８７）

        ｃ委員は，同委員会において，「平成１７年１２月２２日開催の平成１

７年１２月定例会の本会議で原告の質疑の代読を行った際に，原告から

渡された文書のうち，一部分を自己の判断で読まなかった。原告から，

正しいと思ってやったことでも，代読者が独自の解釈，判断で読まない

というのは代読ではないと言われた。改めて臨時会では代読者を変えた

方がいいと思う。私が行うのは１２月限りの暫定的なものであり，次回

からは事務局にお願いしたい。」旨申し出た。同委員会は，同申出につい

て協議した。

        各委員の意見は次のとおりである。

        (ア) 被告Ａ５委員は，ｃ議員による代読は，１２月定例会だけの暫定

的な措置ではなく継続性のあるものだと認識しており，原告の任期期

間中はｃ議員にやってもらえればよいのではないかという意見を述べ

た。

        (イ) d委員は，本来事務局対応がよいかと思ったが，同一会派でやるこ

とで整理して，試験的に行われたものだと解釈したと述べた。

        (ウ) 被告Ａ１０委員長は，ｃ議員が，一部代読しなかったことについ

て，「すばらしい判断をしてくださったと思います。」と述べた。被告

Ａ２は，「だからこそ事務局に任せることができない。発言が適正か判

断できる人が代読しないといけない。何でもメモをもらって発言すれ



ばいいというものではない。ある程度判断ができる者がやらないと本

人の意志が伝えられないし，議会の議事内容にあっているかの判断が

いるので，職員では難しくおかしな方向に行ってしまう。逆な面で不

備ができてしまう気がしますので，その辺を良く考えておかないとま

ずいと思う。」と述べた。

        (エ) 被告Ａ１１委員は，「事務局職員を巻き込みたくない。議員同士な

ら，特に同一会派ならあとはどうにでもなる。事務局が引き込まれた

ら困ってしまうので，議員団でやってもらいたい。」と述べた。

        (オ) 被告Ａ３委員は，「争点になっている部分で，皆が心配しているこ

となので，事務局がやることにならない。原告側では，第三者によっ

て変えられることはだめだと言っているわけですから，きちんと議運

で結論を出すべきだと思います。」と述べた。

        (カ) 被告Ａ５委員は，「自助，共助，公助であります。自助はなかなか

やらないということなので，共助でやってもらう。それができなくな

ったら公助でやるという順番であります。同一会派でもｃさんがすべ

てやらなくても他にもいらっしゃいますので，順番にやってもらった

らと思います。」と述べた。

        (キ) 被告Ａ１２副委員長は，「その議題にあっているかの判断について，

職員は違っていると思っても議員から出されたものを読まないわけに

はいかない。そこまで職員に負担をかけるのはいかがなものかという

ことで，同僚議員であればということで出発しているか分かっている

ので，交替でやっていただけたらよいと思います。」と述べた。

        (ク) ｃ委員は，「代読という本人の意思を伝えるところが変わってくる

ということです。職員なら合わない発言であったとしても全部読んで

いくことで，問題になる発言になるかもしれないが，発言そのものが

場内に伝わっていく代読からすると僕らがやると伝われないので，ス



トレートに読む職員の方が正確でないかと思います。」と述べた。

        (ケ) 被告Ａ１０委員長は，上記の議論をまとめて，「自助，共助，公助

の順番になります。議会の問題ですから，議員自ら助けるところは助

けようということで結論を出してきたわけです。その辺のところで問

題もあったかもしれませんが必ず定着すると思いますので，ぜひ，会

派の中でご努力をお願いしたい。」と述べた。他の委員は，異議なく承

諾した。

        (コ) 被告Ａ１０委員長は，「議運で確認しております会話補助装置につ

いて，議場でデモを準備しておりますので，この議運の最後にまず委

員の皆さんに確認していただきたいと思っております。」と述べた。

    (13) 平成１８年３月定例会における原告の一般質問の発言方法を巡る経緯

      ア 平成１８年２月１４日，議場において，議会運営委員が出席の下，音

声変換機能付きパソコンのデモンストレーションが行われた。

        原告も，このデモンストレーションに参加し，同パソコンを試用した。

      イ 原告，ｃ議員，ｂ議員，被告Ａ１０委員長，被告Ａ１２副委員長，ａ

議長及び被告Ａ１７副議長は，平成１８年２月２１日に非公式の話し合

いをした。（甲１２８，乙イ８，９）

      ウ 平成１８年２月２２日開催の議会運営委員会（甲６７）

        平成１８年２月１４日に行われたデモンストレーションを受けて協議

がなされた。

      エ 平成１８年３月はじめころ，「原告の食道発声はマイクを使えば聞き取

れるはずである。原告は食道発声で一般質問を行うことを希望してい

る。」旨の新聞，テレビ等の報道があった。

      オ 上記報道を受け，原告，ｃ議員，ｂ議員，被告Ａ１０委員長，被告Ａ

１２副委員長，ａ議長及び被告Ａ１７副議長は議会運営委員会に先立ち

話し合った。被告Ａ１０委員長は，原告に対し，議会運営委員会で申し



合わせた会話補助装置と併せて行って欲しいと頼んだが，原告はこれを

断った。

      カ 平成１８年３月３日開催の議会運営委員会（甲７０）

        (ア) 被告Ａ１０委員長は，同委員会において，「新聞やテレビの報道を

受け，上記オのとおり，原告らと話し合いをした。その話し合いの際

に原告の発声を聞いたところ，壇上で発言した場合に全員に聞こえる

可能性はないと思う。」旨述べた。ａ議長，被告Ａ１７副議長及び被告

Ａ１２副委員長は，それぞれ，「短い時間でありましたが聞き取れなか

った。はっきり言って聞き取れない。単語は２箇所くらい分かりまし

たが，聞き取れるところまではいきませんでした。」と述べ，原告の食

道発声の音声が聞き取れる可能性についての被告Ａ１０委員長の意見

に同意した。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，上記の原告の食道発声の状況から，議場が

混乱を起こすおそれがあり，執行部が聞き取れず答弁ができない状況

が起こりえるとして，議会運営委員会としては，原告の食道発声の方

法による発言方法を認めるわけにはいかないと提案した。

        (ウ) 上記提案に対し，ｃ委員は「受け取って発言させるべき。本人の

選択を希望する方法でやったらと思います。」と述べ，被告Ａ１委員は，

「確認をしていただいたということでございますので，ルールどおり

会話補助装置による代読以外ができないということであれば，聞き取

れないということですので，受け取れないと思います。」と述べた。

        (エ) 被告Ａ１０委員長は，上記意見を踏まえ，食道発声は無理で，議

会運営委員会で決めたルールどおりにやってもらうということで，受

け取れないことに決めたいと提案した。ｃ委員は退室し，その余の委

員は異議を述べなかった。

      キ 原告は，平成１８年３月６日，平成１８年３月議会において，食道発



声の方法で発言するとして，発言通告書を市議会事務局に持参した。

        市議会事務局は，議会運営委員会では会話補助装置を使う方法により

発言するよう協議で申し合わせがなされており，同事務局では，それ以

外の方法で発言する場合は発言通告書を受理できないと話し，発言通告

書を受け取らなかった。（以上甲２４，７１）

      ク 平成１８年３月６日開催の議会運営委員会（甲７１）

        市議会事務局長ｑは，同委員会において，上記キの事実を報告した。

      ケ 平成１８年３月１３日開催の同年第２回定例会の本会議（甲７２）

        被告Ａ１０委員長は，議会運営委員会の報告をした。原告は，ｃ議員

の代読により，上記被告Ａ１０委員長の報告に対し，質疑を行った。

    (14) 平成１８年６月定例会における一般質問の発言通告書を巡る経緯（甲

７４，７５，１００の４）

      ア 原告は，平成１８年６月２日，被告Ａ２３議長に対し，女子中学生殺

害事件及び教育基本法改悪問題について，発言所要時間を２０分として，

発言内容として手書きでＡ４用紙８枚分が記載された中津川市長及び教

育長に答弁を求める旨の一般質問の発言通告書（甲１００の４）を提出

した。

      イ 被告Ａ２３議長は，原告に対し，発言方法を尋ねた。原告は，事務局

職員による代読で行うと答えた。被告Ａ２３議長は，議会運営委員会に

諮って回答すると伝えて発言通告書を預った。

      ウ 被告Ａ２３議長は，「原告の一般質問の発言方法は，議会運営委員会の

申し合わせで決まっており，議長だけでは良否の判断はできない。」と述

べ，上記原告の発言通告書に対する取扱いについて議会運営委員会に諮

問した。

      エ 平成１８年６月２日開催の議会運営委員会（甲７３）

        (ア) 議会運営委員会は，従来どおり決められた方法でやってもらいた



いという結論を出し，その旨，被告Ａ２３議長に答申した。

        (イ) ｂ委員は，同一会派の議員が代読する方法を議会運営委員会に提

案することについて原告に確認した。原告がこれを承諾したため，ｂ

委員は，同委員会において，共産党市議団のｐ議員が原告の一般質問

を代読するという方法を提案した。

      オ 被告Ａ２３議長は，上記議会運営委員会の答申を受け，原告に対し，

議会運営委員会への諮問結果に基づき，事務局職員がパソコンを打って

入力し，音声変換装置を用いて発言する方法によって質問を行うのであ

れば受理するが，そうでなかったら受理できないとして，発言通告書を

受理せず返した。（甲７３）

      カ 原告は，被告Ａ２３議長に対し，ｂ委員が提案した，共産党市議団の

議員が代読を行う方法について議会運営委員会で議論するよう求めた。

（甲７３）

      キ 平成１８年６月２６日午前９時開催の議会運営委員会（甲７４）

        同委員会は，陳情第８号「原告市議会議員の発言を事務局職員による

代読による方法をもって認める事」について，被告Ａ２３議長から付託

を受け，審議した。

      ク 平成１８年６月２６日開催の同年第４回定例会の本会議（甲７５）

        (ア) 原告は，被告Ａ１０委員長による，議会運営委員会での審議事項

についての報告に対する質疑として，ｂ議員による代読の方法により，

「「原告市議の発言を事務局職員の代読による方法で認める事」に関す

る陳情について質問します。弁護士会勧告どおり事務局職員による代

読を認めるよう，陳情書が４３００人の署名をつけて提出されていま

す。署名数は６月２３日現在４８００人に増え続けていると聞いてい

ます。また，四十数団体からの署名も提出されたと聞きます。この陳

情審議がどういうわけか非公開とされたということですが，賛成，反



対，どのような討論があって非公開になったのか，多くの市民は本会

議上での説明を求めておりますので，お答え願います。」と述べた。

        (イ) 被告Ａ１０委員長は，原告のいう陳情が議会運営委員会に付託さ

れていることを認めた上で，陳情については各種委員会等が本会議で

報告した事例がなく，非公開としたことは議会運営委員会全員で議論

して決定されたのであるから，会派の代表者に聞いて欲しいと答えた。

    (15) 平成１８年９月定例会における一般質問の発言通告書を巡る経緯（甲

２５，７６，１００の５）

      ア 原告は，平成１８年９月４日，被告Ａ２３議長に対し，障害者自立支

援法について，発言所要時間１５分として，中津川市長及び中津川市の

健康福祉部長に答弁を求める旨の発言内容として手書きでＡ４用紙９枚

分が記載された一般質問の発言通告書（甲１００の５）を提出した。

      イ 被告Ａ２３議長は，原告に対し，現在示している音声変換装置を用い

た方法で発言してもらえるか尋ねたところ，原告は，弁護士会勧告によ

る方法で行う旨答えたため，議会運営委員会の決定した方法で発言する

のでなければ受け取ることはできないとして，発言通告書を受理せず返

した。

      ウ 被告Ａ２３議長は，上記経緯を平成１８年９月４日開催の議会運営委

員会において報告した。

      エ 平成１８年９月４日開催の同年第５回定例会の本会議（甲７７）

        原告は，被告Ａ１０委員長の議会運営委員会報告に対し，事務局職員

による代読の方法による発言保障を求める要請，抗議が団体署名を含め

て１４９６通届いていることについて議会運営委員会で審議されたか否

か，教育基本法改正に慎重を期するよう求める意見書採択への陳情につ

いて賛成，反対それぞれの理由は何かといった質疑を行うため，ｂ議員

による代読の方法で二度発言した。



    (16) 平成１８年１２月定例会における一般質問の発言通告書を巡る経緯

（甲２７，７８，１００の６）

      ア 原告を含む共産党市議団の議員４名は，平成１８年１１月２８日，被

告Ａ２３議長に対し，「原告市議の発言補償問題についての申し入れ」と

題する書面を提出して，平成１８年１２月定例会において，原告が，同

人の意向を尊重した形での一般質問が認められるよう申入れをした。

        同書面には，原告の平成１８年１２月定例会における市職員の代読を

前提とした一般通告書が受理されなかった場合又は議会運営委員会にお

いて，従来どおり，「議運の決定に従った発言方法」でしか発言を認めな

いとした場合には，共産党市議団は，原告の意向を尊重した形での一般

質問の実施を求める決議を同定例会の本会議で議員提案し，同本会議初

日での採択を求めるつもりである旨記載されていた。（甲２７）

      イ 原告は，前同日，被告Ａ２３議長に対し，安全・安心まちづくりにつ

いて，発言所要時間を２０分とし，発言内容は，ワープロ打ちで，Ａ４

用紙６枚分が記載された一般質問の発言通告書（甲１００の６）を提出

した。

      ウ 被告Ａ２３議長は，再度議会運営委員会で協議するよう諮問するとし

て，原告の発言通告書を受理せず，預かった。

      エ 平成１８年１１月２９日開催の議会運営委員会（甲７８）

        (ア) 被告Ａ２３議長は，原告の発言通告書に対する取扱いについて，

再度協議するよう，議会運営委員会に諮問した。

          ａ d委員は，原告の選択を尊重すべきとの意見を述べた。

            被告Ａ２６委員，同Ａ６委員，同Ａ１１委員及び同Ａ１２委員は，

「議会運営委員会で何度も議論し，結論が出ている。原告の一般質

問については，従来の議会運営委員会の申し合わせどおりの方法で

発言すべきである。」との意見を述べた。



          ｂ 被告Ａ１０委員長は，ほとんどの会派は従前どおりの方法で行っ

て欲しいとの意見であるため，そのように申し合わせたいと提案し

た。他の委員は，異議なく承認した。

        (イ) 原告を含む共産党市議団所属の議員４名は，被告Ａ２３議長に対

し，「岐阜県弁護士会と同人権擁護委員会が，平成１７年１１月１６日

に中津川市議会に勧告した通り，原告の市議会一般質問の壇上におけ

る発言を，職員の代読による方法をもって今１２月市議会より実施す

ること。」という「市議会議員の発言保障に関する決議」案（以下「本

件決議案」という。甲２８）を提出した。

        (ウ) 被告Ａ２３議長は，本件決議案についての取扱いについて，議会

運営委員会に諮問した。

        (エ) 被告Ａ１０委員長及び被告Ａ１４副委員長は，議会運営委員会で

決めてきたことに対し反対する旨の本件決議案を提出する者の中に，

同委員会を構成していたｂ議員やｃ議員が含まれているのはおかしい

と指摘した。そのため，共産党市議団所属議員のうちｐ議員が本件決

議案を提案するということに修正し，平成１８年１２月１日の定例会

の本会議において議題とすることに決まった。

      オ 原告は，平成１８年１１月３０日，被告議員らを含む議員に対し，共

産党市議団が翌日の定例会の本会議で提出する原告の代読発言を求める

決議案に対し，賛成するよう求める書面（甲２９）を送った。

        同書面には，原告が障害者として障害者の生の声を市政に反映させて

いくためには，原告自身の声で発言することが一番いいと思って食道発

声訓練に取り組んできたこと，今のところ，会話が十分できるまでには

至っていないが，原告は，やがて健常者の中に溶け込んでコミュニケー

ションの場を広げることができると確信していること，原告が，議会で

の代読発言にこだわるのは，機器による音声では，声を失った者の本当



の心の苦しみ，声を取り戻した時の心からの喜びを実感した原告の思い

が通じないと思うためであり，いつでも，どこでもすぐ対応できる一番

やりやすい，また他人の迷惑を最小限にできるやり方だと思うためであ

ることなどが記載されていた。

      カ 平成１８年１２月１日開催の同年第６回定例会の本会議（甲２８，７

９，８８，乙イ６）

        (ア) 共産党市議団のｐ議員は，同本会議において，本件決議案を提出

した。

        (イ) 記名投票の結果，賛成５，反対２７で，本件決議案は否決された。

          被告Ａ２３を除く被告議員らは，皆，反対票を投じた。

    (17) 議決後の経過

      ア 原告は，平成１９年１月２２日ころ，被告Ａ２３議長に対し，「新聞報

道（１／１９中旬）によりますと恵那市で産婦人科医がゼロとなる可能

性が出てきたといわれています。当市としても産婦人科医の不足解決の

ための対策が早急に求められていると思います。市長の見解をお聞かせ

下さい。」という市長に対する緊急質問の発言通告書を提出した。被告Ａ

２３議長は，緊急性がないということで原告の発言を認めなかった。（甲

１００の７）

      イ 平成１９年３月定例会における一般質問の発言通告書

        原告は，平成１９年３月５日ころ，被告Ａ２３議長に対し，安全・安

心まちづくりについて，中津川市長及び市民病院部長に答弁を求める発

言所要時間３０分，発言内容は，手書きでＡ４用紙１５枚分が記載され

ている一般質問の発言通告書を提出した。被告Ａ２３議長は，これを受

理しなかった。（甲８５，９８の３，甲１００の８）

    (18) 原告の市議会議員二期目の任期は，平成１９年４月２９日に終了した。

  ２ 争点１（本件訴えの適法性の存否（本案前の主張））及び争点２（原告の自



己決定権等に対する違法な侵害行為の有無）について

    (1) 司法裁判権が，憲法又は他の法律によってその権限に属するものとされ

ているものの外，一切の法律上の争訟に及ぶことは，裁判所法３条の明定

するところであるが，ここに一切の法律上の争訟とはあらゆる法律上の係

争という意味ではない。一口に法律上の係争といっても，その範囲は広汎

であり，その中には事柄の特質上司法裁判権の対象の外におくを相当とす

るものがある。なぜならば，自律的な法規範をもつ社会ないしは団体に在

っては，当該規範の実現を内部規律の問題として自治的措置に任せ，必ず

しも，裁判にまつを適当としないものがあるからである（最高裁判所昭和

３５年１０月１９日大法廷判決参照）。そして，一般に市議会の運営に関す

る事項は，まさにそれに該当すると解される。

      もっとも，本件における原告の主張中には，原告が障害者である故に議

会へ参加する権利（参政権）を害されたという趣旨のものがあり，これに

ついては，憲法の採用する国民主権原理に照らし，単なる議会の内部規律

の問題に留まるものとはいえないから，裁判所の審判権が及ぶものと解す

るのが相当である。

      この点，原告は，「被告議員らが，原告の一市民として，また市民の代表

としての表現の自由を侵害し，障害者が代替手段を自ら選ぶ権利，すなわ

ち自らのあり方を決める権利（自己決定権）をも侵害したことは，一般市

民法秩序と直接の関係を有しない団体の内部的な問題にとどまらないから，

司法審査の対象となる。」旨主張し，確かに，原告は，表現の自由や自己決

定権（障害補助手段を使用する自由や障害補助手段選択の自由を含む。）を

有するものと解される。

      しかし，地方議会は，憲法上に定められた地方公共団体の議事機関であ

り（憲法９３条１項），憲法の採用する議会制民主主義の下においては，当

該地方公共団体における住民の間に存する多元的な意見及び諸々の利益を，



その構成員である地方議会議員の自由な討論を通して調整し，究極的には

多数決原理によって統一的な地方自治体の意思を形成すべき役割を担うた

め，その内部の組織や運営に関する一定の事項について，他の機関等から

関与を受けることなく，自律的に決定し，処理する権限（自律権）を有す

る。そして，議会の運営に関する事項は，議会の内部規律の問題として議

会及び議長の裁量に委ねられ，議員の議会本会議や各種委員会における発

言の方法等もまた，議会の運営に関する事項に含まれると解される。した

がって，議会及び議長が議員の議会での発言方法等を制限することによっ

て障害者である議員の表現の自由や自己決定権（障害補助手段を使用する

自由や障害補助手段選択の自由を含む。）が制限されたとしても，同議員が

この発言方法等の制限によって障害者である故に議会へ参加する権利（参

政権）を害されるなどの特段の事情のない限り，やむをえないものといわ

なければならない。

      そこで，以下，本件訴えを適法とした上で，市議会議員である原告が発

声障害者である故に議会へ参加する権利（参政権）を害されたか否かの限

度で，本件訴えの当否を判断することとする。

  (2) 加害行為①（議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，

平成１５年５月から同年１１月２５日までの間，原告について，議会での

発言は口頭が原則であるから，まずは治療に専念せよと結論付けて，原告

の発言を認めないとの議会運営委員会の申し合わせをした）の有無及びそ

の違法性について

      前記１の認定事実によれば，ｃ議員が平成１５年５月１４日の代表者会

議で原告の意見を同一会派に所属するｂ議員の意見として発言することが

あるかもしれないと述べたこと，ｌとｃ議員が同月２６日に市議会に対し，

原告の本会議及び委員会での発言方法として，第三者による代読を要望す

る旨の申入書を提出し，これについて議会運営委員会で審議がされたこと，



ｃ議員が同年６月２日の議会運営委員会で原告は同年６月定例会での一般

質問は予定していない旨を報告したほか，委員会では，会派から出席する

議員が一人だけになり，緊急に発言したいことも出てくるため，ボードを

持ち込み，これに記載して発言するという方法を認めて欲しいと提案した

こと，翌月２３日の議会運営委員会の審議では，申入書の要望事項を認め

るか否かは結論を出さず，原告の経過を見ながら，継続審議にするとされ

たこと，ｃ議員が，同年１０月２０日の議会運営委員会で，原告が同年９

月の議会において委員会で意思表示をする必要があると感じたとして，委

員会においての発言方法としてボードを持ち込む方法を再提案したこと，

翌月１７日及び２５日の各議会運営委員会において，ｃ議員の再提案につ

いて審議されたが，各派で意見が分かれ，結論が出ないまま，審議が終了

したことが認められる。

      そうとすると，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，

平成１５年５月から同年１１月２５日までの間，原告について，原告の発

言を認めないとの議会運営委員会の申し合わせをしたとは認められず，同

委員会の審議によって，原告が発声障害者である故に議会へ参加する権利

（参政権）を害されたとはいえない。

    (3) 加害行為②（議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，

平成１６年９月２１日の議会運営委員会において，原告がパソコンを使用

できないことを知りながら，議会での発言においてはパソコンを使用する

よう申し合わせをし，その後も原告にパソコンの使用を押しつけた）及び

加害行為③（ａ議長は，原告が食道発声で行うとして平成１７年３月１０

日に提出した第１回発言通告書を，議会運営委員会に諮った上で，食道発

声による音声が聞き取れないという理由で受理を拒絶したほか，原告が平

成１７年６月議会に向けて提出した第２回発言通告書を，議会運営委員会

による「代読は無理」との答申に基づき受理を拒絶した）の有無及びその



違法性について

      ア 前記１の認定事実によれば，平成１６年９月２１日の議会運営委員会

は，原告が委員外議員として出席の上，陳情第５号に基づく要望事項の

審理をしたこと，同委員会は，同要望事項のうち「さしあたって，原告

市議の市議会における活動をどう保障していくのかということについて，

然るべき場において協議されること。」との部分につき，さしあたり原告

が本会議場への音声変換機能付きパソコン（但し，発声障害者や高齢者

向けの特殊なキーボードのものや，トーキングエイド等の会話補助装置

全般を含む。以下，これらを含めて，単に「パソコン」という。）を持ち

込むことを認めるという申し合わせをしたこと，議会運営委員会が陳情

第５号の審議に際し原告に対してした質問の回答書が，すべて回答がパ

ソコン又はワープロで作成されたものであったために，同委員会の各委

員は，この申し合わせにあたり，原告がまったくパソコンを使用できな

いとは考えていなかったが，パソコンを未習熟であるとは知っていたこ

と，原告は，同年１０月２１日に被告Ａ１４委員長に，パソコンは使え

ない旨伝えたこと，原告，ｃ議員及びｂ議員は，同年１０月２５日に，

ａ議長に対し，原告に対する議会内での発言保障として当面すぐに対応

できることとして，一般質問や各種委員会での「代読による発言保障措

置」を要望したこと，議会運営委員会は，同年１１月９日に代読による

発言保障につき審理し，共産党市議団及び市民ネット２１を除く各会派

の意見に従って，同年９月２１日の議会運営委員会での申し合わせがあ

る以上，まずはこれに従って，パソコンを用いた発言を行って欲しいと

いう結論に至ったこと，その際，同委員会の委員の多くは，原告がパソ

コンを使えるように努力すべきであるとの意見であったこと，この後も，

平成１６年１１月９日まで，議会や議会運営委員会で同様の議論がなさ

れたこと，ａ議長は，原告が平成１７年３月１０日に提出した第１回発



言通告書について議会運営委員会に対応を諮ったこと，被告Ａ１４委員

長が原告に対し，本会議での一般質問についてパソコンを使用するか，

口頭で行うのかについて質問したところ，原告が食道発声の方法で口頭

で行うと答えたこと，食道発声の音声が聞き取れるか否かについて議会

運営委員会でテストをしたところ，共産党市議団を含む委員の全員一致

で，原告の食道発声による発言では聞き取ることができなかったこと，

その結果，議会運営委員会は，ａ議長に対し，口頭発言は無理であると

答申したこと，ａ議長は，この答申を受け，第１回発言通告書を受理し

なかったことが認められる。

        ところで，障害者に障害補助手段を使用するように勧めること自体は

何らの不都合もないが，これを強制することは，それがいかに障害者に

とって有益であるとしても，許されないというべきで，障害のある議員

に対し，議会活動における障害補助手段の使用を強制することは，議会

へ参加する権利（参政権）を害するものと認めるのが相当である。

        議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，平成１６年

９月２１日及び同年１１月９日の議院運営委員会で，発声障害のある原

告がパソコンを未習熟であることを知りながら，原告に，本会議での代

読を認めず，自らがパソコンを使用して発言を行うよう要請し，そのた

め，原告は，平成１７年３月１０日に食道発声で行うことを前提とした

第１回発言通告書を提出せざるを得なくなって，同発言通告書が受理さ

れなくなったほか，各種委員会で発言する機会もなくなったという経緯

に照らせば，同委員らが，発声障害があり，パソコンを未習熟の原告に

対し，その障害補助手段であるパソコンを使用するように強制したもの

と認められる。

        そうとすると，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）

による平成１６年９月２１日から平成１７年３月１０日までの間の議院



運営委員会の申し合わせやａ議長による第１回発言通告書の不受理によ

って，原告は発声障害者である故に議会へ参加する権利（参政権）を害

されたと認められる。

      イ 前記１の認定事実によれば，原告が平成１７年６月定例会での一般質

問の第２回発言通告書を提出するに先立ち，共産党市議団は，同年５月

２３日，同年６月２日開催の各議会運営委員会において，「原告はパソコ

ンについて触ったり，考えたりすると体調が悪くなるという理由から，

パソコンを用いた方法ではなく，代読による方法で一般質問を行いたい

と希望している。」として，この原告の希望する方法による発言を許可す

るよう議会運営委員会の申し合わせの変更を求めたこと，平成１６年９

月２１日及び同年１１月９日の議会運営委員会で原告がパソコンを使用

する方法で発言することを申し合わせていたこと，平成１７年６月２日

の議会運営委員会では，被告Ａ１０委員長が「パソコンに打ち込んでも

らうことは，皆さん認めていただければ身内でなく自分でなく，事務局

にお願いしても努力していただく形をやっていただいて，その後また議

論するのなら話し合いの余地はあると思う。」と発言し，事務局によって

打ち込む方法についても提案したこと，被告Ａ１０委員長は，代読によ

る発言は認められないが，パソコンを使うという意向であれば，すぐに

議会運営委員会を開き，細かい運用について協議するとａ議長に答申し

たこと，ａ議長はこの答申を受けて，代読を前提とする原告の第２回発

言通告書の受理をしなかったことが認められる。

        上記認定のとおり，平成１７年６月定例会に向けての第２回発言通告

書の受理の拒否に関する議会運営委員会での審議において，被告Ａ１０

委員長が，事務局職員を含む原告以外の第三者による入力も検討対象と

して提案していることは認められ，事務局職員がパソコンの入力をする

というのであれば，パソコンを使用した発言方法をとるよう原告に求め



ること自体は，原告やその家族，後援者がパソコンを使用しなくともよ

いものであるから，原告にさほどの負担も強いるものではないといいう

るが，被告Ａ１０委員長の上記提案も具体的なものではなく，議会運営

委員会で決定されたものでもないことからすると，議会運営委員会の各

委員（被告議員らの一部を含む。）による同年５月２３日，同年６月２日

の同委員会の申し合わせ，答申やａ議長による第２回発言通告書の不受

理によっても，原告は発声障害者である故に議会へ参加する権利（参政

権）を害されたというべきである。

    (4) 加害行為④（議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）は，

平成１７年６月２４日，ｃ委員の次回同年７月１２日に原告を傍聴を認め

て欲しいという要望を拒絶した。また，同年９月定例会における原告の発

言方法についても，あくまでも原告の代読発言を認めないという姿勢をと

った）の有無及びその違法性について

   ア 議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，平成１７年

６月２４日，ｃ委員の次回同年７月１２日に原告を傍聴を認めて欲しい

という要望を拒絶したとしても，これにより何ら原告の権利が害される

ものではなく，この点につき何らの違法もない。

   イ 上記１の認定事実によれば，平成１７年８月２４日開催の議会運営委

員会で，同年９月定例会における原告の発言方法が議論され，被告Ａ１

０委員長の「事前に準備できる一般質問は，音声変換装置を使い壇上で

行い，再質問については，慣れるまで会派の人に手伝ってもらうように

する。」との提案が了承されたことが認められる。

     しかし，誰が一般質問の内容をパソコンに入力するかについて議論が

されていないことからすると，議会運営委員会の各委員（被告議員らの

一部を含む。）による平成１７年８月２４日の同委員会の申し合わせによ

っても，原告は発声障害者である故に議会へ参加する権利（参政権）を



害されたというべきである。

    (5) 加害行為⑤（議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）が，

「折衷案」の名のもとに一般質問についてパソコンの使用を強制し，当該

折衷案をＡ１０に，その後の原告の発言通告書を受け付けなかった）の有

無及びその違法性について

      前記１の認定事実によれば，平成１７年１１月２８日開催の議会運営委

員会で，ｃ委員の提案による「登壇の一般質問については，音声変換装置

を利用し，再質問については原告のメモを見て市の職員が代読するという

折衷案」について，委員全員が賛成し，申し合わせがなされたこと，同申

し合わせにあたっては，一般質問のパソコンへの入力については，事務局

職員が打ち込むことが予定されたこと，ｃ委員は，同提案に当たり，「議会

運営委員会がこれでよいのであれば，原告に伝えることはできる。」旨述べ

たこと，ｃ委員は，申し合わせ後に原告の意思を確認し，同提案を取り下

げる旨申し入れたが，被告Ａ１０委員長は，既に申し合わせができている

ことを重視しなければいけないとして，これを容れず，上記申し合わせを

議会運営委員会の決定としたこと，原告は，平成１７年１１月３０日ころ，

ａ議長に対し，代読の方法で行う旨書き添えた上で，同年１２月定例会に

向けての一般質問の発言通告書を提出し，これを受け議会運営委員会で同

月３０日に審議がなされ，原告に対し，上記折衷案による方法で質問を行

うか否かを確認したところ，原告はこれを受け入れなかったこと，議会運

営委員会は，同日，上記折衷案の方法によるのでなければ，発言通告書を

受理できない旨答申し，ａ議長は同答申を受けて，原告の発言通告書を受

理しなかったこと，平成１８年３月３日開催の議会運営委員会において，

原告の同年３月定例会に向けての一般質問の発言通告書が提出された場合

の対応について協議され，現状の原告の状態では，食道発声による方法で

は，議場で全員が聞き取ることができないため，折衷案の方法によるので



なければ発言通告書は受理できないとの委員長提案をｃ委員を除く委員全

員で申し合わせたこと，原告は，同月６日，食道発声の方法により発言す

るとして，発言通告書を市議会事務局に提出したが，同事務局は，折衷案

の方法によるのでなければ受理できないとして受け取りを拒否したこと，

原告は，同年６月２日，同月定例会に向けての一般質問の発言通告書を被

告Ａ２３議長に提出したこと，被告Ａ２３議長は，原告に対し，その発言

方法を確認したところ，原告は，事務局職員による代読で行うと答えたこ

と，Ａ２３議長は，議会運営委員会にその対応を諮り，同委員会は，折衷

案によるのでなければ発言を認められない旨の答申をしたこと，被告Ａ２

３議長は同答申を受けて，原告の発言通告書を受理せず，原告に対し返却

したこと，平成１７年１１月３０日の議院運営委員会で，各種委員会での

原告の発言について，予め準備できるものはパソコンを使い，即時性を有

する場合は当該委員会の委員長にメモを渡して，同委員長又は副委員長が

読み上げるという申し合わせがなされたことが認められる。

        上記のとおり，折衷案とは，一般質問自体については，事前に準備が可

能であるから，事務局職員が打ち込む方法で入力し，再質問については，

即時性を有するため，事務局職員による代読の方法によることとするもの

であって，原告やその家族，後援者はパソコンを使用しなくともよく，原

告に対し，さほどの負担を強いるものでない。同様に，各種委員会で，予

め準備できるものは事務局職員が打ち込む方法でパソコンに入力し，即時

性を有する場合は当該委員会の委員長にメモを渡して，同委員長又は副委

員長が読み上げるということも，原告に対し，さほどの負担を強いるもの

でない。したがって，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）

による平成１７年１１月２８日，同月３０日，平成１８年３月３日開催の

議会運営委員会の申し合わせや答申，ａ議長や被告Ａ２３議長，事務局職

員による原告の発言通告書の不受理によって，原告が発声障害者である故



に議会へ参加する権利（参政権）を害されたとはいえない。

  (6) 加害行為⑥（被告Ａ２３を除く被告議員ら２７名は，原告が所属する共

産党市議団が平成１８年１２月議会に提出した「市議会議員の発言保障に

関する決議案」に対し，反対票を投じた）の有無及びその違法性について

      憲法の採用する議会制民主主義の下においては，地方議会は，当該地方

公共団における住民の間に存する多元的な意見及び諸々の利益を，その構

成員である地方議会議員の自由な討論を通して調整し，究極的には多数決

原理によって統一的な地方自治体の意思を形成すべき役割を担うものであ

り，地方議会がこれらの権能を有効，適切に行使するために，地方議会議

員は，多様な住民の意向をくみつつ，住民全体の福祉の実現を目指して行

動することが要請されているのであって，地方議会における議決のごとき

ものは，本質的には政治的なものであって，仮に当該議決により，個別の

住民の権利を侵害するとしても，それは，その決議又は決議に反対するこ

とが，憲法の一義的な文言に違反しているにもかかわらず，あえて行うよ

うな例外的な場合でない限り，国家賠償法１条１項の適用上，違法とはな

らないというべきである。（最高裁判所昭和６０年１１月２１日第一小法廷

判決，同平成９年９月９日第三小法廷判決参照）

      本件決議案に反対することが，憲法の一義的な文言に違反していると認

められないことは明らかであるので，被告議員らが本件決議案に反対票を

投じたことは，国家賠償法上違法とはいえない。

    (7) 加害行為⑦（被告議員らが構成する中津川市議会の不作為）の有無及び

その違法性について

        中津川市議会は公務員でないから，国家賠償法１条１項の適用がないこ

とは明らかで，原告の同主張は主張自体失当である。

  (8) 上記(2)ないし(7)の認定事実からすると，原告は，議会運営委員会の各

委員（被告議員らの一部を含む。）による平成１６年９月２１日から平成１



７年１１月２７日までの議会運営委員会の申し合わせや答申，ａ議長によ

る第１，２回発言通告書の不受理によって，本会議での一般質問や各種委

員会での発言ができず，発声障害者である故に議会へ参加する権利（参政

権）を害されたこと，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）

による同議会運営委員会での申し合わせや答申，ａ議長による第１，２回

発言通告書の不受理は，違法であることが認められる。

    上記１の認定事実からすると，議会運営委員会の各委員（被告議員らの

一部を含む。）やａ議長は，上記議会運営委員会の申し合わせや答申，第１，

２回発言通告書の不受理が違法でないとの認識であったことが窺えるが，

障害者に障害補助手段を使用するように強制することが許されないことは

条理上当然であるから，その違法であることを認識すべきであり，少なく

とも，議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）及びａ議長に

は過失があるということができる。

  ３ 争点３（被告議員らの不法行為責任の成否）について

    国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が，その職務について不法

行為を行った場合，当該公務員個人は損害賠償責任を負わないと解するのが

相当である。

    これに反する原告の主張はにわかに採用できない。

４ 争点４（原告に生じた損害の有無，程度）について

    議会運営委員会の各委員（被告議員らの一部を含む。）及びａ議長による平

成１６年９月２１日から平成１７年１１月２７日までの間の違法行為により，

原告が被った精神的苦痛を慰謝するには，議会へ参加する権利（参政権）は

公的なものであること，原告と同一会派の議員も議会運営委員会の各申し合

わせや答申を承諾していたこと，原告は，折衷案等により本会議での一般質

問や各種委員会での発言の機会が保障されたのに，代読に固執し，これを容

れなかったこと等，本件に現れた一切の事情を勘案し，１０万円をもってす



るのが相当である。

  ５ 結論

    以上によれば，原告の被告市に対する請求は，１０万円及びこれに対する

平成１８年１２月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求

める限度で理由があるからこれを認容し，その余は棄却すべきである。

    原告の被告議員らに対する請求は理由がないからこれを棄却すべきである。

    よって，主文のとおり判決する。

      岐阜地方裁判所民事第２部

          裁判長裁判官    内   田   計   一

             裁判官    永   山   倫   代

             裁判官    山   本   菜  有  子


